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序章 研究の背景 
 
１．背景 
2010年代に入り、日本国内では女性の活躍推進への関心がますます高まっている。 
2013年 6月、「日本再興戦略 -JAPAN is BACK-」が閣議決定され、成長戦略の中核に「女
性の活躍推進」が位置づけられた。少子化高齢化にともなう生産年齢人口不足を女性の労働
参加で補うばかりでなく、埋もれている優秀な女性人材の活躍による生産性向上や新たな
財・サービス創出への期待、加えて女性の就業拡大による家計所得と購買意欲の増大は経済
活性化につながるという展望から、政府は女性活躍推進を喫緊の課題に掲げている。2015年
8 月には女性が職業生活において活躍できる環境整備をますます加速させるため、「女性活
躍推進法」が成立した。同法の施行（2016年）により、301人以上の従業員を雇用する事業
主、行政機関およびすべての地方自治体は、女性の活躍推進に向けた「行動計画」の策定・
届出・周知・公表が義務付けられ、女性の活躍推進は企業・組織にとって不可避の課題とな
った。 
女性の活躍推進については男女平等、および男女共同参画推進の観点からこれまで幾度
となく注目されてきた。1985 年に雇用の場における男女平等を目的とした男女雇用機会均
等法の成立以降、育児休業法（1991年成立）、男女共同参画社会基本法（1999 年成立）、次
世代育成支援対策推進法（2003年成立）、女性活躍推進法（2015年成立）など、女性の積極
的登用や就業継続・両立支援、女性の活躍推進のための法制度が整えられてきた。 
また、グローバル競争下における競争力強化のための人材活用戦略として女性の活躍推
進の必要性を強く認識する企業では、多様な人材の能力を活かすというダイバーシティ推
進と女性の活躍推進を結びつけ、女性の積極的活用・登用促進を図ることで経営効果につな
げようとする取り組みも行われてきた。 
こうした一連の流れのなかで、育児休業取得割合の増加や女性の勤続年数の長期化等に
おいては一定の成果があがっている。一方で男女賃金格差、女性管理職比率等に大きな改善
はみられない。とくに女性の管理職比率は OECD諸国と比較して圧倒的に低位にある。 
 
２．問題意識 
なぜこれまでの国や企業の取り組みが女性管理職比率向上につながらなかったのか。 
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女性の活躍推進1は女性労働者単独の問題ではなく、女性に雇用の場を提供する企業にお
いて、男性正社員中心の雇用慣行や法制度・両立支援制度の未整備、職場風土、社会通念な
ど、女性活躍の阻害要因が複雑に絡み合っている。日本企業の多くは、高度経済成長期を通
じて長期雇用を前提とする男性社員に管理職昇進を可能とする教育訓練を行いながら基幹
的業務を担当させ、女性社員には短期雇用を前提に補助的・定型的な業務を担当させるとい
う、男女別の雇用管理制度を展開してきた。したがって男性労働者中心で不都合がなかった
企業ほど、女性の活躍推進が困難であることが予測される。 
女性の管理職が増えるためには、雇用側が雇用管理制度や仕事と家庭の両立支援制度を
整備するだけではなく、女性が昇進意欲を持つことも重要となる。女性の昇進意欲を規定す
る要因の１つに職場要因があるが、その職場自体も近年、女性の活躍課題を解決するための
長時間労働の是正および柔軟な勤務形態の導入など「働き方改革」が進むにつれ、人材の多
様化や働き方の多様化が生じている。人材・働き方の多様化が進んだ職場では、仕事との関
わり方や多様化に関する職場風土が変化し、それらが女性の昇進意欲に影響を及ぼす可能
性が考えられる。 
このような問題意識のもと、本研究では女性の活躍推進がもたらす職場の多様化が女性
の昇進意欲に及ぼす影響を追及する。 
 
３．女性の昇進意欲の課題 
日本の女性の管理職比率は国際的に見て依然として低いレベルにとどまっている。 
企業の労働者のうち役職者に占める女性の割合を役職別に見ると、2018 年は係長級
18.3％、課長級 11.2％、部長級 6.6％にとどまる（内閣府 2019）。 
男女雇用機会均等法施行から 30年以上経過し、また政府が「社会のあらゆる分野におい
て、2020年までの指導的地位に女性が占める割合を少なくとも 30％にする」2という目標を
盛り込んでから早 10年になることを鑑みると、遅々として進んでいない。 
 
1 本研究では、女性の活躍推進を「女性活用を積極的に行い、管理職登用に必要な幅広いキャ
リア形成を支援し、女性を意思決定の場に参画させること」と定義し、女性活用の発展形と位
置づける。これは、政府が『「日本再興戦略」改訂 2014－未来への挑戦－』（2014 年 6 月閣議決
定）において、「2020 年に指導的地位に占める女性の割合を少なくとも 30%程度（2012
年:6.9%）」を目標に掲げており、「女性活躍」と「女性の指導的地位での能力発揮」を結びつけ
ていることを根拠とする。 
2 2003 年 6 月 20 日 男女共同参画推進本部決定「女性のチャレンジ支援策の推進について」
www.gender.go.jp/kaigi/danjo_kaigi/siryo/pdf/ka11-6-1.pdf（閲覧日 2019.10.2） 
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女性が管理職に登用されにくい理由として、企業を対象とした調査では「現時点では、必
要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」、「女性が希望しない」、「勤続年数が短く、
管理職になるまでに退職する」、「将来管理職に就く可能性のある女性はいるが、現在、管理
職に就くための在職年数等を満たしている者はいない」などが挙げられている（厚生労働省
「平成 25年度雇用均等基本調査」）。 
一方、管理職昇進を希望しない理由として従業員を対象とした調査では、女性は「仕事と
家庭の両立が困難になる」、「責任が重くなる」が多く、男性は「メリットがないまたは低い」、
「責任が重くなる」などが多く挙げられている（労働政策研究・研修機構 2013）。 
女性の管理職登用促進には、企業が積極的に女性の活躍推進施策を整備し、女性の育成・
登用に取り組むととともに、女性自身が昇進意欲を高めることが必要である。 
しかし、女性の昇進意欲は、入社時・それ以降、およびいずれの年齢区分でも低く、また
個人属性や企業、職場の状況など様々な要因をコントロールしても男性と比べて低い（川口
2012、武石 2014a、21 世紀職業財団 2015）ことが明らかにされている。 
それでは、女性の昇進意欲に影響を与える要因にはどのようなものがあるのだろうか。 
 
４．職場の多様化 
多様化とは、様式、傾向、種類がさまざまに分かれる様をいう。 
女性の活躍推進は、長時間労働の是正および柔軟な勤務形態の導入など「働き方改革」を
伴いながら、職場3に様々な多様化をもたらしている。女性の活躍推進の取り組みを女性労
働に関連する法制度の変遷をもとに概観すると、男女雇用機会均等法施行（1986 年）によ
り最低限度の法対応として女性活用がスタートし、2000 年代に入り少子化への危機感から
女性活用よりも仕事と家庭の両立支援が前進し、2015 年以降には男女均等施策と両立支援
の連動による女性活躍推進へと変化してきた。このような流れは職場に「人材の多様化」と
「働き方の多様化」をもたらすこととなった。 
女性活躍推進の視点から見た場合、「人材の多様化」とはこれまで女性には限定的だった
職務や管理職における男女比率の変化や、正規雇用／非正規雇用、フルタイム／短時間勤務、
 
3 職場とは、実際に働く場所のことを指し、職場構成員との関わり合いの中で協同して職務を
遂行する場所である。職場として捉える範囲も勤務先全体から、部、課、係、チームなどの単
位まで多岐にわたる。本研究では、職場を中原（中原 2010：10）が定義する「責任・目標・方
針を共有し、仕事を達成する中で実質的な相互作用を行っている課・部・支店などの集団」を
指すものとする。 
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育児社員、介護社員、育児休業取得者、介護休業取得者など様々な勤務形態で働く従業員が
増加する傾向をいう。 
「働き方の多様化」とは家族的責任をより重く担う従業員を対象とする短時間勤務制度
のほか、長時間労働是正に向けた「働き方改革」における在宅勤務制やフレックスタイム制
など柔軟な勤務形態の導入が進むとともに、その利用者が増加する傾向をいう。 
また、女性活躍推進を主たる目的とするものではないが、近年厚生労働省を中心に労働者
のワーク・ライフ・バランス（Work Life Balance）4の実現、企業による優秀な人材の確保・
定着を同時に可能とするような多元的な働き方として「多様な正社員（勤務地限定正社員、
職務限定正社員、勤務時間限定正社員など）」の普及が図られている。 
以上により、職場の構成員は「男性・正社員・長時間労働が可能」といった同質的な人材
構成から、男性・女性、正社員・非正社員、フルタイム勤務・時間的制約のある働き方など、
職場構成員の性別、雇用形態、勤務制度などの分散が拡大している。このような変化を「多
様化」ととらえ、本研究では「職場の多様化」を以下のように定義する。 
「職場の多様化とは、人材、働き方の職場内の分散が拡大している様」を指す。 
 
５．職場の多様化による心理的影響 
職場の多様化が及ぼす心理的影響には、ポジティブとネガティブの 2 通りの影響がある
という。前者については、多様な職場で働いていると感じている職場構成員の就業継続意欲、
コンフリクト減少、ワークモチベーション向上など、多様化がポジティブな効果をもたらす
という報告（谷口 2005、正木・村本 2017、デロイトトーマツ 2018ら）がある。 
後者については、女性の活躍推進を目的に多様化の対象を「女性」中心に進める組織では、
女性比率が低い職場に配属された女性が処遇に対し不満を抱く場合があることや（中野
2014）、職場構成員間の不公平感や軋轢（萩原 2006、中野 2014、石塚 2016ら）、それに起因
したキャリアに対する女性本人の諦念感や離職意思(萩原 2006)など、多様化がネガティブ
な影響を及ぼすことも明らかにされている。 
このように職場の多様化は女性に心理的影響を及ぼす要因のひとつであり、昇進意欲と
 
4「誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介護の
時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができる（WLB
憲章）」ことと定義されていることを踏まえ、本稿では WLB を「仕事と生活の調和を実現のため
の環境づくりである」と位置づける。WLB 憲章とは 2007 年に内閣府が策定した「仕事と生活の
調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」である。 
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関連することも大いに考えられる。 
 
６．本研究の課題と構成 
6.1 研究の課題 
本研究の課題は以下の 5点である。 
第 1は、女性労働に関わる法律のうち、主要な規制内容について整理することである。男
女雇用機会均等法、育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法につい
て、それらが企業にどのような制度導入を促してきたかを考察する。 
第 2 は、女性労働に関わる法律遵守に係る企業の取り組み状況を明らかにすることであ
る。とくに次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法への対応が優良な企業を認定
する制度を取り上げ、認定企業の動向を考察する。 
第 3は、前述した企業の取り組みの結果を踏まえ、職場における人材の多様化および働き
方の多様化の状況を明らかにすることである。 
第 4は、女性の管理職登用および管理職昇進に関する既存の研究を概観し、それらに関す
る促進要因・阻害要因を整理することである。 
第 5は、職場の多様化と女性の昇進意欲の関係性を明らかにすることである。職場におけ
る人材・働き方の多様化が女性の昇進意欲に及ぼす影響は小さくないという仮説のもと、職
場の多様化が女性の昇進意欲に及ぼす影響を明らかにする。 
すなわち、本研究の課題は上記の 5点を明らかにし、女性の昇進意欲を高める職場要因を
浮き彫りにすることである。 
 
6.2 本研究の構成 
本稿はまず女性労働に関する法制度の変遷、および管理職登用・昇進に関わる先行研究の
レビューを行う。そして先行研究の問題点を指摘したうえで、リサーチ・クエスチョンを提
示し、本研究の方向性を示す。 
第 1章では、女性労働の実態や、女性労働に関わる法律および法律遵守に係る企業の取り
組み状況を、主に先行研究や統計資料をもとに考察する。 
第 2 章では女性労働に関わる法律遵守に係る企業のうち、厚生労働省の優良企業認定に
よる認定企業の動向について、統計資料、企業の公表データをもとに考察する。 
第 3 章では企業における両立支援および女性活躍推進の取り組みの結果が職場にもたら
6 
 
す人材の多様化および働き方の多様化の状況を考察する。 
第 4章では、管理職登用における男女差、女性の活躍推進、女性の昇進意欲に関する先行
研究のレビューを行い、先行研究の課題を指摘する。 
第 5 章では、先行研究の課題から職場レベルに焦点を当てた研究の必要性を説明し、研
究・分析の方向性を論じるとともに、職場の多様化が女性の昇進意欲へ及ぼす影響を検討す
るための、職場要因分析に関する課題を示す。 
第 6章では、職場の多様化と女性の昇進意欲の関係性について、独自の調査「働きやすい
職場環境に関するアンケート調査」に基づき、女性の昇進意欲に差が生じる要因について検
討する。つまり人材・働き方の多様化、および職場の多様化に関する職場風土が女性の昇進
意欲に及ぼす影響について結論を導き出す。 
終章は最終章として、本研究における知見を取り纏めるとともに、女性の昇進意欲向上・
維持につながる、職場マネジメントのあり方を提言する。さらに今後に向けた課題を示す。 
 
国・政府 個人職場組織
施策
• 均等推進施策
• 両立支援策
• WLB支援策
昇進意欲
↑
• 個人的属性
• 仕事状況
人材・働き方
の多様化
女性労働に
関連する法制度
• 男女雇用機会
均等法
• 女性活躍推進法
• 育児・介護休業法
• 次世代育成支援
対策推進法
施策導入の
促進
職場の多様化
• 人材の多様化
• 働き方の多様化
• 多様化に関する
職場風土
促進要因
阻害要因
法制度の主要な規制、
女性労働の変化
女性労働の現状 女性就業者数、 管理的職業従事者に占める女性の割合
序章
第1章
女性の昇進意欲向上・維持につながる、
職場マネジメントのあり方
終章
管理職登用・昇進に関する先行研究調査、研究の方向性
先行研究の課題
第5章
職場の多様化と女性の昇進意欲の
関係性検証
第6章
優良企業認定制度
第2章
第4章
人材の多様化
働き方の多様化
第3章
 
出所：筆者作成 
図序 1 本研究の構成 
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第 1章 女性労働に関する法制度の変遷と女性労働の変化 
１．本章の目的 
本章の目的は、本論の研究課題 第 1の「女性労働に関わる法律のうち、主要な規制内容
について整理する」ことである。はじめに、日本における女性労働の現状を把握する。次に
男女雇用機会均等法（1985年成立）、育児・介護休業法（2001年改正）、次世代育成支援推
進対策法（2003年成立）、女性活躍推進法（2015 年成立）など、女性労働に関する法制度の
目的および規定内容を整理するとともに、課題を考察する。 
 
２．女性労働の変化 
2.1 女性労働の現状と変化 
女性の活躍推進について、日本再興戦略5では「出産・子育て等による離職を減少させる
とともに、指導的地位に占める女性の割合の増加を図り、女性の中に眠る高い能力を十分に
開花させ、活躍できるようにする」とあり、政府として「女性就業者数の拡大」と「女性管
理職比率向上」に具体的な数値目標を設定している。前者では「2020年に女性（25歳から
44 歳）の就業率を 73％（2012年 68％）にする」、後者では「2020年に指導的地位に女性が
占める割合を少なくとも 30％程度とする」という数値目標を掲げており、とりわけ近年は
後者の管理職に占める女性比率を高める施策展開に注力している。 
まず女性就業者数（図 1-1）は 2009年の 2,649 万人から 2018年の 2,946 万人へと大幅に
拡大している。 
次に産業別（図 1-2）に女性就業者数を見ると、「医療、福祉」従事者が 627 万人と最も
多く、次いで「卸売業、小売業」554万人、「製造業」322万人、「宿泊業、飲食サービス業」
260万人などと続いている。 
続いて女性の年齢階級別就業率（図 1-3）を見ると、日本女性の就業率は 30 代に一旦落
ち込む M字型カーブを描いており、「出産・育児を契機に離職し、末子年齢の上昇に伴い再
就職する」という就労パターンはいまだ健在である。しかしながら、M字型の形状は大きく
変化し、最近 30年間に M字カーブの底は上昇し、山の部分も全体的に上昇している。例え
ば M 字の底が 1988 年時点では 30～34 歳であったが、2018 年時点では 35～39 歳に変化し、
 
5 2012 年に発足した第 2 次安倍内閣において掲げられた経済政策、アベノミクスの第三の矢と
して策定された。『「日本再興戦略」改訂 2014－未来への挑戦－』（2014 年 6 月閣議決定）。 
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かつ最も就業率が高い時点と M 字の底との差が 1988 年時点では 20％以上あったのに対し、
2018年時点では約 8％に縮小している。 
女性就業者数は増加しているが、雇用形態別で見ると女性就業者の 56.1％が非正規労働
者であり、就業者の増加分は非正規労働者の増加ととらえることができる（図 1-4）。 
 
 
出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 3【年平均結果―全国】 
 (3) 年齢階級（5 歳階級）別就業者数及び就業率（1968 年～）より筆者作成。 
図 1-1 日本の女性就業者数の推移 
 
 
出所:独立行政法人 労働政策研究・研修機構 統計情報/産業別就業者数 
資料出所 総務省「労働力調査」、統計表 表 産業別就業者数、雇用者数をもとに筆者作成 
図 1-2 産業別就業者数（男女計）2018年平均 
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出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 3【年平均結果―全国】 (3) 年齢階級（5
歳階級）別就業者数及び就業率（1968年～）より筆者作成。 
図 1-3 日本の女性の年齢階級別就業率 
 
 
出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 10 【年平均結果―全国】 (1)年齢階級
（10 歳階級）別就業者数及び年齢階級（10歳階級），雇用形態別雇用者数より筆者作成。 
図 1-4 日本の女性の正規労働者数および非正規労働者数の推移 
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出所：内閣府（2019）『令和元年版 男女共同参画白書』 I－2－11 図 階級別役職者に占める女
性の割合の推移 
備考：1.厚生労働省「賃金構造基本調査」より作成 
2.100 人以上の常用労働者を雇用する企業に属する労働者のうち雇用期間の定めがない者について集計 
図 1-5 管理的職業従事者に占める女性の割合の推移 
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出所：内閣府（2019）『令和元年版 男女共同参画白書』 I－2－13図 就業者及び管理的職業従
事者に占める女性の割合（国際比較） 
備考：1.総務省「労働力調査（基本集計）」、その他の国は ILO“ILOSTAT”より作成。 
2.「管理的職業従事者」の定義は国によって異なる。 
図 1-6 管理的職業従事者に占める女性の割合の国際比較 
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女性管理職比率向上について、管理的職業従事者に占める女性の割合を役職別に見ると、
2018年は係長級 18.3％、課長級 11.2％、部長級 6.6％にとどまる（図 1-5）。管理的職業従
事者全体に占める女性の割合は 14.9％であり、近年大きく上昇しているものの、諸外国と
比較すると極めて低い水準となっている（図 1-6）。 
 
2.2 小括 
2012年 12月に安倍内閣が成立以降、政府は女性の職業生活における活躍推進を国の重点
政策に掲げ、仕事と子育ての両立にむけた雇用環境と労働条件の整備、ならびに指導的地位
に占める女性比率の向上を目指している。 
背景には日本では女性が職業生活において能力を十分に発揮できない現状がある。女性
就業者数は 2009 年の 2,649 万人から 2018 年の 2,946 万人へと大幅に拡大しているが（総
務省「労働力調査」）、女性就業者の 56.1％はパート・アルバイト等の非正規雇用であり（同）、
不安定な雇用、乏しい能力開発機会など、職業能力の向上が困難な状況に置かれている。 
また日本の女性の就業率は 30代に一旦落ち込みを見せ、「出産・育児を契機に離職し、末
子年齢の上昇に伴い再就職する」という就労パターンが健在であることが示されている。 
就業継続が困難であることから、結果として管理職につく女性は管理職全体の 14.9％
（2018年時点）であり、能力発揮という点において大きな課題となっている。 
日本における女性活躍の著しい立ち遅れはジェンダー・ギャップ指数6（GGI）にも示され
ている。世界経済フォーラムが 2019 年 12 月に発表した日本のジェンダー・ギャップ指数
は 153か国中 121位（前年は 149か国中 110位）であり、先進国のなかでは極めて低い順位
となっている。とくに経済分野（115位）、政治分野（144位）の男女格差が著しく、経済分
野においては企業の女性役員・管理職比率の向上に努めなければならない状況にある。 
 
6 ジェンダー・ギャップ指数（GGI）は Gender Gap Index。 
世界経済フォーラム（World Economic Forum）が、各国内の男女間の格差を数値化しランク付
けしたもので、経済分野，教育分野，政治分野及び健康分野のデータから算出され、0 が完全
不平等、1 が完全平等を意味しており、性別による格差を明らかにできる。具体的には、次の
データから算出される。 
【経済分野】・労働力率 ・同じ仕事の賃金の同等性 ・所得の推計値  
・管理職に占める比率 ・専門職に占める比率  
【教育分野】・識字率 ・初等，中等，高等教育の各在学率  
【健康分野】・新生児の男女比率 ・健康寿命  
【政治分野】・国会議員に占める比率 ・閣僚の比率 ・最近 50 年の行政府の長の在任年数 
出所：内閣府（2019）『令和元年版 男女共同参画白書』 
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３．女性労働に関する法制度の変遷 
3.1 男女雇用機会均等法成立以前 
日本では 1960年代に高度経済成長の時代に入ると企業の生産活動がますます活発になり、
労働力不足を背景に多くの女性、とりわけ既婚女性も労働市場に参入するようになった。高
度経済成長期に日本の産業構造は第 1 次産業中心から第 2 次産業、第 3 次産業へとシフト
し、就業構造も大きく変化し、サービス経済化、技術革新の進展により女性の職場進出と職
域拡大が進んだ。 
1960 年代後半からは、処遇における男女格差をめぐり国内で多くの訴訟が起こされた。
女性労働者のみに求める結婚退職制ならびに出産退職制、あるいは女性の定年・退職年齢を
男性よりも著しく低く設定した男女別定年制、男女別の整理解雇基準、賃金差別など、男女
雇用差別訴訟が多数提起された。当時男女の差別的取り扱いを禁じていたのは労働基準法
のみであり、第 4条の男女の同一労働同一賃金以外の規定はとくになかった。 
海外に目を向けると、1960 年代には国際社会でもあらゆる機会・処遇における女性差別
撤廃、男女労働者の平等を実現するための行動が起こされていた。1979 年には国連で女子
差別撤廃条約7が採択され、日本も 1980年に署名し、1985年に批准した。 
 
3.2 男女雇用機会均等法成立以降 
このような世界的潮流と、国際条約批准という国際的圧力ならびに国内訴訟の背後にあ
る男女労働者差別撤廃の議論を弾みとして、雇用の分野における男女の均等な機会と待遇
の確保を目指し、1985 年に男女雇用機会均等法8が成立（1986 年施行）した。その後 1997
年、2006 年に大幅改正が行われながら、職場における性別による差別禁止の範囲を拡大し
てきた。 
1990年の「1.57ショック9」以降、日本では少子化対策が重要政策に位置づけられた。女
性の社会進出が進むことで少子化が進行したという議論が多いことから、1991 年に育児休
 
7 正式名称「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」。 
8 旧正式名称「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増
進に関する法律」（昭和 60 年法律第 45 号、以下「男女雇用機会均等法」）。 
9 1989 年の合計特殊出生率がそれまでの過去最低だった丙午の年にあたる 1966年の 1.58 を下
回り、1.57 になったこと。合計特殊出生率とは、その年次の 15～49 歳までの女性の年齢別出
生率を合計したもので、１人の女性が、仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生
むと仮定したときの子どもの数。 
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業法10が成立し（1992 年施行）、1 歳までの子を持つ男女労働者は原則として育児休業取得
が権利化されるなど、働く女性の就業継続支援、両立支援策の充実が図られたが、出生率は
その後も低下し続け、2003 年には 1.29 となった。育児休業法は 1995 年に男女労働者の仕
事と育児だけでなく、仕事と介護の両立も支援するために育児・介護休業法11に改正された。 
その後、少子化に歯止めがかからない理由のひとつに、労働者の仕事と子育ての両立が困
難な職場環境があるとして、次世代の社会を担う子どもの健全な育成環境整備を目的に、次
世代育成支援対策推進法12が 2003 年に制定された（2005 年施行）。同法へ対応するために、
仕事と子育ての両立支援制度を整備した企業では、育児休業制度ならびに短時間勤務制等
の利用により、女性労働者の定着が進んだ。 
その一方で、女性のキャリア形成の遅れが生じ、女性の活躍が進んでいないことが指摘さ
れるようになった。政府も「日本経済の活力維持」ならびに「男女共同参画社会の実現」の
ためには、女性活躍の推進が欠かせないものであると位置づけ、男女雇用機会均等法が目的
とする「機会均等推進」と、次世代育成支援対策推進法が目的とする「両立支援」を連動さ
せることで女性活躍推進を加速させるための取り組みを企業に促すことを目的に、2015 年
に女性活躍推進法13が制定（2016年施行）された。 
 
3.2.1 男女雇用機会均等法  
（１）目的と規定内容  
男女雇用機会均等法の目的は「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を
図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措置
を推進すること」である。そして「労働者が性別により差別されることなく、また、女性労
働者にあっては母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営むことができるようにするこ
と」を基本的理念とし、「事業主並びに国及び地方公共団体は、（中略）、労働者の職業生活
の充実が図られるように努めなければならない」と定めている。 
 
10 正式名称「育児休業等に関する法律」（平成 3 年法律第 76 号、以下「育児休業法」）。 
11 正式名称「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平
成 3 年法律第 76 号、以下「育児・介護休業法」）。 
12 平成 15 年法律第 120 号。 
13 正式名称「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成 27 年法律第 64 号、以
下「女性活躍推進法」）。 
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男女雇用機会均等法は、改正を繰り返しながら雇用の場における男女の均等な機会及び
待遇の確保を法制面から支援しており、改正の経緯からおよそ 3 段階に分けることができ
る。第 1段階は 1985年成立の男女雇用機会均等法（以下「旧均等法」）、第 2段階は 1997年
改正とともに改称された改正男女雇用機会均等法（正式名称「雇用の分野における男女の均
等な機会及び待遇の確保等に関する法律」、1999 年施行、以下「改正均等法」）、第 3段階は
2006年改正の改正男女雇用機会均等法（以下「現均等法」）である。  
第 1段階の旧均等法（1985年成立、1986年施行）は、事業主に対して労働者の募集・採
用、配置・昇進にあたり、女性を男性と均等な取り扱いをするように努めなければならない
とする努力義務を課し、教育訓練、福利厚生、定年・退職・解雇については女性であること
を理由として差別することを禁止した。一方で女性のみの募集・女性優遇は適法とされてい
た。また女性労働者と事業主との間で紛争が生じた場合は、当事者双方からの調停申請同意
が必要とされた。 
日本経済は 1987 年半ばから 1990 年代初頭まで持続した好景気による労働力不足も追い
風となり、企業による女性の採用・活用が活発化した。しかし同法は事業主に対し、男女差
別の規制対象である募集・採用、配置・昇進を「努力義務」としたため、実行力のある運用
が困難であった（武石 2009:84-85）。 
第 2段階の改正均等法（1997年改正、1999年施行）は大幅に改正され、募集・採用、配
置・昇進における取り扱いは「努力義務」から「禁止規制」とされ、同法の実効力は高まっ
た。同時に女性のみの募集・女性優遇も原則禁止となった。また女性労働者と事業主との間
で紛争が生じた場合、紛争の当事者の一方からだけでも調停を申請できるなど救済措置の
拡大が図られた。さらに「ポジティブ・アクション14」（男女労働者間で職域や職業的地位に
生じている格差解消のための企業の積極的取り組み）の実施やセクシャルハラスメント対
策および女性労働者の母性健康管理等に関する事業主の配慮義務の規制、加えて同法施行
違反の場合には企業名を公表することなども新たに加えられた。 
 
14 ポジティブ・アクションとは「固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯から、営業職に女
性はほとんどいない、課長以上の管理職は男性が大半を占めているなどの差が男女労働者の間
に生じている場合、このような差を解消しようと、個々の企業が行う自主的かつ積極的な取
組」（厚生労働省）をいう。 
男女雇用機会均等法第 8 条において、これまでの女性労働者に対する取扱いなどが原因で職場
に事実上生じている男女間格差を解消する目的で女性のみを対象としたり女性を有利に取り扱
う措置については、法には違反しない旨が明記されている。出所：厚生労働省（2018）『男女雇
用機会均等法のあらまし』pp.24. 
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第 3段階の現均等法（2006年改正、2007年施行）における重要な改正項目には、間接差
別の禁止、性差別禁止範囲の拡大（女性に対する差別の禁止から男女双方に対する差別の禁
止）、セクシュアルハラスメント対策を「配慮事項」から「事業主の義務」へ強化、妊娠・
出産を理由の解雇禁止の強化とその他の不利益取り扱いの禁止等がある。2013 年改正（2014
年施行）においては、間接差別の禁止の対象範囲が拡大された。2016年改正（2017年施行）
では、妊娠・出産等に関するハラスメントの防止措置が義務付けられた。 
男女雇用機会均等法は女性労働者の募集・採用、入社から退職まで職業生活全般にわたる
男女差別の撤廃と職場環境整備、また結婚、妊娠、出産等の身体的・精神的配慮が必要な時
期の就業継続や母性健康配慮等の面を支援している。 
 
表 1-1 男女雇用機会均等法の規定内容 
 
出所：厚生労働省 都道府県労働局雇用均等部（室）（2018）『男女雇用機会均等法のあらまし』を
もとに筆者作成 
重要項目
性別を理由とする差別の禁止
募集・採用、配置（業務の配分及び権限の付与を含む）・昇進・降格・教育訓練、一定範
囲の福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・労働契約の更新に
ついて、性別を理由とする差別を禁止
間接差別（労働者の性別以外の事由を要件とする措置のうち、実質的に性別を理由と
する差別）の禁止
※身長、体重、体力、転勤を募集若しくは採用、昇進又は職種の変更要件とすること
事業主に対する国の援助 ポジティブ・アクションを行う事業主に対し、国は相談・援助を実施
セクシュアルハラスメント対策
職場におけるセクシュアルハラスメント防止のために、雇用管理上必要な措置を
義務付け
・通勤及び業務の遂行の際における安全の確保
・子の養育又は家族の介護等の事情に関する配慮
・婚姻、妊娠、出産を退職理由とする定めを禁止
・婚姻を理由とする解雇を禁止
・妊娠、出産、産休取得、その他厚生労働省令で定める理由による解雇その他不利益
取扱いを禁止
母性健康管理措置
妊娠中・出産後の女性労働者が保健指導・健康診査を受けるための時間の確保、当該
指導又は診査に基づく指導事項を守ることができるようにするための措置を義務付け
労働者と事業主との間に紛争
が生じた場合の救済措置
企業内における自主的解決、労働局長による紛争解決の援助、機会均等調停会議に
よる調停
・事業主に対する報告徴収、助言・指導・勧告
・厚生労働大臣の勧告に従わない場合の企業名公表
・報告徴収に応じない又は虚偽の報告をした場合、20万円以下の過料
就
業
継
続
支
援
婚姻、妊娠・出産等を理由とす
る不利益取扱いの禁止
運
用
強
化
法施行のために必要がある場
合の指導
規定内容
均
等
促
進
女性労働者に対する特例措置
ポジティブ・アクション推奨
雇用の場で男女労働者間に事実上生じている格差を解消することを目的として行う、
女性のみを対象とした取扱いや女性を優遇する取扱いは違法ではない
職
場
環
境
整
備
深夜業に従事する女性労働者
に対する措置
派遣先に対する男女雇用機会
均等法の適用
妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止、セクシュアルハラスメント対策 及び
母性健康管理措置についての規定は派遣先事業主にも適用
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（２）課題 
均等促進に関わる規定事項として、「性別を理由とする差別の禁止」ならびにポジティブ・
アクションをはじめとする「女性労働者に対する特例措置」がある。配置・昇進・降格・教
育訓練について性別を理由とする差別を禁止し、ポジティブ・アクションによる職業生活全
般における男女格差を是正することにより女性活用、能力開発、能力発揮など機会均等促進
を図っている。同時に、募集・採用において性別を理由とする差別を禁止することで女性の
労働市場参入の間口を広げ、就業者数拡大や就業率上昇を促進している。 
労働条件に関わる規定事項には「セクシャルハラスメント対策」、「深夜労働に従事する女
性労働者に対する配慮」がある。両立できる環境整備に関わる規定事項には「婚姻、妊娠・
出産等を理由とする不利益取扱いの禁止」、「母性健康管理措置」がある。これらの事項は積
極的な就業者数拡大を図るだけでなく、セクシャルハラスメント対策や、結婚・妊娠・出産
等を理由とする不利益な取り扱いの禁止により女性の離職防止を図っている。 
同法が施行され 30年以上が経過したが、期待されたほど男女格差の解消は進んでいない。
とくに女性管理職比率は上昇傾向にあるが、施行年月を考慮に入れると効果は薄かったと
言える。その要因は、男性同等の仕事経験や管理職昇進の機会を得た女性は、男性と同等の
雇用管理が適用された一部の女性に限られたためである。例えば正社員・正職員において総
合職に占める女性割合は 18.8％で、未だ 2割にも満たない（厚生労働省「平成 30年度雇用
均等基本調査」）。加えて、女性就業者の半数以上が非正社員であり、そのためポジティブ・
アクションの対象から外されていることが課題として挙げられる。 
能力開発という点では、正社員に対して OFF-JTを実施した事業所は 75.7％、正社員以外
に対して OFF-JT を実施した事業所は 40.4％であり、正社員以外の OFF-JT 機会は約半分と
なっている（厚生労働省「平成 30年度能力開発基本調査」）。非正社員は正社員と比較して、
概して能力開発の機会が乏しく、そのため管理職登用の対象となりうる知識や経験を積む
ことが困難な状況にある。 
また、多くの企業でポジティブ・アクションの取り組みに遅れが生じていたことも課題と
して挙げることができる。調査では、ポジティブ・アクションに「今のところ取り組む予定
はない」と回答した企業が 24.7％であり、約 1/4 の企業が取り組む必要性を感じていない
ことが報告されている（厚生労働省「平成 26年度雇用均等基本調査」）。女性活躍推進法に
より 301人以上の従業員を雇用する事業主は、女性の活躍推進の「行動計画」の策定が義務
付けられたが、計画策定に留まる企業が多く、実効性に乏しい。 
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3.2.2 育児・介護休業法 
（１）目的と規定内容 
育児・介護休業法の目的は「育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護休暇及び
介護休暇に関する制度を設けるとともに、子の養育及び家族の介護を容易にするため所定
労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を定めるほか、子の養育又は家族の介護を行う労
働者等に対する支援措置を講ずること等により、子の養育又は家族の介護を行う労働者等
の雇用の継続及び再就職の促進を図り、もってこれらの者の職業生活と家庭生活との両立
に寄与することを通じて、これらの者の福祉の増進を図り、あわせて経済及び社会の発展に
資すること」である。 
1991年に「育児休業法」が成立し（1992年施行）、1歳までの子を持つ男女労働者は原則
として育児休業を取得できるようになった。主な内容として、子が 1歳になるまでの育児休
業の他に、育児休業の取得を理由に解雇することはできないことなどが盛り込まれた。 
1995 年改正では、事業主に対し介護休業制度導入の努力義務が課された。加えて休業中
の経済的保障が行われるようになり、育児休業給付として育児休業開始時賃金の 25％が給
付されるようになった。1999 年改正では介護休業制度が義務化され、名称が「育児・介護
休業法」と改められた。2001 年改正では、育児休業や介護休業の申請・取得に関して不利
益な処遇の禁止や、育児・介護の負担軽減配慮措置が盛り込まれ、育児休業給付も育児休業
開始時賃金の 40％が給付されるようになった。 
2005 年改正では、育児休業や介護休業の取得を一定範囲の非正社員にも適用拡大、育児
休業期間の延長、子の看護休暇の権利化等、重要な改正が行われた。2007 年改正から育児
休業給付も育児休業開始時賃金の 50％が給付されるようになった。2009年改正では男性労
働者の育児休業取得を促すための「パパ・ママ育休プラス」、専業主婦除外規定廃止、短時
間勤務制度・所定外免除の義務化、介護休暇創設などが新たに追加された。2016 年改正で
は多様な家族形態・雇用形態に対応した育児期の両立支援制度等の整備として有期契約労
働者の育児休業の取得要件の緩和、子の看護休暇（年 5 日）の取得単位の柔軟化が図られ
た。2017 年改正では育児休業期間が延長され、子が 1 歳 6 か月に達した時点で、保育所に
入れない等の場合に再度申出することにより、育児休業期間および育児休業給付の支給期
を「最長 2歳まで」延長できることとなった。さらに男女雇用機会均等法の改正に合わせ、
育児休業等に関するハラスメントの防止措置が義務付けられた。 
このように同法は社会情勢に合わせて改正が繰り返し行われており、とくに 2005年改正
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において、一定の要件付きではあるが育児休業や介護休業の取得対象者を非正社員にも拡
大したことは、非正社員のおよそ 7 割が女性であることを鑑みると非常に意義深いもので
ある。また両親がともに育児休業を取得すると育児休業期間延長可能にする制度が取り入
れられる等、男性の育児参加や働き方の見直しを促している。 
 
表 1-2 育児・介護休業法（うち育児関連項目）の規定内容 
 
出所：厚生労働省 都道府県労働局雇用均等室（2018）『育児・介護休業法のあらまし』をもとに筆
者作成 
 
（２）課題 
同法は女性のライフコースの中で、出産後から子が最長 2 歳になるまでの育児休業取得
と経済的保障、出産後から子が就学するまでの仕事と子育ての両立を支援している。また、
対象となる従業員は正社員だけでなく、要件を満たした非正社員も含まれる。 
育児休業の取得状況は、女性が 82.3％、男性は 6.16％である（厚生労働省「平成 30年度
雇用均等基本調査」）。また、制度の対象となる有期雇用労働者の育児休業取得率は女性
69.6％、男性 7.54％である（同）。女性の育児休業取得率は同調査 2000年度時点の 56.4％
から大幅に上昇しているが、男性の取得率は低迷を続けている。男性の育児休業取得率につ
重要項目 規定内容
育児休業
子が１歳になるまで育児休業できる
特例1：パパ・ママ育休プラス
特例2：2歳までの育児休業の延長
就
業
継
続
支
援
短時間勤務制度 3歳未満の子を養育する従業員の所定労働時間短縮措置（1日6時間）
所定外労働の免除 3歳未満の子を養育する従業員の残業免除制度
子の看護休暇 未就学の子の病気の看護などのために仕事を休める制度
法定時間外労働の制限 未就学の子を養育する従業員の残業時間制限制度
深夜業の制限 未就学の子を養育する従業員の深夜就労制限制度
育児目的休暇制度 未就学の子を養育する従業員が育児に関す る目的で利用できる休暇制度の努力義務
転勤の配慮 育児期の従業員の転勤に一定の配慮を求める制度
両立支援措置
仕事と育児の両立のために設けられる措置
①フレックスタイム制度、②時差出勤の制度、
③事業所内保育施設の設置・運営
育児休業等に関するハラス
メントの防止措置
妊娠・出産、育児休業、 介護休業等を理由とする嫌がらせ等（いわゆるマタハラ ・パタハラ
など）を防止措置義務
不利益取扱いの禁止 上記制度を利用した従業員への不利益な取扱いを禁じる制度
両
立
支
援
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いては、2010 年に少子化対策として「2020 年までに 13％」15という目標が設定されたが、
目標には遠く及ばない状況である。 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（2018）「仕事と家庭の両立に関する実態把握の
ための調査研究事業報告書」は、本人の育児休度制度の取得有無について「制度を利用した」
という割合は「男性・正社員」で 8.2％、「女性・正社員」で 86.7％と報告している。一方、
制度の有無に関わらず、「男性・正社員」で利用の希望があった割合は 35.3％となっている。
このように実際の育児休業取得率は低い男性であるが、育児休業取得意欲は低くはない。育
児休業を利用しなかった理由として、「男性・正社員」では、「会社で育児休業制度が整備さ
れていなかった」が 27.5%、「育児休業を取得しづらい雰囲気だった」25.4％、「業務が繁忙
で職場の人手が不足していた」27.8％、「自分にしかできない仕事や担当している仕事があ
った」19.8%が挙げられている。男性の育児休業取得率を向上させるには、育児休業制度の
整備とともに、男性が育児休業や育児目的休暇を取得しやすい職場風土づくりが重要であ
る。 
ところで女性の育児休業取得率は上昇しているが、育児休業取得率の算出式には出産前
に退職した女性が分母にも分子にも含まれない。したがって「育児休業取得率のみでは、育
児休業制度が取得しやすくなったのか、そして、育児休業・介護休業法の趣旨である雇用の
継続に仕事と育児の両立支援が寄与するのかを、真に測ることには限界がある」との指摘が
ある（野城 2013：110）。 
 
図 1-7 育児休業取得率の算出式 
育児休業取得  
出産者のうち、調査時 までに育児休業を  した者    定の 出をしている者を含む の数
調査 年度１年間の 職中の出産者 男性の場合は配 者が出産した者 の数
 
出所：厚生労働省「平成 26年度雇用均等基本調査」 
 
出生動向基本調査（夫婦調査）では、妊娠前に就業していた妻の割合を 100とした場合、
出産後も継続就業する妻の割合を就業継続率として算出している。これまで 40％前後で推
移してきた第１子出産前後の継続就業率は、「第 15回出生動向基本調査（夫婦調査）16」で
 
15 厚生労働省（2010）「第 1 回労働政策審議会点検評価部会資料」資料 4-1 より 
16 国立社会保障・人口問題研究所（2015）「第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）」 
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は 53.1％で、前回調査より 12.8％ポイント上昇している。しかし就業継続者を「正規の職
員」と「パート・派遣」に分けて見ると、「正規の職員」の継続就業率が 69.1％であるのに
対し、「パート・派遣」では 25.2％にとどまっている。就業継続者のうち、育児休業制度を
利用した割合が 1980年代後半の 5.7％から 28.3％と大幅に上昇しており、同法の効果が表
れている。しかしそれも「正規の職員」と「パート・派遣」に分けて見ると、「正規の職員」
で育児休業制度利用者の割合は 59.0％であるのに対し、「パート・派遣」では 10.6％にとど
まっている（内閣府 2019）。女性就業者の半数が非正社員であることを鑑みると、正社員の
就業継続率および育児休業取得率の向上はもとより、非正社員の就業継続が可能となるよ
う、企業に対する一層の働きかけが必要である。 
 
3.2.3 次世代育成支援対策推進法  
（１）目的と規定内容 
次世代育成支援対策推進法の目的は、「我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及
び地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並
びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策定指針
並びに地方公共団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世代育成支援対策を推進する
ために必要な事項を定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、も
って次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資すること」
である。同法は女性が「働き続けること」を支援する法律の１つであり、「次世代育成支援
対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有する」という基本的認識
の下で、企業に「労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な
雇用環境の整備を行うこと」を求めるものである（表 1-3）。 
同法に基づき、301人以上の従業員を雇用する事業主は、従業員が仕事と子育てを両立す
ることができるよう雇用環境を整備し、次世代育成推進対策実施のための具体策である一
般事業主行動計画を策定した旨を都道府県労働局へ届出することが義務づけられた（従業
員 300人以下は努力義務にとどまる）。行動計画には、計画期間、達成しようとする目標（例
えば育児休業等を取得しやすい環境の整備や超過勤務の縮減等）、実施時期を具体的に記載
しなければならない。計画を実施し、目標達成等、一定の基準を満たした事業主は、申請を
行うことで「子育てサポート企業」として厚生労働大臣の認定を受けることができる。10項
目の認定基準には、男性の育児休業取得者の割合が 7％以上、または、男性の育児休業等を
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取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者の割合が合わせて
15％且つ育児休業取得者が 1 人以上いることや、女性の育児休業等取得率 75％以上などが
含まれており、とくに前者は男性の育児参加を後押しするものとなっている。 
表 1-3 次世代育成支援対策推進法の規定内容 
 
出所：改正次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針をもとに筆者加筆修正。 
 
同法は 2011 年改正により法律の有効期限が 10 年間延長され、一般事業主行動計画の策
定・届出義務の対象範囲が 101人以上の事業主にまで拡大された。さらに同法に基づく取り
組みが優良である企業を認定する制度である「子育てサポート企業認定（以下、「くるみん
認定」）」の認定基準の見直しと、「子育てサポート企業認定（特例）（以下「プラチナくるみ
ん認定」）」制度創設が行われた。くるみん認定基準の見直しとプラチナくるみん認定制度創
設にあたり、法定時間外労働や労働時間数の新基準、育児休業・育児休暇実績の新基準、女
性の長期的なキャリア形成支援の新基準が設けられた。 
 
重要規定事項
(1)子育てをしている社員を対象とする取組み
・企業における子育て支援に関する諸制度の周知
・妊娠中および出産後の社員の健康管理や相談窓口の設置
・子どもの出生時における父親の休暇取得の促進
・育児、介護休業法の規定を上回る、より利用しやすい育児休業制度や子どもの
看護のための休暇制度の実施
・フレックスタイム制、 業、終業時刻の繰上げ、繰下げ、短時間勤務制度の実施
など、社員が育児時間を確保できるようにするための措置の実施
・勤務地や担当業務、労働時間を限定する制度の実施
・産 産後休業後の原職または現職相当職に復帰させるための業務内容ならびに
業務体制の見直し
・育児休業中の社員の職業能力の 発、向上等、育児休業を取得しやすく、職場復帰
しやすい環境の整備
・育児休業後の原職または現職相当職に復帰させるための業務内容ならびに業務
体制の見直し
・育児などによる退職者についての再雇用特別措置等の実施
キャリア
支援
(2)子育てをしていない社員も含めて対象とする取組み
・ノー残業デー等の導入、拡充や企業内の意識啓発等による所定外労働の削減
・年次有給休暇の取得促進
・短時間勤務や隔日勤務等の制度整備
・テレワーク（ＩＴを利用した 宅勤務、直行直帰など）の導入
・仕事優先、性別役割分担意識の解消を図るための情報提供や研修等による意識啓発
その他の
次世代育成
支援対策
・託児室、授乳コーナーの設置等による子育てバリアフリーの推進
・子どもが保護者の働いているところを実際に見ることができる「子ども参観日」の実施
・地域における子育て支援活動への社員の積極的な参加の支援等
・子ども、子育てに関する地域貢献活動の実施
・企業内における家庭教育に関する学習機会の提供
・インターンシップ（学生の就業体験）やトライアル雇用（ハローワークからの紹介者を
短期間、試行的に雇うこと）等を通じた若年者の安定就労、自立した生活の推進等
地域貢献
職業生活と
家庭生活との
両立を支援する
雇用環境の整備
両立
できる
環境整備
労働
条件の
整備
次世代法に基づく一般事業主行動計画策定内容に関する事項
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（２）課題 
行動計画策定届出の効果に関する先行研究のうち、次世代育成支援対策推進に基づく一
般事業主行動計画及び認定制度に係る効果検証研究会（2013）は、行動計画策定の効果とし
て、従業員の制度認知度が向上し、制度利用が促進され、女性従業員の定着が進んだことを
明らかにしている。くるみん認定の効果としては、男性の育児休業取得の促進、企業イメー
ジアップ、認定を受けている企業の方が女性の離職率がより低いことなどを明らかにして
いる。労働政策研究・研修機構（2013）もまた、行動計画を作成した企業は作成していない
企業と比較して女性の勤続年数の伸びや女性のモチベーション向上等が見られると報告し
ている。このように一般事業主行動計画の作成、「くるみん認定」および「プラチナくるみ
ん認定」は仕事と子育ての両立が可能な職場環境整備に効果があることが明らかになって
いる。 
両立できる環境整備に関わる事項として、「利用しやすい育児休暇制度」や「子育てをし
ている従業員が育児時間を確保できるような多様な働き方」などがある。女性の結婚・出産
による離職を防止し、かつ、男女従業員のいずれも職業生活と家庭生活の両立を図ることが
できるよう短時間勤務制度導入や年次有給取得促進など就業継続しやすい労働環境整備を
促し、就業継続に寄与している。また制度利用の対象者を働く母親に限定せず、子どもを持
つすべての従業員とすることで男性の育児参加を促している。 
キャリア支援に関わる事項として、「産後ならびに育児休暇後に職場復帰しやすい業務環
境の見直し」や「育児休業中の社員の職業能力の開発、向上」などがある。休業中の社員の
職業能力の低下を防ぐことで、キャリア形成支援を促進している。 
また子育てをしていない社員も含めた働きやすい労働環境を整備することで、応募者の
増加も見込まれ、女性従業員の量的拡大につながるものと考えられる。 
同法は一般事業主行動計画を策定した旨を届け出ることを義務づけ、企業へ両立支援整
備の動機づけという点では意義があるが、行動計画を策定しない企業に対する罰則規定が
なく、さらには行動計画そのものの提出をさせないため内容が実行力に乏しいまたは安易
な計画であることも考えられる。また行動計画の進捗状況のチェック機能もない。そのため
大きな成果が期待できない可能性が指摘されている。 
企業における両立支援は浸透してきており、就業継続者も増加するなど一定の成果が見
られる。その一方で、両立支援制度の利用者とその利用者を支える職場の同僚の間で軋轢が
生じる事例（中野 2014、石塚 2016）もあり、職場の不公平感解消も考慮する必要がある。 
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さらに、企業が実施する機会均等推進施策と両立支援策の施策のバランスにおいて、両立
支援施策の方に比重が置かれていることが課題として挙げられる。両立支援策を手厚くす
れば女性の定着は進むが、仕事内容や役割が限定され制度を利用した女性社員のキャリア
形成が妨げられ、女性人材活用につながりにくいのである。 
 
3.2.4 女性活躍推進法 
（１）目的と規定内容 
女性が職業生活において活躍できる環境整備をますます加速させるため 2015 年 8月に女
性活躍推進法が成立した。同法は、「自らの意思によって職業生活を営み、または営もうと
する女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することが一層重要と
なっていること」を踏まえ、「女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進するこ
とによって、男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化
その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現すること」を目的と
している。 
同法の施行により 2016 年 4 月 1 日から、301 人以上の従業員を雇用する事業主は、女性
の活躍推進に向けた一般事業主行動計画の策定・届出・周知・公表、および女性の職業生活
における活躍に関する情報公表が義務付けられた（従業員 300 人以下は努力義務にとどま
る）。行動計画策定にあたり、女性の活躍に関する状況の把握や改善すべき事情についての
分析が必要であり、①女性採用比率、②勤続年数男女差、③労働時間の状況、④女性管理職
比率の 4項目を必須把握項目に定めている。行動計画の策定・公表については、女性活躍推
進に向けた①計画期間、②数値目標、③取組内容、④実施期間を定めたうえで、管轄の都道
府県労働局長に届け出なければならないと定められている。 
女性の活躍に関する情報の外部公開においては、①採用した労働者に占める女性労働者
の割合、②採用における男女別の競争倍率、③労働者に占める女性労働者の割合、④男女別
の平均継続勤務年数、⑤男女別の採用 10年前後の継続雇用割合、⑥男女別の育児休業取得
率、⑦一月当たりの労働者の平均残業時間、⑧雇用管理区分ごとの一月当たりの労働者の平
均残業時間、⑨年次有給休暇取得率、⑩係長級にある者に占める女性労働者の割合、⑪管理
職に占める女性労働者の割合、⑫役員に占める女性の割合、⑬男女別の職種又は雇用形態の
転換実績、⑭男女別の再雇用又は中途採用の実績など、全 14項目から 1つ以上事業主が選
択して公表しなければならない。それらの情報は厚生労働省の Webサイトである「女性の活
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躍推進企業データベース」に公開されている。情報公開の狙いは女性登用に対する「動機づ
け」や「情報開示による『市場』からの評価を高め、同業他社間での女性登用の『競争』」
を促す」（駒川 2014：21）ことにある。 
 
表 1-4 女性活躍推進法 状況把握の必須・任意項目 
 
出所：労働政策研究・研修機構（2015）「スペシャルトピック 女性活躍推進法が成立」 
『Business Labor Trend』p.37「図表 1-1 状況把握の必須・任意項目」を筆者加筆修正。 
 
さらに女性活躍推進に優れた企業の認定制度「えるぼし認定」も導入され、認定を受けた
企業は商品やサービス、広告等に認定マークをつけることができる。優良企業の認定は 2019
年 9月末現在 920社にのぼっている。 
なお、同法は 2019年 5月に改正され、一般事業主行動計画の策定義務および女性の職業
生活における活躍に関する情報公表義務の対象範囲が、常用の労働者 101 人以上の事業主
にまで拡大された。さらに女性活躍に関する情報の公表義務の項目が追加された。女性の職
重要規定事項
採用
・採用における男女別の競争倍 
・労働者に占める女性労働者の割合
配置・育成・教育訓練
・男女別の配置の状況
・男女別の将来的な育成を目的とした教育訓練の状況
・管理職や男女労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識など職場風土等に関
する意識
評価・登用
・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合
・１つ下の職階から上位の職階へ昇進した者の男女別の割合
・人事評価の結果における男女の差異
継続就業・働き方改革
・10 事業年度 及びその 後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合
（新規学卒者として採用された者に限る）
・男女別の育児休業取得 及び平均取得期間
・男女別の職業生活と家庭生活との両立に資する制度（育児休業を除く）の利用実績
・男女別のﾌﾚｯｸｽ制、 宅勤務、ﾃﾚﾜｰｸ等の柔軟な働き方に資する制度の利用実績
・各月ごとの労働者の平均残業時間等の長時間労働の状況）
・管理職の長時間労働の状況
・年次有給休暇の取得 
職場風土・
性別役割分担意識
ハラスメント等の各種相談窓口への労働者の相談状況
再チャレンジ（多様なキャリ
アコース）
・男女別の職種又は雇用形態の転換実績
・男女別の再雇用（定年後の再雇用を除く）又は中途採用の実績
・男女別の職種もしくは雇用形態の転換者、再雇用者又は中途採用者から管理職への登
用実績
・男女別の非正規雇用労働者に対するキャリアアップに向けた研修の受講 
多
様
な
キ
ャ
リ
ア
支
援
取組の結果（進捗）を図る
ための指標
男女の賃金の差異
均等
推進
均
等
促
進
両
立
で
き
る
環
境
整
備
状況把握の任意項目
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業生活における活躍に関する情報公表を強化するために、情報公表に関する勧告に従わな
かった場合は企業名が公表される可能性もある。また、女性活躍の推進に積極的な企業を認
定する現行制度に「えるぼし認定」が設置されているが、さらに上位認定として「プラチナ
えるぼし（仮）」創設が決定している。 
 
（２）課題 
均等促進に関わる事項として、採用、配置・育成・教育訓練、評価・登用などがある。こ
れらに関する自社の女性活躍状況を情報公開させることで、同業他社間での女性登用の競
争を促すことで均等促進を図ろうとしている。女性の積極登用という点では、管理職登用の
対象となるのは正社員かつ男性と同等の仕事の質や経験の機会が与えられている女性（コ
ース別雇用管理制度17のもとでは「総合職」の女性）であるが、その対象者が女性正社員の
なかでも絶対的に少ない18ことが、女性管理職比率が低い要因の１つとなっている。 
両立できる環境整備に関わる事項として、「就業継続・働き方改革」、「職場風土・性別役
割分担意識」などがある。多様な勤務形態の導入や残業時間の実績を公開することで、女性
従業員の就業継続につなげようとしている。 
キャリア支援に関わる事項として、「再チャレンジ（多様なキャリアコース）」の整備があ
る。中途採用の実績、職種の転換、雇用形態の転換などの情報公開により、多様なキャリア
支援を促し、女性のキャリア形成の質的向上を図る考えである。これにより出産・育児を機
に退職し、育児に一区切りがついてから労働市場に復帰する「再就職」が多い日本の女性の
職業生活のセカンドステージの入り口となる再就職や再雇用への移行支援が図られている。 
課題としては、女性活躍推進法の施行にあたり、すべての企業において最低限目標とすべ
き水準が示されていないため、「『達成が望ましい数値目標』よりも『達成しやすい数値目標』
が設定される可能性」があること（みずほ総合研究所 2015a：6）、その結果女性の活躍推進
において「他企業に後れを取る企業や、そうした状況を改善する必要を認識しない等、最も
『底上げ』が必要な企業で取り組みが遅れる」（みずほ総合研究所 2015b：7）などの弱点が
 
17 男女雇用機会均等法が施行後に多くの大企業で導入された、労働者の職種、資格等に基づき
複数のコースを設定し、コースごとに異なる配置･昇進、教育訓練等の雇用管理を行うシステ
ム。 
18 厚生労働省「平成 26 年度コース別雇用管理制度の実施・指導状況」によれば、調査企業全
体における総合職に占める女性割合は、「0 超～10％」が 58.6%で最も高くなっており、「40%超
～100%」が 0.9%で最も低い。 
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指摘されている。 
したがって、女性活躍推進策の有効性を高めるためには、まず女性活躍推進法が企業に策
定を義務づける行動計画の実行に、ある程度の法的効力を加える必要があると考える。策定
段階では企業が設定しようとする数値目標に対し最低限の水準を設け、実行段階では進捗
をチェックし、計画期間内に達成できない企業には積極的な指導・勧告を行うことで、日本
社会全体の女性活躍推進意識の底上げを図ることが有効である。 
また、企業は女性就業者の半数を占める非正社員のキャリア再形成を支援し、非正社員か
ら正社員へ転換し、さらには管理職登用にいたる実績を積み上げることが重要である。加え
て、企業が出産等で自社を退職した女性を再雇用し、過去の職務経験を活用して戦力化する
ことは在籍している女性社員の新たなキャリアの選択肢にもなる。これにより働く女性の
多様なロールモデルが生み出され、女性活躍推進を加速することができるものと考える。 
 
3.3 小括 
日本では女性人材活用施策として、1985年に男女雇用機会均等法、1991年に育児休業法、
2003 年に次世代育成支援対策推進法が制定され、雇用管理における「機会均等推進」と仕
事と家庭の「両立支援」が推し進められてきた。 
30年以上前に施行された男女雇用機会均等法により、労働者の募集・採用、配置・昇進、
教育訓練、福利厚生、定年・退職・解雇における女性の差別的取り扱いを禁止することで男
女平等が促進され、女性の能力開発や女性管理職比率の向上が期待された。しかし多くの企
業は、男女別の雇用管理を見直してコース別雇用管理を導入し、従来は男性に適用してきた
雇用管理を一部の女性に限って適用することで、この均等法の施行に対応した。これにより、
一部の女性は男性同等の仕事経験や管理職登用の機会を得るに至ったが、結婚・出産など女
性特有のライフイベントに対する企業の就業継続・両立支援が不十分であったため、男性同
等の働き方ができた女性のみが管理職となっているのが現状で、日本の女性管理職比率は
国際社会と比較して低い水準にとどまっている。 
そのような状況の打開策である女性活躍推進法（2016 年施行）は、男女雇用機会均等法
が目的とする「機会均等推進」と次世代育成支援対策推進法が目的とする「両立支援」を連
動させることで女性活躍推進を加速させるための取り組みを企業に促すものである。 
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第２章 女性労働に関する法制度への企業の対応 
１．本章の目的 
本章の目的は、本論の研究課題 第 2の「女性労働に関わる法律遵守に係る企業の取り組
み状況を明らかにする」ことである。とくに次世代育成支援対策推進法と女性活躍推進法に
基づく取り組みが優良な認定企業の動向について、統計資料、企業の公表データをもとに考
察する。 
はじめに第 1 章で概観した女性労働に関する法制度が企業の雇用制度に及ぼした影響に
ついて、1986年から 2019年までを 3つの期間に区分して整理する。次に、厚生労働省によ
る「子育てサポート企業認定」を受けた「くるみん」「プラチナくるみん」認定企業の認定
状況、および女性活躍推進優良企業の認定制度「えるぼし認定」を受けた企業の認定状況を
概観し、法制度に対する企業の取り組み状況を把握する。 
 
２．女性労働に関する法制度への企業の対応 
前述の女性労働に関する法制度が企業の雇用制度に及ぼした影響について、1986 年から
2019年現在までを 3つの期間に区分して整理する。 
松浦（2015）は、女性労働に関連する法制度の変遷を①「第一の時代」（1986～1999年）、
②「第二の時代」（2000 年代）、③「第三の時代」（2010年代）の 3つの期間に区分し、企業
の行動に影響を及ぼした法制度の動きを概観し、企業における女性活用の事例について、区
分ごとの両立支援と均等推進の特徴ならびに女性活用の傾向を分析している。法制度とし
て男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、次世代育成支援対策推進法を挙げている。男女
雇用機会均等法施行がそれまでの男女別の雇用管理を規制し、企業の女性活用政策の転換
点になったとして、1986年以降を分析対象としている。 
本節では、男女別の雇用管理の根本的な見直しを求めた男女雇用機会均等法施行（1986年）
を起点とし、均等推進と両立支援を連動させる取り組みを企業に求める女性活躍推進法施
行（2016 年）に至るまでの間、女性労働に関する法制度が企業行動に与えた影響を整理す
る。時代を 3つに区分することは松浦（2015）に依拠しながら各法の施行に合わせて期間を
調整し、1986～1998 年（男女雇用機会均等法施行年から同法の改正施行前まで）を第一の
時代、1999～2014 年（改正男女雇用機会均等法施行ならびに育児・介護休業法施行年から
次世代育成支援対策推進法成立まで）を第二の時代、2015 年以降（改正次世代育成支援対
策推進法施行ならびに女性活躍推進法成立以降）を第三の時代に区分し、法制度に対する企
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業の対応を整理する。（図 2-1） 
第一の時代（1986～1998 年）には、男女雇用機会均等法と育児・介護休業法が施行され
た。男女雇用機会均等法施行以前は、同じ企業内で男性と女性は異なる仕事に就くことが多
く、男性の多くが責任ある基幹的・管理的業務に配置される傾向があるのに対し、女性は補
助的・定型的な業務に配置される傾向にあった。同法施行後は大企業を中心に、配置・昇進、
教育訓練機会が異なる「コース別雇用制度」が導入された。コース形態には、主に基幹的業
務に従事し転居を伴う転勤がある「総合職」、主に補助的業務に従事し原則転居を伴う転勤
がない「一般職」、総合職に準ずる業務に従事し原則転居を伴う転勤がない「中間職（さま
ざまな名称がある）」等がある。 
企業の均等推進の動きとしては、コース別雇用制度の導入により一部の女性を総合職と
して活用する動きのほか、特定の分野に特化して「女性だけの」など「女性のみ戦力化」す
る動きが見られた。企業は両立支援として、1992 年の育児休業法施行により育児休業制度
の導入が求められたが、法定どおり子が 1 歳になるまでの最低限度の期間設定が大半を占
めており、利用者は限定的であった。このような企業による法遵守のための最低限の両立支
援は女性社員の定着につながらず、その結果として女性管理職比率が微増にとどまったと
言える。 
第二の時代（1999～2014 年）は、合計特殊出生率の低下が下げ止まらないことから社会
的に少子化への危機感が強まり、仕事と家庭の両立支援に関する法整備が進み、男女雇用機
会均等法ならびに育児・介護休業法が改正され、次世代育成支援対策推進法が施行された。
改正男女雇用機会均等法は、企業に男女労働者間で職域や職業的地位に生じている格差解
消のためのポジティブ・アクションへの取り組みを求めた。企業の均等推進の動きとしては、
ポジティブ・アクションもさることながらグローバル化に対応するため、ダイバーシティ戦
略として多様な人材の能力を活かすという視点から女性活用の強化を図り、これまで女性
が就くことが少なかった職務（営業、管理職等）や高度な業務などへ女性の職域拡大が進め
られた。同時に多くの企業で、コース別雇用管理制度のコース区分の廃止・見直しが行われ
た。しかしながら、企業の女性活用に関する関心は高まらなかった。 
2005 年施行の次世代育成支援対策推進法が、従業員規模 301 人以上の企業に対し、仕事
と子育ての両立を可能とする雇用環境整備と、次世代育成推進対策実施のための具体策で
ある一般事業主行動計画の策定・届出を義務づけたことにより、企業は均等施策よりも女性
の定着促進を重視した両立支援制度の整備を促進させた。第二の時代の後半には手厚い両
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立支援により女性の定着は進んだ一方、制度を利用した女性のキャリア形成の遅れが新た
な課題として浮かび上がってきた。この課題に対し均等推進と両立支援を連動させ、女性の
仕事と家庭の両立を後押しする独自施策を展開する企業の事例（麓 2016）も見受けられる
ようになった。 
第三の時代（2015 年以降）には、次世代育成支援対策推進法が改正され、女性活躍推進
法が施行された。次世代育成支援対策推進法改正により従業員 101 人以上の企業は仕事と
子育てを両立する雇用環境整備が求められることとなった。加えて女性活躍推進法により
企業は数値目標を設定して、女性の採用者数や女性管理職比率の拡大、平均勤続勤務年数の
伸長、長時間労働是正など働き方改革に取り組むことが求められるようになった。企業は均
等推進と両立支援の両輪を連動させる仕組みづくりに取り組んでいる。 
企業の女性活躍の取り組みは、第一の時代に最低限度の法対応としての女性活用がスタ
ートし、第二の時代には少子化への危機感から女性活用よりも両立支援が前進し、第三の時
代に入り均等施策と両立支援の連動による女性活躍推進へと変化してきた。 
 
 
出所：松浦（2015）に依拠しながら筆者改変（時代区分を調整） 
図 2-1 法制度と企業の対応 
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第一の時代 1986～1998年
男女労働者の機会均等を主目的とする法対応
として女性活用スタート
第二の時代 1999～2014年
女性活用よりも両立支援 進
第三の時代 2015年～
均等施策と両立支援の連動による
女性活躍推進
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３．厚生労働省「子育てサポート企業認定」 
3.1 「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」 
次世代育成支援対策推進法に基づく取り組みが優良である企業を認定する制度に「くる
みん認定」や「プラチナくるみん認定」がある。「くるみん認定」は企業が同法に基づく
一般事業主行動計画の策定・届出を行い、一定の基準を満たせば、子育てサポート企業と
して厚生労働大臣の認定を受けられるものである。この認定を受けた企業の証が「くるみ
んマーク」（図 2-2）である。くるみんマーク上部には最新の認定年が記載され、星の数は
これまでの認定回数を表す。実際に付与されるマークは、認定を受けた回数に応じて星の
数が変わる。 
2014 年の同法改正により、くるみん認定基準が一部見直されるとともに、2015 年から、
くるみん認定を受けた企業のうち、より高い水準の取組みを行った企業が、一定の要件を満
たした場合に、プラチナくるみん認定（2015年度～）を受けることができるようになった。
この認定を受けた企業の証が「プラチナくるみんマーク」（図 2-3）である。 
いずれかの認定を受けると、「両立支援に積極的」「多様な働き方ができる」企業であると
外部に PRすることができ、企業のイメージアップや優秀な人材の獲得につなげられる。ま
た、税制上の優遇措置を受けることもできる。 
 
 
 
 
 
図 2-2 くるみんマーク  図 2-3 プラチナくるみんマーク 
出所：厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）（2017） 
『くるみん認定 プラチナくるみん認定 の認定基準・認定マークが改正されます』リーフレット 
 
3.2 「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」基準 
くるみん認定を取得するためには、①男性の育児休業取得者の割合が 7％以上、または、
男性の育児休業等を取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者
の割合が合わせて 15％且つ育児休業取得者が 1 人以上いること、②女性労働者の育児休業
等取得率が 75％以上であること、③3歳から小学校就学前の子を育てる労働者対象の「育児
休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻
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変更等の措置に準ずる制度」を講じていること、などを含む 10項目で基準を満たす必要が
ある（表 2-1）。 
プラチナくるみん認定基準（表 2-1）には、くるみん認定基準の「男性労働者の育児休業
取得促進」、「女性労働者の就業継続」、「労働時間等の働き方」に加え、育児を行う女性労働
者の「能力開発形成支援」に関する評価項目が追加された。背景には女性活躍推進法の動向
が大いに関係している。手厚い両立支援制度により女性労働者の定着が進んだ一方、制度利
用者のキャリア形成の遅れが女性の活躍推進を妨げていることが明らかになってきたこと
を受け、能力開発形成支援に関する評価項目の追加は、女性の活躍推進のためには両立支援
と能力形成支援は一体的に行われるべきという社会の流れが反映されたものと言える。 
 
表 2-1 改正くるみんおよびプラチナくるみん認定基準 
 
出所：厚生労働省 雇用均等・児童家庭局／都道府県労働局雇用均等室（2014）パンフレット 
『くるみん・プラチナくるみんの認定基準・認定マークが決定しました！』を一部抜粋して筆者作成 
評価項目 「改正くるみん認定」　基準
①男性労働者の育児参加促進
男性の育児休業取得者の割合7％以上
または、男性の育児休業等を取得した者および企業独自の育児を目的とした休暇制度を利用した者の
割合が合わせて15％且つ育児休業取得者1人以上
②就業継続 女性労働者の育児休業等取得 75％以上
・3歳から小学校就学 の子を育てる労働者対象の「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関す
る制度
・所定労働時間の短縮措置又は 業時刻変更等の措置に準ずる制度」の整備
・所定外労働の削減のための措置
・年次有給休暇の取得の促進のための措置
・短時間正社員制度、 宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備
のための措置
評価項目 「プラチナくるみん認定」　基準
・配 者が出産した男性労働者に占める育児休業等を取得 した者の割合が13％以上、または
・配 者が出産した男性労働者に占める育児休業等を取得 した者及び育児休業等に類似した企業が講
ずる育児目的 の休暇制度を利用した者の割合が30％以上、かつ、育 児休業等を取得した者1人以上
・女性労働者の育児休業等取得 75％以上
・子を出産した女性労働者のうち、子の1歳誕生日まで継続して 職（育休中を含む）している者の割合
・子を出産した女性労働者及び子を出産する 定であったが退職した女性労働者の合計数のうち、子の
1歳誕生日まで継続して 職（育休中を含む）している者の割合
3歳から小学校就学 の子を育てる労働者対象の「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関す
る制度
所定労働時間の短縮措置又は 業時刻変更等の措置に準ずる制度」の整備
・所定外労働の削減のための措置
・年次有給休暇の取得の促進のための措置
・短時間正社員制度、 宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備
のための措置
　　　　　　　　　＋
・平均週労働時間が60時間以上の労働者の割合
・平均月時間外労働時間が80時間以上の労働者数
④能力形成支援
育児休業等を取得し又は育児を行う女性労働者が就業を継続し、活躍できるよう、能力の向上やキャリ
ア形成の支援のための取組に係る計画策定と実施
③労働時間等の働き方
③労働時間等の働き方
①男性労働者の育児参加促進
②就業継続
③労働時間等の働き方
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3.3 「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」の認定状況 
2019 年 9 月末時点の次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出企
業数は 87,319社、くるみん認定企業数は 3,212社（2015年 6月時点（以下、同）2,206社）、
プラチナくるみん認定企業数は 330 社（同 13 社）である（表 2-2）。くるみん認定企業数、
およびプラチナくるみん認定企業数は約 4 年間の変化を見るといずれも増加しており、両
立支援制度の導入に留まらず、実際の利用者がいる企業が増加傾向にあることが伺える。 
しかしながら、一般事業主行動計画策定届出企業に占めるくるみん認定企業の割合は
3.7％、プラチナくるみん認定企業ではわずか 0.4％である。さらに、くるみん認定企業に
占めるプラチナくるみん認定企業の割合は 10.3％にとどまる。 
 
表 2-2 「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」の認定状況 
 
出所：厚生労働省ホームページ 次世代育成支援対策取組状況/「都道府県別一般事業主行動
計画策定届の届出及び認定状況（令和元年 9月末現在）」をもとに筆者作成。 
 
3.4 業種別「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」企業の認定状況 
くるみん認定企業を業種別（表 2-319）に見ると、「製造業」が 573社（認定企業総数に占
める割合（以下、同）は 28.3％）で最も高く、次いで「情報通信業」が 247社（同 12.2％）、
「卸売業、小売業」が 239社（同 11.8％）、「金融業、保険業」が 223社（同 11.0％）、「サ
ービス業（他に分類されないもの）」が 221 社（同 10.9％）、「医療、福祉」が 212 社（同
10.5％）となっており、これら 6つの業種が認定企業全体の 84.7％を占めている。 
「製造業」が他の業種より積極的にくるみん認定を取得している。「情報通信業」は全国
に占める当該業種の企業数の割合が 1.1％であるのに対し、認定企業に占める割合が 12.2％
と高い割合を示している。一方で、女性就業者数が 4番目に多い「宿泊業、飲食業」は全国
に占める当該業種の企業数の割合の 12.5％に比べて、認定企業に占める割合が 0.7％と低
 
19 厚生労働省発表「次世代育成支援対策取組状況 一般事業主行動計画届出状況」は、くるみん認
定企業の業種を示していない。厚生労働省「両立支援のひろば 一般事業主行動計画公表サイト」で
は、全国のくるみん認定企業の 63.7％（2025 社、2019 年 11 月 1 日時点）が登録していることから、全
体の傾向を確認するために、同サイト掲載の業種を利用する。 
2019年9月末現 
①一般事業主行動計画
策定届提出企業数
②くるみん
認定企業数
③一般事業主行動計画策定届提出企
業に占める、くるみん認定企業の割合
②/①
④プラチナくるみん
認定企業数
⑤一般事業主行動計画策定届提出企
業に占める、プラチナくるみん認定企業
の割合　④/①
⑥くるみん認定企業に占める、
プラチナくるみん認定企業の割合
④/②
87,319 3,212 3.7% 330 0.4% 10.3%
くるみん プラチナくるみん
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い水準である。 
次にプラチナくるみん認定企業の業種別割合は、「金融業、保険業」88社（認定企業総数
に占める割合（以下、同）27.6％）が最も高く、次いで「製造業」が 82 社（同 25.7％）、
「情報通信業」が 49社（同 15.4％）、「卸売業、小売業」が 36社（同 11.3％）、「医療、福
祉」が 25社（同 7.8％）「サービス業（他に分類されないもの）」が 22社（同 6.9％）とな
っている。プラチナくるみん認定企業は「金融業、保険業」と「製造業」で約半数以上が占
められている。 
 
表 2-3 業種別「くるみん」認定企業数と認定企業に占める割合（全国） 
 
出所：全国のくるみん認定企業数は、厚生労働省委託事業 女性の活躍・両立支援総合サイト「両
立支援のひろば」一般事業主行動計画公表サイトをもとに筆者集計 
（注意）厚生労働省「両立支援のひろば 一般事業主行動計画公表サイト」掲載企業データをもとに作成しており、
表 2-2 の企業数とは異なる。脚注 14 参照。 
（参考）総企業数に占める当該業種の企業数の割合(%)は、平成 28（2016）年経済センサス‐活動調査 速報集計
(企業等に関する集計)の「第４表 企業産業（大分類）、単一・複数（２区分）別企業等数、売上（収入）金額及び１企
業当たり売上（収入）金額―全国、都道府県」をもとに筆者作成。 
 
3.5 規模別「くるみん認定」・「プラチナくるみん認定」企業の認定状況 
次にくるみん認定企業を常時雇用労働者の規模別（表 2-4）に見ていく。「100人以下」企
業が 204社（認定企業総数に占める割合（以下、同）は 10.1％）、「101～300 人」が 441社
（同 21.8％）、「301人以上」が 1,380社（同 68.1％）となっている。 
2019年9月末現 
業種
くるみん認定
企業数（社）
くるみん認定企業
に占める割合(%)
プラチナくるみん
認定企業数（社）
（参考）総企業数に占める当該
業種の企業数の割合(%)
製造業 573 28.3% 82 10.2%
情報通信業 247 12.2% 49 1.1%
卸売業、小売業 239 11.8% 36 22.0%
金融業、保険業 223 11.0% 88 0.8%
サービス業（他に分類されないもの） 221 10.9% 22 6.6%
医療、福祉 212 10.5% 25 7.7%
建設業 79 3.9% 1 11.4%
運輸業、郵便業 55 2.7% 2 1.8%
教育、学習支援業 35 1.7% 1 2.9%
不動産業、物品賃貸業 26 1.3% 2 7.8%
学術研究、専門・技術サービス業 25 1.2% 3 4.8%
分類不能の産業 24 1.2% 3 -
電気・ガス・熱供給・水道業 22 1.1% 3 0.0%
複合サービス事業 16 0.8% 0 0.2%
宿泊業、飲食サービス業 14 0.7% 1 12.5%
生活関連サービス業、娯楽業 8 0.4% 1 9.5%
公務(他に分類されるものを除く) 4 0.2% 0 -
農業、林業 1 0.05% 0 0.7%
鉱業、採石業、砂利採取業 1 0.05% 0 0.04%
総計 2,025 100.0% 319 100.0%
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プラチナくるみん認定企業は「100人以下」企業が 12社（認定企業総数に占める割合（以
下、同）は 3.8%）、「101～300人」が 47社（同 14.7％）、「301人以上」が 260社（同 81.5％）
となっている。 
総企業数に占める「301人以上」の企業はわずか 0.9％であるのに対し、くるみん認定に
占める「301 人以上」の企業は 68.1％、プラチナくるみん認定企業の場合は 81.5％を占め
る。このようにくるみん認定、およびプラチナくるみん認定の取得は大企業に集中している。 
 
表 2-4 常時雇用労働者の規模別「くるみん」認定企業数 
 
出所：全国のくるみん認定企業数は、厚生労働省委託事業 女性の活躍・両立支援総合サイト「両
立支援のひろば」一般事業主行動計画公表サイトをもとに筆者集計 
（参考）総企業数に占める当該業種の企業数の割合(%)は、平成 28（2016）年経済センサス‐活動調査 速報集計
(企業等に関する集計)の「第４表 企業産業（大分類）、単一・複数（2 区分）別企業等数、売上（収入）金額及び１
企業当たり売上（収入）金額―全国、都道府県」より筆者作成 
（注）同調査の企業常用雇用者規模の区分は「0～4 人」「5～9人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99
人」「100～299 人」「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」となっており、厚生労働省
の「えるぼし」認定企業の集計区分と異なっている。厚生労働省のくるみん認定企業の集計区分に近づけるため、
本表では便宜上、同調査の区分を以下のように割り当てる。 
経済センサス‐活動調査の区分 ----------------------------------------- くるみん認定企業集計区分 
「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99 人」を合算 --- 「100 人以下」 
「100～299 人」 ------------------------------------------------------- 「101～300 人」 
「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」を合算 ----- 「301 人以上」 
 
3.6 小括 
くるみん認定・プラチナくるみん認定企業数は年々増加しており、企業における両立支援
制度の導入および運用が進んでいることが伺える。しかしながら、一般事業主行動計画策定
届出企業のうち認定を取得している割合は、くるみん認定企業で 3.7％、プラチナくるみん
認定企業ではわずか 0.4％であり、計画策定に留まる企業が多く見受けられる。さらに、く
るみん認定企業に占めるプラチナくるみん認定企業の割合は約 1 割に留まっており、課題
として両立支援制度利用者のキャリア形成支援まで進んでいないことが指摘できる。 
業種別のくるみん認定取得は、「製造業」で最も多く取得されている。また「情報通信業」
2019年9月末現 
常時雇用する労働者の規模
くるみん認定
企業数（社）
全国の認定企業に占
める割合(%)
プラチナくるみん
認定企業数（社）
（参考）全国の総企業数に
占める当該規模の企業数
の割合(%)
100人以下 204 10.1% 12 97.1%
101～300人 441 21.8% 47 2.0%
301人以上 1,380 68.1% 260 0.9%
総計 2,025 100.0% 319 100.0%
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は全国に占める当該業種の企業数の割合が 1.1％であるのに対し、くるみん認定企業に占め
る割合が 12.2％と抜きん出ている。一方で、「宿泊業、飲食業」は全国に占める当該業種の
企業数の割合が 12.5％に比べて、認定企業に占める割合が 0.7％と低水準である。女性就業
者（図 1-2）の業種別分布は「宿泊業、飲食サービス業」で 260万人、「情報通信業」で 58
万人であり、より多くの女性が働く「宿泊業、飲食サービス業」で行動計画に掲げた行動目
標の実現に向けた取り組みが急がれる。 
次にプラチナくるみん認定企業は、「金融業、保険業」と「製造業」で約半数以上が占め
られており、特定の業種に集中している。金融業のうち、例えば全国地方銀行協会会員全 64
行では 2014 年 11 月、頭取参加のもと「輝く女性の活躍を加速する地銀頭取の会」が発足
し、合わせて「行動宣言」を策定・公表している。このように業界全体で女性活躍推進に取
り組んでいることが、プラチナくるみん認定取得につながっている。 
規模別のくるみん認定取得は「301人以上」の企業に集中している。これは、次世代育成
支援対策推進法の一般事業主行動計画の策定・届出が、2014 年改正までは 300 人以下の企
業が対象外であったことが理由として挙げられる。総企業数に占める規模別の企業数の割
合で「301 人以上」の企業はわずか 0.9％であるのに対し、くるみん認定に占める「301 人
以上」の企業は 68.1％、プラチナくるみん認定企業の場合は 81.5％を占めている。 
 
４．厚生労働省「えるぼし認定」 
4.1 「えるぼし」認定 
企業における女性活躍を推進するためのインセンティブとして、女性の活躍推進に積極
的に取り組む企業を認定する制度が「えるぼし」認定である。女性活躍推進法に基づき、一
般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、取り組みの実施状況が優良な企業が厚
生労働大臣の認定を受けることができる制度である。認定は、基準を満たす項目数に応じて
3 段階ある。 
認定を受けた企業は認定マークである「えるぼし」（図 2-4）を商品や広告、名刺、求人票
などに使用することができ、女性の活躍を推進している企業であることをアピールするこ
とができる。そのほかにも、公共調達における加点評価や日本政策金融公庫による低利融資
の対象となる優遇措置が受けられるようになる。 
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認定段階 1 認定段階 2 認定段階 3 
 
 
 
出所：厚生労働省ホームページ「女性の活躍推進企業データベース」トップページ 
図 2-4 えるぼしマーク 
 
4.2 「えるぼし」認定段階 
認定の段階（表 2-5）は、評価項目の基準を満たす項目数に応じて、評価が最も高い「認
定段階 3」から「認定段階 1」まで 3 段階ある。1 段階目は表 2-5 に掲げる基準のうち 1 つ
又は 2 つの基準を満たし、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表することが必
要であり、満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた当該基準に関
連する取り組みを実施し、その取り組みの実施状況について厚生労働省のウェブサイトに
公表するとともに、「2年以上連続してその実績が改善していること」が必要である。 
2段階目は表 2-5に掲げる基準のうち 3つ又は 4つの基準を満たし、その実績値を厚生労
働省のウェブサイトに毎年公表することが必要であり、満たさない基準については、事業主
行動計画策定指針に定められた当該基準に関連する取り組みを実施し、その取り組みの実
施状況について厚生労働省のウェブサイトに公表するとともに、「2 年以上連続してその実
績が改善していること」が必要である。 
3段階目は表 2-5に掲げる基準の全てを満たし、その実績値を厚生労働省のウェブサイト
に毎年公表することが求められる。 
 
4.3 「えるぼし」認定基準 
えるぼし認定基準（表 2-5）には、①採用、②就業継続、③労働時間等の働き方、④管理
職比率、⑤多様なキャリアコースの 5つがある。 
①採用では、男女別の採用における競争倍率が同程度であること、②就業継続では、平均
勤続年数が男女間で同程度であること、または 10事業年度前およびその前後の事業年度に
採用された新規学卒採用者の継続雇用割合が男女間で同程度であること、③労働時間等の
働き方では、法定時間外労働および法定休日労働時間の合計時間数の平均が月ごとに全て
45 時間未満であること、④管理職比率では、管理職に占める女性割合が産業ごとの平均値
以上であること、または直近 3 事業年度における課長級より一つ下位の職階の労働者に占
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める課長級に昇進した労働者の割合が男女間で同程度であること、⑤多様なキャリアコー
スでは、女性の非正社員から正社員への転換実績があるなど多様なキャリアコースが整備
されていることの評価項目がある。 
以上のような 5つの認定基準のうち、満たしている項目数に応じて 1段階から 3段階の 3
段階で「えるぼし」認定される。 
 
表 2-5 「えるぼし」認定基準と 3つの認定段階 
 
出所：厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）（2016）パンフレット『「女性の職業生活
における活躍の推進に関する法律」に基づく認定を取得しましょう！』を参考に筆者作成。 
 
4.4 認定段階別「えるぼし」認定企業の認定状況 
2019 年 9 月末時点の女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出企業数は
16,736社で、えるぼし認定企業数は 920社である（表 2-6）。 
認定段階別の内訳は「認定段階 3」が 590 社（認定企業総数に占める割合（以下、同）
64.1％）、「認定段階 2」が 324社（同 35.2％）、「認定段階 1」が 6社（同 0.7％）で、認定
企業の多くが「認定段階 3」を取得している。 
また、規模別の内訳は 301人以上企業が 655社（同 71.2％）、300人以下企業は 265社（同
28.8％）であり、大企業の方がより積極的にえるぼし認定を取得しているといえる。 
評価項目 基準値（実績値）
1段階目
★
2段階目
★★
3段階目
★★★
①採用
男女別の採用における競争倍 （応募者数／採用者数）が同程度で
あること
②継続就業
(Ⅰ)「女性労働者の平均継続勤務年数÷男性労働者の平均継続勤務
年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ7割以上であること、　または
(Ⅱ)「10事業年度 及びその 後の事業年度に採用された女性労働
者のうち継続して雇用されている者の割合」÷「10事業年度 及びそ
の 後に採用された男性労働者のうち継続して雇用されている者の
割合」が雇用管理区分ごとにそれぞれ8割以上であること
③労働時間等の働
き方
雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時
間の平均が、直近の事業年度の各月ごとに全て45時間未満であるこ
と
④管理職比 
(Ⅰ)管理職に占める女性労働者の割合が別に定める産業ごとの平均
値以上であること、　 または、(Ⅱ)直近3事業年度の平均した「課長級
より１つ下位の階職にある女性労働者のうち課長級に昇進した女性労
働者の割合」÷「直近3事業年度の平均した「課長級より１つ下位の職
階にある男性労働者のうち課長級に昇進した男性労働者の割合」が8
割以上であること
⑤多様なキャリア
コース
直近の3事業年度、以下について大企業については2項目以上（非正
社員がいる場合は必ずAを含むこと）、中小企業については１項目以上
の実績を有すること
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換
C 過去に 籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用
●基準のうち１つ
又は２つの基準を
満たし、その実績
を厚生労働省のウ
エブサイトに毎年
公表すること。
●満たさない基準
については、事業
主行動計画策定
指針に定められた
当該基準に関連
する取組  を実施
し、その取組の実
施状況について厚
生労働省のウェブ
サイトに公表する
とともに、２年以上
連  続してその実
績が改善している
こと。
●基準のうち３つ
又は４つの基準を
満たし、その実績
を厚生労働省のウ
エブサイトに毎年
公表すること。
●満たさない基準
については、事業
主行動計画策定
指針に定められた
当該基準に関連
する取組  を実施
し、その取組の実
施状況について厚
生労働省のウェブ
サイトに公表する
とともに、２年以上
連  続してその実
績が改善している
こと。
●５つの基準すべ
てを満たし、その
実績を厚生労働
省のウエブサイト
に毎年公表するこ
と。
38 
 
表 2-6 認定段階別の「えるぼし」認定企業数 
 
出所：厚生労働省 女性活躍推進法への取組状況 「えるぼし」認定企業一覧より筆者作成 
 
4.5 業種別「えるぼし」認定企業の認定状況 
えるぼし認定企業を業種別（表 2-7）で見ると、2019年 11月時点で「サービス業（他に
分類されないもの）」が 157社（認定企業総数に占める割合（以下、同）17.0％）と最も多
い。 
 
表 2-7 業種別の「えるぼし」認定企業数と認定企業数に占める割合 
 
出所：厚生労働省Web サイト「女性の活躍推進企業データベース」より筆者作成 
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/（2019.11.1） 
（参考）総企業数に占める当該業種の企業数の割合(%)は、平成 28 年経済センサス‐活動調査 速報集計(企業等
に関する集計)の「第４表 企業産業（大分類）、単一・複数（２区分）別企業等数、売上（収入）金額及び１企業当た
り売上（収入）金額―全国、都道府県」をもとに筆者作成。 
 
2019年9月末現 
301人以上企業 300人以下企業 計
認定段階３ 404 186 590
認定段階２ 245 79 324
認定段階１ 6 0 6
総計 655 265 920
2019年11月1日
業種
えるぼし認定
企業数（社）
えるぼし認定企業に
占める割合(%)
（参考）全国の総企業数に占める当
該業種の企業数の割合(%)
サービス業（他に分類されないもの） 157 17.0% 6.6%
情報通信業 150 16.2% 1.1%
製造業 138 14.9% 10.2%
卸売業、小売業 107 11.6% 22.0%
金融業、保険業 103 11.1% 0.8%
学術研究、専門・技術サービス業 78 8.4% 4.8%
医療、福祉 61 6.6% 7.7%
建設業 34 3.7% 11.4%
生活関連サービス業、娯楽業 16 1.7% 9.5%
宿泊業、飲食サービス業 15 1.6% 12.5%
教育、学習支援業 12 1.3% 2.9%
電気・ガス・熱供給・水道業 11 1.2% 0.0%
分類不能の産業 10 1.1% －
不動産業、物品賃貸業 9 1.0% 7.8%
運輸業、郵便業 8 0.9% 1.8%
報道 7 0.8% －
複合サービス事業 5 0.5% 0.2%
公務(他に分類されるものを除く） 2 0.2% －
農業、林業  1 0.1% 0.7%
総計 924 100.0%
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次いで「情報通信業」が 150社（同 16.2％）、「製造業」が 138社（同 14.9％）、「卸売業、
小売業」が 107 社（同 11.6％）、「金融業、保険業」が 103 社（同 11.1％）となっており、
これら 5 つの業種が認定企業全体の 70.8％を占めている。総企業数に占める業種別の企業
数の割合に注目すると、「情報通信業」は他の業種よりもより積極的にえるぼし認定を取得
しているといえる。 
 
4.6 規模別「えるぼし」認定企業の認定状況 
えるぼし認定企業を常時雇用する労働者の規模別で見ると（表 2-8）、2019 年 11 月時点
で「10～100人」が 132 社（認定企業総数に占める割合（以下、同）14.3％）、「101～300人」
が 125社（同 13.5％）、「301～500人」が 91社（同 9.8％）、「501～1,000人」が 141社（同
15.3％）、「1,001～5,000人」が 298社（同 32.3％）、「5,001人以上」が 122社（同 13.2％）
となっており、「1,001人以上」の企業が認定企業全体の 45.5％を占めている。 
総企業数に占める規模別の企業数の割合に注目すると、「1,001 人以上」の企業はわずか
0.23％であり、えるぼし認定の取得は大企業に集中しているといえる。 
 
表 2-8 規模別の「えるぼし」認定企業数と認定企業数に占める割合 
 
出所：厚生労働省Web サイト「女性の活躍推進企業データベース」より筆者作成 
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/（2019.11.1） 
（参考）総企業数に占める当該業種の企業数の割合(%)は、平成 28 年経済センサス‐活動調査 速報集計(企業等
に関する集計)の「第４表 企業産業（大分類）、単一・複数（2 区分）別企業等数、売上（収入）金額及び１企業当た
り売上（収入）金額―全国、都道府県」より筆者作成 
（注）同調査の企業常用雇用者規模の区分は「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～
99 人」「100～299 人」「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」となっており、厚生労働
省の「えるぼし」認定企業の集計区分と異なっている。厚生労働省の「えるぼし」認定企業の集計区分に近づけるた
め、本表では便宜上、同調査の区分を以下のように割り当てている。 
経済センサス‐活動調査の区分 ----------------------------------------- くるみん認定企業集計区分 
「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99 人」を合算 --- 「100 人以下」 
「100～299 人」 ------------------------------------------------------- 「101～300 人」 
「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」を合算 ----- 「301 人以上」 
2019年11月1日現 
常時雇用する労働者の規模 企業数（社） 認定企業に占める割合(%)
（参考）総企業数に
占める当該規模の
企業数の割合(%)
0～9人 15 1.6% 73.3%
10～100人 132 14.3% 23.8%
101～300人 125 13.5% 2.0%
301～500人 91 9.8%
501～1,000人 141 15.3%
1,001～5,000人 298 32.3% 0.20%
5,001人以上 122 13.2% 0.03%
総計 924 100.0% 100.0%
0.7%
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4.7 小括 
2010 年代に入り、少子高齢化にともなう生産年齢人口不足を女性の労働参加で補うばか
りでなく、埋もれている優秀な女性人材の活躍による生産性向上や新たな財・サービス創出
への期待、加えて女性の就業拡大による家計所得と購買意欲の増大は経済活性化につなが
るという展望から、政府は女性活躍推進を喫緊の課題に掲げている。 
政府は女性が職業生活において個性と能力を十分に発揮し活躍できる環境を整備するた
め 2015年に女性活躍推進法を制定し、その認定制度としてえるぼし認定を定めている。認
定制度により、女性活躍推進に取り組む企業を側面から支援している。本節ではえるぼし認
定企業の認定状況を確認してきた。 
えるぼし認定企業を認定段階別に分析すると、評価が最高位の「認定段階 3」が最も多く、
次いで「認定段階 2」となっており、「認定段階 1」の企業数が極端に少ない。次に、えるぼ
し認定企業を業種別に分析すると、「サービス業（他に分類されないもの）」「情報通信業」
「製造業」が他の業種よりも積極的にえるぼし認定を取得している。男性よりも女性就業者
比率が高い業種よりも、女性就業者比率が低い「情報通信業」の企業で女性の活躍推進が目
立つ。さらに、えるぼし認定企業を常時雇用する労働者の規模別に分析すると、認定取得は
大企業に集中している。大企業は次世代育成支援対策推進法に対応するため 10年以上前か
ら、仕事と子育ての両立を図るための環境整備を行ってきた。その効果が大企業のえるぼし
認定につながっていると考えられる。 
2019 年 9 月末時点のえるぼし認定企業数は 924 社で、女性活躍推進法への対応が義務付
けられている常時雇用労働者 301 人以上企業約 16,736 社に占める認定取得率はわずか
5.5％である。女性活躍推進に取り組み、一定の成果を出すことは企業にとって容易なこと
ではない。 
 
５．子育てサポート認定企業・えるぼし認定企業の取り組み 
次世代育成支援対策推進法は、当初の子育てをしながら働く女性労働者の両立支援中心
から、男性労働者や子育てをしない労働者をも対象とする、長時間労働の見直しや柔軟な働
き方の導入などにまで適用範囲を拡大し、企業に対してワーク・ライフ・バランス（以下、
「WLB」）実現に向けた環境整備を促してきた（高畠 2008、荒金・西村・小崎 2007）。 
また、同法の 2014年改正時に女性の長期的なキャリア形成支援の新基準が設けられたこ
とや、2016 年の女性活躍推進法施行を受け、企業も WLB 推進、および女性労働者を戦力化
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し経営の活性化につなげようとするなど、WLB推進と女性の活躍推進に一体的に取り組む企
業も増えてきている（荒金・西村・小崎 2007、松浦 2014）。同法に対応する企業の取り組み
は、両立支援により定着が進んだ女性労働者の活躍推進を経営戦略に位置づけるものであ
る。 
女性の活躍推進の実現には、働く人すべてが多様な働き方を選択し、能力を発揮できる雇
用環境が必要とされている中、次世代育成支援対策推進法に基づく取り組みが優良である
という認定を受けたプラチナくるみん認定企業と、女性活躍推進法に基づく取り組みが優
良であるという認定を受けたえるぼし認定企業は WLB推進に先進的な企業とも言える。 
それら、くるみん認定・プラチナくるみん認定、えるぼし認定企業は年々増加しているが、
一般事業主行動計画策定届出企業のうち認定を取得している割合（表 2-9）は、2019 年 11
月時点でくるみん認定企業 3.7％、プラチナくるみん認定企業 0.4％、えるぼし認定企業
5.5％であり、行動計画策定に留まる企業が多く見受けられる。 
 
表 2-9 くるみん・プラチナくるみん・えるぼし認定企業のダブル認定状況 
 
出所：厚生労働省が公表しているデータをもとに筆者作成 
 
また、くるみん認定とえるぼし認定の両方を取得している企業（以下、「ダブル認定企業」）
は 420 社、プラチナくるみん認定とえるぼし認定のダブル認定企業は 106 社しかない。そ
のことから、WLB推進と女性活躍推進に一体的に取り組み、一定の成果を出すことは企業に
とってまだ容易ではないことが伺える。 
しかしながら、プラチナくるみん認定企業に占める、「プラチナくるみん」・「えるぼし」
ダブル認定企業の割合は 32.1％で、プラチナくるみん認定企業の約 3 割がえるぼし認定を
取得していることから、両立支援の取り組みが進んだ企業は、それを足掛かりに女性活躍推
進に一体的に取組むことができていることが伺える。 
  
2019年9月末日時 
認定企業（社）
一般事業主行動計画策定
届出企業（社）
一般事業主行動計画策定届出企業に占める認定企業の割合（％）
くるみん認定 3,212 87,319 3.7%
プラチナくるみん認定 330 87,319 0.4%
えるぼし認定 924 16,736 5.5%
くるみん認定＋えるぼし認定企業数 420社 くるみん認定に占めるダブル認定企業の割合　13.1％
プラチナくるみん認定＋えるぼし認定企業数 106社 プラチナくるみん認定企業に占めるダブル認定企業の割合　32.1％
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第３章 企業の両立支援・女性活躍推進による効果 
１．本章の目的 
本章の目的は、本論の研究課題 第 3の「女性労働に関わる法律に対する企業の取り組み
の結果を踏まえ、職場における人材の多様化および働き方の多様化の状況を明らかにする」
ことである。はじめに、企業の両立支援・女性活躍推進が企業業績に及ぼす影響に関する先
行研究を整理する。次に、企業の両立支援・女性活躍推進の取り組みが職場にもたらす人材
の多様化として、管理職や職務における男女比率の変化や、正規雇用／非正規雇用、フルタ
イム／短時間勤務、育児社員、介護社員、育児休業取得者、介護休業取得者など、様々な勤
務形態で働く従業員が増加している現状を把握する。また働き方の多様化として、短時間勤
務制度利用など家族的責任をより重く担う従業員を対象とする制度の導入が進む状況を把
握する。 
 
２．企業の両立支援・女性活躍推進と企業業績 
女性の活躍推進を阻害する要因が日本的雇用慣行であることは、多くの先行研究から指
摘されてきた。したがって、女性の活躍推進を促進するためには日本的雇用慣行のなかで男
女格差を生じさせてきた要因の改善に取り組む必要があり、国は雇用側に対しポジティブ・
アクション実施、および両立支援制度などの整備を促してきた。 
女性の活躍推進に関する研究は、雇用側の雇用管理制度や両立支援施策・男女均等化施策
の効果をもとに、女性の活躍推進の促進要因・阻害要因、および企業業績への影響などにつ
いて検証してきた。企業の女性活躍推進施策の効果を検証する研究から、女性の活躍推進の
取り組みが進んでいる企業は、そうでない企業よりも業績が高いことが報告されている。例
えば経済産業省（2003）は利益率と女性比率との関係を分析し、「男女勤続年数格差が小さ
い」、「再雇用制度がある」、「女性管理職比率が高い」、「男女平均勤続年数が短い」企業は、
女性比率が高く、利益率も高い企業であると報告している。 
SIEGEL・児玉（2011）は、日本では女性役員がいることや女性課長がいることは、製造業
では企業の収益性が高まると報告している。彼らは、製造業企業は女性役員や女性中間管理
職を雇い始めることによって組織的に利益を得ていること、およびその利益の一部は女性
役員や女性管理職に対する低い人件費からくる費用節減から来ていることを突き止め、
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Beckerの差別理論20とそれによる費用節減のメカニズム21を実証的した研究の１つである。 
山本（2014）は、正社員女性比率が高いほど利益率が高まる傾向とともに、「正社員女性
比率が 30～40%で利益率が顕著に高くなっているほか、年齢層別にみると結婚・出産・育児
などで正社員女性が激減する 30歳代の正社員女性比率が高い企業ほど、利益率が高い」（同：
2）ことを明らかにしている。 
山口（2017）は、①GEO方針（「性別にかかわりなく社員の能力発揮に努める」人事方針）
を持つ企業のうち WLB 推進への組織的取り組みを併せ持つ正社員 300 人以上の企業、②管
理職の女性割合の大きさにみられる女性人材活用度の高い企業のいずれかの企業では、女
性正社員の大卒度と企業の生産性・競争力に相関関係が見られ、大卒女性の有効な人材活用
を通じて企業の生産性・競争力を高めていると結論付けている。 
企業の両立支援制度の効果を検証する研究では、両立支援に積極的に取り組んでいる企
業が、そうでない企業よりも業績が高いかどうか、結論は一致していない。なぜなら、森田
(2005)が「育児休業制度は女性労働者の労務コストを増加させるという側面を持ち、育児休
業法はそのコスト増を企業に義務的に課す」(同：123)と指摘するとおり、育児休業取得率
が高い職場では、制度運用の負担が企業の重荷となる可能性が高いためである。同様に脇坂
（2001）も規模 30人未満の事業所において育児休業制度の存在と女性雇用との間に負の相
関があると報告しており、森田(2005)も育児休業制度が女性の雇用の関係性について、35～
44 歳女性の新規雇用が負の影響を受けた可能性を指摘している｡経済産業省(2005)も、「育
児休業取得率の高い職場では、女性雇用比率、女性採用比率、女性管理職比率が低く、育児
休業取得や育児期の女性の雇用が企業の負担となっている可能性」を示唆している（武石
2006b：23-24）｡山本・松浦(2011)は、「WLB施策が無条件に企業業績を高める」ことはなく、
「他の施策との補完性」や「WLB施策によって業績がよくなったというよりは、業績のよい
企業だからこそ WLB施策を導入しているという、いわゆる逆の因果性が生じている可能性」
(同：2)を考慮する必要性を指摘している。 
一方、武石（2006a）は両立支援策の導入は女性の勤続長期化にプラス効果をもたらし、
 
20 「労働力には質的に差があり、賃金格差は労働者の生産性の結果であり、労働者の持ってい
る人的資本の差が賃金格差を反映」したものであり、「賃金格差は個人の持つ人的資本（教育や
職業経験）によると考えられるので労働需要側の問題ではなく、労働供給者側の問題と捉え
る」考え方（大槻 2015：27-28）。 
21 女性役員や女性管理職を雇用している企業の収益性が高いのは、男性に比べ賃金が相対的に
低い女性の雇用がもたらす人件費節約によるものとする考え方。 
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さらに均等施策と同時進行的に実施することによって、女性の昇進促進という形で女性の
能力発揮につながると論じている｡山本・松浦(2011)も「①従業員 300人以上の中堅大企業、
②製造業、③労働の固定費の大きい企業、④均等施策をとっている企業では、WLB施策を導
入することで全要素生産性が中長期的に上昇する可能性がある」（同：3）と報告している。 
このように、両立支援策の導入が企業業績へ及ぼす影響に関する議論は一致していない
が、両立支援と均等施策を合わせて実施することによる相乗効果が業績にプラスの影響を
もたらす可能性が示唆されている。 
 
３．職場における人材の多様化 
3.1 ポジティブ・アクションの取り組み状況 
ポジティブ・アクションの取り組み状況について、厚生労働省「雇用均等基本調査」をも
とに 2000年から 2014 年の傾向を見ていく。 
2014年のポジティブ・アクションに「取り組んでいる」常用労働者 30人以上の企業割合
は 57.1％（2000年度（以下、同）26.3％）、「今後、取り組むこととしている」は 17.2％（同 
10.7％）、「今のところ取り組む予定はない」は 24.7％（同 57.1％）であった。およそ 15年
間でポジティブ・アクション積極的企業の割合は 37.0%から 74.3％へと 37.3 ポイント上昇
し、消極的な企業は 57.1％から 24.7％へと 32.4ポイント低下している。 
規模別では、ポジティブ・アクションに「取り組んでいる」企業割合は 5,000 人以上規模
82.7％が最も高く、次いで 1,000～4,999人規模 73.6％、300～999人規模 68.7％、100～299
人規模 60.3％、30～99 人規模 54.7％の順となっている。このように、規模が大きい企業ほ
どポジティブ・アクションに取り組んでいる割合が高い。 
女性活躍のための施策の実施状況も、企業規模が大きくなるほど各施策を実施している
割合が高くなり、300人以上規模では「人事考課基準の明確化」63.4％が最も高く、次いで
「女性採用比率の向上のための措置」28.6％、「管理職の男性や同僚男性に対する啓発」
24.7％、「女性専用の相談窓口の設置」22.8％、「女性の役職者への登用を促進するための措
置」22.4％、「特定職務への女性の配置比率の向上のための措置」19.4％の順となっている
（労働政策研究・研修機構 2013）。このように、管理職登用および職域拡大に直接つながる
施策を実施している企業は、300人以上規模では概ね 4社に 1社程度にとどまっている。 
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3.2 女性の採用拡大 
女性の採用拡大について、厚生労働省「平成 29 年度雇用均等基本調査」をもとに 2017年
春卒業の新規学卒者を採用した企業について見ていく。「男女とも採用」した企業は 43.2％
であり、2014年調査（33.7％）に比べ、9.5ポイント上昇した。一方、「男性のみ採用」し
た企業割合は 36.7％であり、同調査（42.2％）に比べ、5.5ポイント低下した。このように
女性正社員の採用拡大に取り組む企業割合が上昇している。 
さらに、採用した企業について採用区分ごとに見ると、総合職については「男女とも採用」
した企業が 49.6％であり、2014年調査 33.7％に比べ 15.9ポイント上昇した。「男性のみ採
用」した企業割合は 35.7％であり、同調査 42.2％に比べ 6.5ポイント低下している。管理
職登用の対象となる可能性が高い総合職における女性の採用拡大に取り組む企業割合も 3
年間で大幅に上昇している。 
 
3.3 女性管理職比率 
2017年度の女性管理職を有する企業割合（企業規模 30人以上）について、厚生労働省「平
成 29年度雇用均等基本調査」をもとに見ていく。課長相当職以上の女性管理職を有する企
業割合は 60.5％（2000年度（以下、同）47.2％）、係長相当職以上の女性管理職を有する企
業割合は 69.7％（同 62.0％）となっている。また、係長相当職以上の女性管理職を有する
企業割合を役職別に見ると、部長相当職ありの企業は 16.1％（同 7.4％）、課長相当職は
30.2％（同 19.0％）、係長相当職は 32.4％（同 31.2％）となっている。このように、課長
相当職および部長相当職に女性を登用する企業数は 7年間で大幅な増加が見られる。 
女性管理職比率について、常用労働者 100 人以上を雇用する企業の労働者のうち役職者
に占める女性の役職別の割合の2009年から2017年の10年間の推移を見ると、係長級12.7％
→18.4％、課長級 6.6％→10.9％、部長級 4.1％→6.3％と変化しており、緩やかではあるが
上昇傾向にある（内閣府 2018）。 
また、女性管理職比率を産業別に比較（図 3-1）すると、「医療、福祉」が 49.3％と最も
高く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」23.1％、「生活関連サービス業、娯楽業」22.2％、
「教育、学習支援業」21.9％などと続いている。 
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出所：厚生労働省（2019）「平成 30 年度雇用均等基本調査」 
企業調査統計表 「表 8 産業別女性管理職割合」より筆者作成（一部改変） 
図 3-1 産業別 女性管理職の割合 
 
3.4 就業継続する女性の増加 
2017年度の一般労働者の平均勤続年数は男性 14.0年（2005年 14.1年）、女性 10.2年（同
9.7 年）である（厚生労働省 2018）。平均勤続年数の男女差は、2005 年の 4.4 年から 2017
年の 3.8年となっており、女性の平均勤続年数は伸び、男女差の縮小が見られる。 
女性の育児休業者がいた事業所の割合は 87.9％、男性の育児休業者がいた事業所の割合
は 10.0％であるとともに、育児休業後の復職者の割合が女性 89.5％、男性 95.0％であると
報告されている（厚生労働省「平成 30年度雇用均等基本調査」）。このように育児休業取得
者の多くが就業継続を選択している。 
国立社会保障・人口問題研究所（2015）「第 15回出生動向基本調査（夫婦調査）」によれ
ば、出産前に就業していた女性のうち、第１子出産後の女性の継続就業率は 53.1％で、同
第 14回調査（2010年）の 40.3％から大きく上昇している。 
また、就業継続者の内訳も、育児休業制度を利用した割合が同第 14回調査の 66.9％から
同第 15回調査では 73.9％と大幅に上昇していることから、育児をしながら働く女性社員の
割合は増加傾向にある（図 3-2）。 
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出所：国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調
査）」図表Ⅱ-4-3 第１子出生年別にみた､第１子出産前後の妻の就業変化 
図 3-2 日本の第一子出産前後の女性の就業変化 
 
3.5 非正規社員の増加 
2018年の女性雇用者総数に占める正規の職員・従業員割合は 43.9％、非正規の職員・従
業員割合は 56.1％である（総務省「労働力調査」）。 
2018 年の女性の正規の職員・従業員数は 1,137 万人（2009 年比（以下、同）8.3％増）、
非正規の職員・従業員数は 1,1451万人（同 20.9％増）であり、10年前と比較すると正規の
職員・従業員数、非正規の職員・従業員数ともに増加している。 
非正規の職員・従業員のうち「パート・アルバイト」は 1,143 万人（同 26.2％増）、「労
働者派遣事業所の派遣社員」は 85万人（同 18.1％増）、「契約社員・嘱託」は 183万人（22.8％
増）、「その他」は 40万人（同 45.2％減）である（総務省「労働力調査」）。 
男性労働者が減少する一方で、女性労働者の非正規化が進んでいることが伺える。 
 
3.6 小括：職場の人材の多様化・職場の女性化 
以上を踏まえると、女性正社員の増加、女性の職務拡大、女性管理職の増加など、職場の
女性化が進んでいる。加えて育児社員、非正規社員も増加傾向にある。 
さらに職場の女性化が進んでいるばかりではなく、働き方・労働時間に制約のある労働者
の割合が高まっている傾向が見られる（表 3-1）。 
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表 3-1 人材の多様化 
 
出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用均等基本調査」の公表データをもとに筆者作成 
 
４．職場における働き方の多様化 
4.1 子育てをしていない労働者をも含めた雇用環境整備への伸展 
両立支援策は、当初「働く女性の仕事と家庭の両立」支援と位置づけられていた。1990年
代以降は少子化対策の視点が加わり、男性の育児休業促進等「子育て世代の仕事と育児の両
立」支援として制度の充実化が図られるようになった。近年は政府が女性活躍を成長戦略に
位置づけたことにより、子育てをしながら働く労働者の両立支援中心から、子育てをしてい
ない労働者をも対象にした「従業員全体の働き方の見直し」策にまで伸展してきた。 
両立支援策としては、育児・介護休業法および次世代育成支援対策推進法により、男女労
働者の育児休業取得、短時間勤務制度導入、所定外労働の制限、フレックスタイム制、時差
出勤制度、事業所内保育施設の設置・運営などの促進が進められてきた。 
女性の活躍推進の実現には、働く人すべてが多様な働き方を選択し、能力を発揮できる雇
用環境が必要とされていることから、女性活躍推進法では長時間労働抑制・年次有給休暇取
得促進を規定し、柔軟な働き方として、フレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク導入な
どを企業に促してきた。 
 
4.2 子育てをしている従業員が育児時間を確保できる多様な働き方 
育児のための所定労働時間の短縮措置等の各種制度の導入状況状について、厚生労働省
「平成 30年度雇用均等基本調査」をもとに見ていく。 
「制度あり」と回答している事業所の割合は 69.0％である。制度の導入状況は、「短時間
勤務制度」が 65.1％、「所定外労働の制限」が 60.3％、「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」
が 38.0％、「育児の場合に利用できるフレックスタイム制度」が 15.4％となっている。 
法律 規定内容
性別を理由とする差別の禁止
間接差別の禁止
両立支援 育児・介護休業法 育児休業 育児社員の増加
契約社員・嘱託　149万人（2009）→183万人（2018）
派遣社員の増加　72万人（2009）→85万人（2018）
パート・アルバイトの増加　906万人（2009）→1143万人（2018）
労働者の非正規化の進展
　非正規労働者数
　1200万人（2009）→1451万人（2018）
⇒人材の多様化
　・非正規社員の増加
影響
女性の
活躍推進
男女雇用機会均等法 女性正社員の増加
女性管理職の増加
女性が少数派だった職務で職域拡大
⇒ 人材の多様化
　・職場の女性化
　・女性の職務の多様化
　・労働時間に制約のある正社員の増加
女性労働者に対する特例措置
（ポジティブ・アクション）女性活躍推進法
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4.3 多様な正社員制度の普及 
労働者の WLBの実現、企業による優秀な人材の確保・定着を同時に可能とするような、労
使双方にとって望ましい多元的な働き方として、厚生労働省を中心に職務、勤務地、労働時
間を限定した「多様な正社員」の普及が図られている。 
厚生労働省「平成 30 年度雇用均等基本調査」によれば、多様な正社員制度を導入してい
る事業所割合は 23.0％である。各種制度ごとの導入状況（複数回答）については、「勤務地
限定正社員制度」が 12.8％、「短時間正社員制度」が 11.8％、「職種・職務限定正社員制度」
が 9.3％と報告されている。 
多様な正社員制度の各種制度がある事業所のうち制度利用者がいた事業所割合は「勤務
地限定正社員制度」が 44.5％、「職種・職務限定正社員制度」が 41.6％、「短時間正社員制
度」が 40.5％となっている。 
また、多様な正社員制度の各種制度がある事業所における制度利用者の割合は、「勤務地
限定正社員制度」が 10.4％、「職種・職務限定正社員制度」が 8.5％、「短時間正社員制度」
が 2.6％であった。それぞれの制度利用者の男女比は、「勤務地限定正社員制度」が女性
51.0％、男性 49.0％、「職種・職務限定正社員制度」が女性 48.9％、男性 51.1％となって
おり、この 2つの制度は性別で差がほとんど見られない。 
一方、「短時間正社員制度」は女性 86.3％、男性 13.7％となっており、女性の比率は男性
の約 6倍にもなっている。 
 
4.4 小括：働き方の多様化 
労働時間に制約のある者の就業継続を支援するための施策を導入する事業所および制度
利用者の増加により、働き方が異なる者が職場に混在するようになり、職場構成に変化がも
たらされていることが明らかとなった（表 3-2）。 
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表 3-2 働き方の多様化 
 
出所：総務省および厚生労働省の公表データをもとに筆者作成 
  
法律 規定内容
育児・介護休業法
所定外労働の制限
(1)子育てをしている社員を対象
・フレックスタイム制
・ 業、終業時刻の繰上げ
・事業所内保育施設の設置・運営
(2)子育てをしていない社員も含めて  対象とする取組み
・ノー残業デー等の導入
・所定外労働の削減
・年次有給休暇の取得促進
・短時間勤務や隔日勤務等
・テレワーク（ＩＴを利用した 宅勤務、直行直帰など）の導入
女性活躍推進法
柔軟な働き方の促進
フレックスタイム制、 宅勤務、
テレワーク等
影響
短時間勤務制度
育児社員の増加
フルタイム勤務以外の働き方の増加
ワーク・ライフ・
バランス推進
両立支援
次世代育成支援
対策推進法
労働時間、労働場所の制約緩和
⇒ 働き方の多様化
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第４章 女性の管理職登用・昇進に関する理論的要因 
１．本章の目的 
本章の目的は、研究課題 第 4の「女性の管理職登用および管理職昇進に関する既存の
研究を概観し、女性の活躍推進に関する促進要因・阻害要因を整理する」ことである。 
管理職登用における男女差について、労働需要側要因と労働供給側要因の 2つに区分の
うえ、前者では日本的雇用慣行が女性基幹的業務から遠ざける理由を説明する。後者では
女性の昇進意欲が低いのは女性自らの選択の結果であるとする議論や、日本的雇用慣行の
副作用である可能性について説明する。 
女性の昇進意欲に関する先行研究では、昇進意欲を規定する要因を個人的要因、組織要
因、職場・仕事要因の 3つに区分して説明する。 
 
２．管理職登用における男女差に関する先行研究 
女性の管理職登用率が低いことに関する研究について、労働需要側要因と労働供給側要
因の 2つに区分のうえ、各々について概観する。 
 
2.1 労働需要側要因に基づく研究 
労働需要側の視点からの研究は、女性労働者が差別される理論、あるいは日本的雇用慣行
に着目し、なぜ女性の多くが基幹労働者となり得ないかについて検証しているものが多い。 
人的資源管理論アプローチからの研究から、女性管理職比率が低い主な原因は日本的雇
用慣行にある。日本的雇用慣行の第 1の特徴は男女別の雇用管理（性別雇用管理）のあり方
である。雇用側は、女性の早期離職率が男性よりも平均的に高く、教育訓練コストが回収で
きない可能性を見越して、採用人数や教育訓練機会をより男性に偏重する。雇用側は長期雇
用を前提とする男性社員に管理職昇進を可能とする教育訓練を行いながら基幹的業務を担
当させ、女性社員には短期雇用を前提に補助的・定型的な業務、あるいは女性に向いている
とされる業務を担当させる（性別職務分離）。これにより女性社員は男性同等の処遇を得る
ことができず、仕事経験や昇進可能性において男女の不平等が生じるのである。この男女別
の雇用管理の副作用として、女性の就業意欲や昇進意欲が低下する。これにより男女別の雇
用管理は強化されてきた。 
川口（2008）、濱口（2015））、山口（2017）らは日本的雇用管理制度が女性活躍推進の主
な原因であると指摘している。川口は「日本的雇用制度は女性差別なしには成り立たない」
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（同：156）と述べている。具体的には「企業における女性差別的雇用制度」、「家庭におけ
る性別分業」、「WLBを妨げる社会経済制度」の 3つの制度が相互依存関係にあり（同：18）、
それが男女間格差を生み出すと主張している。川口（同：136）が示す相互依存関係とは以
下のとおりである。企業が女性の高離職確率をもとに女性を差別し、男性を優遇することが、
実際に家庭での性別分業を生み、女性の離職確率を高める。これが「企業における女性差別
的雇用制度」と「家庭における性別分業」の相互依存関係である。また、多くの企業が男性
を活用して WLBを無視した取引交渉を行うと、WLBに配慮した取引交渉を行う企業の利潤が
低下し、結果的に企業は WLBを無視した取引交渉を行わざるを得なくなることを示した。こ
れが「企業における女性差別的雇用制度」と「WLBを妨げる社会経済制度」の相互関係であ
る。そして片稼ぎを選択する家庭が多いほど、WLB 政策への支持が少なくなり、WLBが貧弱
になる「家庭における性別分業」と「WLBを妨げる社会経済制度」の相互関係を示している。 
同様に山口（2017）も「女性活躍推進の遅れの主な原因が日本的雇用制度・慣行にある」
（同：30）と主張している。日本企業の WLBを無視した長時間労働や強い規範的拘束の慣行
が、伝統的家庭内性別分業が強固な日本では多くの女性が就業継続を断念し、高い結婚・育
児離職率を生み出していると指摘している。結果として、企業は高離職確率による人材投資
における女性差別を合理的とみなし（統計的差別）、大多数の女性には長時間労働や強い拘
束を免除する代わりに女性への人材投資を控え、一般職者として扱う仕組みを運用してき
たことが、女性を基幹的業務から遠ざける要因だと述べている。 
日本的雇用慣行の第 2の特徴は日本企業の遅い昇進制度である。女性の昇進前の結婚・出
産によるキャリア中断や両立支援制度利用から生じる、勤続年数、労働時間、仕事経験にお
ける周囲との差が、管理職昇進に不利に働くのである。西川（2015）は日本企業における女
性管理職比率が低いことを指摘し、女性管理職比率の改善のためには、「『日本的雇用慣行』
（勤続年数への拘り、遅い選抜、長時間労働等）」の見直しが必要と述べている。遅い選抜
方式は「製造業等に従事する長期雇用を前提とした『男性の正規の職員・従業員』」をモデ
ルとしており、女性のライフステージ等に配慮した方式ではないため、女性の管理職昇進に
極めて不利に働くと結論付けている。 
日本的雇用慣行の第 3 の特徴は正社員に求められる労働時間や勤務地の無限定的な働き
方である。長時間労働や転居を伴う転勤を、一般的に家族的責任をより重く担う女性は引き
受けることが難しい。そのため女性が両立しやすい働き方を選択し（合理的選択）、男性並
みの長時間労働で貢献できなければ、その女性はフルメンバーとみなされず、管理職昇進に
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不利に働くのである。例えば山口（2017）は、長時間労働が管理職昇進へ間接的な影響を与
えていることに関する研究のなかで、加藤・川口・大湾ら（Kato, Kawaguchi, Owan 2013）
が「就業時間の管理職昇進への影響には男女差があり、長時間労働は男性の昇進率には影響
しないが、女性の昇進率を高める」（山口 2017：63）と論じていることを報告するとともに、
自らも検証を行い「男性以上に女性に対して長時間労働が管理職要因になっている」（同：
81）と結論付けている。 
濱口（2015）は、日本は全人格的に会社のために働けるかという献身度・忠誠度が評価さ
れる「メンバーシップ型社会」であるとしたうえで、一般的に家族的責任をより重く担う女
性労働者はこの点で不適格者であり、日本の雇用システムは女性労働者が男性正社員なみ
の処遇を得にくい構造であることを指摘している。また筒井（2015）は、少子化・未婚化の
要因を分析し、「共働き社会」化が少子化の根本的な解決策と主張している。そのために必
要な女性の労働環境について論じるなかで、「共働き社会」化に必要な女性の労働参加につ
いて、男性正社員中心の雇用システムである職務内容・勤務地・労働時間の無限定性が女性
を基幹業務から排除していると指摘し、男女が共に働ける社会である「共働き社会」が女性
に男性同等の働く機会を保障する社会であると提言している。大湾秀雄も日本経済新聞朝
刊（2014年 8月 13日付）にて、日本の女性の社会進出を阻む制度的要因として、長時間労
働の規範、遅い昇進制度、家庭内分業の社会的規範を挙げ、それら 3つの制度的要素が補完
性を有し、互いの誘因を強めていると述べている。 
1986 年以降は、男女雇用機会均等法へ対応するため大企業を中心にコース別雇用管理制
度が導入され、一部の女性は総合職として男性同等の能力開発機会が得られたが、労働慣行
や転勤制度をそのまま女性総合職に当てはめた結果、多くが離職した。濱口（2015）は、日
本型雇用システムは無制限の労働義務と引き換えに職業人生の安定を得てきた男性正社員
がモデルであり、それをそのまま総合職女性に当てはめることにより、総合職女性の多くは
疲弊し、定着できず離職したため女性管理職も増加せず、女性活躍推進も進まなかったと分
析している。結果として女性総合職は定着できず、女性管理職も増加せず、女性の活躍推進
につながらなかった。 
一方で、女性に対する手厚い両立支援策は女性の定着につながったが、両立支援制度を利
用することで生じるキャリア形成の遅れが、女性の管理職昇進に不利に働いている。荻原
（2006）は、日本では国による労働時間に対する厳しい上限や規制がない中で両立支援策に
盛り込まれた多様な働き方を選択すると、昇進・昇格や賃金などに納得のいかない処遇格差
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が生まれることを明らかにし、夫よりも重い家族的責任をもつ「働く母親」がキャリアや所
得、業務上のダメージをかぶる結果として女性の活躍が阻まれていることを指摘している。 
このように、労働需要側の視点からの研究では、人事制度・施策の観点から、日本的雇用
慣行が女性の活躍推進を阻害している状況が数多く報告されてきた。 
 
2.2 労働供給側要因に基づく研究 
次に、労働供給側の視点からの研究は、女性の昇進意欲が生得的に高くないことを示唆す
るものや、男女均等でない処遇が女性の就業継続・昇進意欲を低下させるのだとする研究、
また就業継続支援不足に起因する女性のキャリア形成に対する諦念感に関する研究が蓄積
されている。 
まず、女性の管理職登用が低調であるのは、女性が自らの価値基準に沿った選択の結果で
あると論じる研究がある。人的資本論では「女性の家族責任を前提に、女性の職業選択を合
理的なもの」（宗方・渡辺編著 2002：182）として見ており、「女性は家庭責任を犠牲にしな
くてもすむ、本人に都合のよい仕事を自ら選んでいる」（同）という議論を展開している。
社会化理論では、人は幼児期からの社会的学習を通して性役割を獲得し（同：184）、「女性
は自発的に昇進や高賃金よりも家族責任と両立しやすい職業を選ぼうとするのに対し、男
性は公的成功の機会を優先して職業を選ぶ」（同：185）傾向を示している。つまり、初めか
ら男性並みの働き方を選択しないため、管理職登用につながる基幹労働者になりえないと
言うのである。 
また、競争に対する生得的な性差が女性の昇進意欲に影響している可能性を示唆する研
究もある。心理学では、競争への関心や選択には生得的な性差があり、女性は「競争より人
間関係を重視する傾向」（同：184）が見られ、そのことが女性のキャリアの節目に大きく影
響し、昇進をためらうなどの行動につながると示唆する。選好理論では、女性の仕事とライ
フ・スタイルに関する選好は、「家庭思考」「適応型」「仕事志向」の 3つのグループに分類
できる（Hakim2000）とし、この中で昇進意欲を持つとする「仕事志向」は全体の 20%ほどで
あるとしている。以上の理論から、女性の昇進意欲が低いのは、自らの選択の結果であると
いう見方がある。 
一方で、日本的雇用慣行における処遇の男女差が昇進意欲を低下させるとする研究があ
る。仕事の内容そのもの（職務特性）、処遇、評価の不平等感が昇進意欲を削ぐことが指摘
されている。例えば、アメリカの Center for Work-Life Policy（2011）の高学歴の女性を
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対象とした調査で、育児を離職理由に挙げたのはアメリカの女性では 74％であるのに対し、
日本の女性は 32％であった。仕事への不満を離職理由に挙げたのはアメリカの女性では
26％であるのに対し、日本の女性では 63％であった。このように日本の女性は育児よりも
仕事への不満、行き詰まり感を離職理由に挙げる割合が高い結果から、「企業は、女性は結
婚や出産で離処するとして男性と同じキャリア形成の機会と提供してこなかった。それが
逆に高学歴女性の離・転職を促してしまっている」（大沢 2015：22）と結論付けている。 
さらに大沢（同）は、日本女性の労働力率は 30代に低下することから、日本の女性は結
婚・育児のために離職すると受け止められているが、実際にはそれ以上の仕事の不満・行き
詰まり感が離職の主な理由であると言及している。大沢は女性とキャリアに関する調査結
果をもとに、高学歴女性が初職を辞めた理由について、1970-1980年に生まれた多くの女性
は「他にやりたい仕事があった」、「仕事に希望が持てなかった」という理由が多いと報告し
ている。 
坂田（2019）は性差別のうち好意的性差別に着目し、一見差別だと認識されにくい好意的
性差別22が女性の自尊心を低下させ昇進意欲の低下をもたらすと指摘する。好意的性差別が
女性に及ぼす影響に関する調査分析をもとに、好意的性差別経験が「自分は補助的な仕事の
まま留め置かれてキャリアアップの可能性がない」という認知を高め、それが自尊心を低下
させ、間接的に昇進意欲を低下させると結論付けている。 
そして、労働時間や勤務地の無限定的な働き方に疲弊し（筒井 2015）、管理職昇進へのメ
リットが見出せなくなる（三菱 UFJ & コンサルティング 2015）など、日本的雇用慣行の副
作用として就業継続・昇進意欲の低下も示唆されている。また、女性管理職がいまだ少数で
あるため周囲にロールモデル的な女性管理職が不在（21世紀職業財団 2013、同 2015）であ
ること、あるいは引き上げてくれる上司の不在（安田 2012、21 世紀職業財団 2013、高村
2017 ら）が、昇進意欲を向上させない要因であることも示されている。さらに職場の就業
 
22 女性に対する差別的態度の考え方には、ペーター・グリックとスーザン・フィスクが提唱す
る両面価値的性差別主義（ambivalent sexism）という概念がある（坂田 2019：46）。ペータ
ー・グリックとスーザン・フィスクによれば性差別主義には敵意的性差別主義と好意的性差別
主義があり、前者の敵意的性差別とは「女性がセクシャリティやフェミニズムによって男性を
統制して男性が持つ勢力を奪おうとしているという敵対的な男女関係の見方や女性に対する反
感を表す」（同）ものである。後者の好意的性差別主義とは「一見すると女性を崇拝する態度の
ように見えるが、実際には女性を男性よりも弱いものと捉え、母や妻などの伝統的な女性役割
に適した存在とみなす。結局は女性を伝統的女性役割に押し込め、現在の男女格差を『心地よ
く』合理化する働きを持つ」（同）ものである。 
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継続支援制度の未整備や職場の理解不足、家庭環境のサポート不足のために昇進をあきら
めざるを得ない（中野 2014）現状も報告されている。 
以上、労働供給側の視点から昇進意欲の生得的な性差が女性管理職の少ない理由の１つ
と示唆されていることや、男女均等ではない処遇や好意的性差別、および育児・両立支援不
足が女性の昇進意欲を低下させることが指摘されている。 
 
2.3 小括：女性の管理職登用・昇進に関わる要因 
これまで女性管理職登用が進まなかった背景には日本的雇用慣行があり、それに起因す
る要因（表 4-1）として、第 1に女性の勤続年数が短いことが挙げられる。雇用側は採用・
訓練コストを抑えるために男女別の雇用管理を行い、男性社員を基幹的業務に配置し、一方
で女性社員は男性同等の処遇が得られず、能力形成や昇進可能性において男女の不平等が
生じてきた。第 2に、その処遇の男女差が女性の就業継続意欲・昇進意欲の低下につながっ
ている。第 3に、たとえ女性社員が男性同等の能力形成機会が得られたとしても、長時間労
働や両立支援不足が、仕事と家庭の両立困難な状況を生み出し、就業継続や昇進を断念する
女性が少なくない。 
第 4に、結果として、管理職に就くための経験や在職年数等を満たす女性社員の不在とい
う状況を招き、女性の管理職登用が進んでいない状況が確認できた。 
 
表 4-1 管理職登用・昇進における男女の差異に関連のある要因 
 
出所：筆者作成 
 
 
 
 
視 
性別雇用管理（統計的差別、性別職務分離）
遅い昇進制度（女性の出産・育児時期との重なり）
労働環境（長時間労働、転居を伴う転勤など）
人的資本論（個人の合理的な選択）
社会化理論（ジェンダー規範の内面化）
女性の勤続年数が短い
女性の就業・昇進意欲低下
競争に対する生得的性差の存 女性は競争より人間関係を重視する傾向あり
両立支援制度の未整備 仕事と家庭の両立困難
管理職登用における男女の差異が生じる要因
労働需要側 日本的雇用慣行
労働供給側
労働者の選好
日本的雇用慣行の副作用
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３．女性の昇進意欲に関する先行研究 
女性の昇進意欲をめぐる議論は、女性の管理職昇進を阻害するものは何かという文脈の
なかで行われてきた。これまで昇進の男女差、および昇進獲得の規定要因に関する研究は数
多く蓄積されてきた一方、昇進意欲そのものの研究蓄積は少ない。川口（2012）も実際の昇
進における男女差に関する研究の蓄積はあるが、「昇進意欲の男女差に関する研究はこれま
でのところほとんどない」（同：43）と指摘している。 
本節では女性の昇進意欲に関する研究について、個人的要因、組織要因、職場・仕事要因
の 3つに区分のうえ、各々について概観する。 
 
3.1個人的要因に基づく研究 
個人的要因に基づく研究について、さらに雇用管理関連要因、家族要因、意識要因に区分
して見ていく。 
 
3.1.1 雇用管理関連要因 
「性別」と昇進意欲の関係性では、女性の昇進意欲は入社時・それ以降、およびいずれの
年齢区分でも男性と比較して低いことが多くの調査研究から明らかにされている。21 世紀
職業財団（2015）は入社時もそれ以降も、女性は男性に比べて昇進意欲が低いと報告してい
る。このことは高村（2017）が仕事経験をとおして男性では管理職への希望が高まる一方で
女性は管理職への希望が失われる傾向にあるという分析からも裏付けられる。女性の昇進
意欲は、個人属性や企業、職場の状況など様々な要因をコントロールしても男性と比べて低
い（川口 2012、武石 2014a、21世紀職業財団 2015）。 
「年齢」と女性の昇進意欲の関連性について、既存の研究からは一致した結論が得られて
いない。例えば安田（2009）では明確に管理職になりたいと回答している割合が最も高いの
は 25～29歳の年齢層で、次いで 35～39歳、25歳未満、30～34歳であることを観察してい
る。一方で 20 代より 30 代で昇進意欲を持つ傾向を確認している研究（川口 2010、武石
2014a、横山 2014、西村・呼 2017 ら）も見られる。これについては、昇進意欲がない女性
は 20代で退職している可能性が示唆されている（川口 2010、武石 2014a）。西村・呼（2017）
は年齢的に管理職になる可能性が高いことや、政府の女性活躍推進策が女性の就業意欲の
刺激になっている可能性を示唆している。 
「学歴」と昇進意欲の関連性をみると、大卒者の方がそれ以外の学歴の者より昇進意欲が
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高い傾向が見られる（川口 2012、伊岐 2014、武石 2014a、同 2014b）。 
「現在の職位」も昇進意欲との関連性が見られ、現在の職務上の地位が役付きのポジショ
ンに就いている場合、昇進意欲を高める効果が報告されている（川口 2010、武石 2014b、伊
岐 2014）。係長・主任相当職など管理職一歩手前までの昇進が昇進意欲を高めることにつな
がっていることが伺える。 
「管理職になることの便益・費用」が昇進意欲へ与える影響も男女で異なることが報告さ
れている。横山（2015）は便益について、男性は管理職になり権限が拡大することを管理職
になることの便益と捉え、昇進意欲を高める傾向がある一方、有配偶女性ではそのような傾
向が見られないことを確認している。また、管理職になることの費用であると考えられる、
長時間労働や困難さは、男性の場合状況によっては逆に昇進意欲にプラスの影響を与える
のに対し、有配偶女性では、管理職になることの費用は昇進意欲と有意な関係が見られなか
ったと述べ、管理職になることの費用や便益は昇進意欲と有意な関係が見られないことを
確認している。 
 
3.1.2 家族要因 
既存の研究では、育児をしながら働く女性への無理解・支援の不足と、過度な配慮が昇進
意欲を低下させるという二面性が確認されている。したがって、結婚していることや子ども
がいることは女性の昇進意欲を下げる要因と考えられるが、家事・育児負担と女性の昇進意
欲との関連性について検討した既存の研究からは、一致した結論が得られていない。 
「結婚」していることと昇進意欲の関連性について、川口（2010）では結婚している女性
のほうが独身女性より昇進意欲が高いと述べているが、後に同（2012）では結婚や出産と昇
進意欲との関係は強くないことを導き出している。しかし、武石（2014a）は配偶者がいる
ことは、女性の昇進意欲を低めることを確認している。 
また、「子どもがいる」ことと昇進意欲の関連性についても、川口（2010）は子どもの多
い女性ほど昇進意欲が低い傾向があると述べており、昇進意欲喪失の要因を探った西村・呼
（2017）では「末子が 3 歳～6 歳の場合、末子が 12 歳以上及び子供がいない場合に比べて
昇進意欲を失う確率が 8 倍強」（同：43）であることを確認している。しかし安田（2009）
では、むしろ子どもがいる女性の方が昇進意欲が高いという逆の結果を示している。一方、
伊岐（2014）や武石（2014a）では子どもの有無、数は昇進意欲に影響ないことを確認して
いる。 
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「家事・育児両立負担」については、安田（2012）は男女ともに仕事と生活の調和が取れ
ていないために昇進希望が弱くなるという関係は観察されなかったと報告している。さら
に安田（同）は家事関連の時間が長いほど男女とも昇進意欲が高まっていることを確認し、
「家事関連時間が長く、自己規律が取れている社員は昇進意欲も高いのかもしれない」（同：
150）ことを示唆している。伊岐（2014）も上述したとおり子どもの有無、数は昇進意欲に
影響ないことを示したうえで両立負担そのものが昇進意欲を減退させるわけではないだろ
うと論じている。 
 
3.1.3 意識要因 
「元々の昇進意欲」が現在の昇進意欲と強く関係していることが明らかにされている。21
世紀職業財団（2013、第 4章）では学校を卒業する時点でキャリア意識が元々高かった女性
は、現在も昇進意欲が高い者の割合が高いことを観察している。横山（2015）も有配偶女性
を対象とした調査において、「もともとの昇進意欲は現在の昇進意欲に男女ともにプラスの
影響を与えており、家事育児負担の実際の軽重というよりは、もともとどういうキャリアを
築きたいかという意識の方が現在の昇進意欲と関係すると言える」（同：40）と述べている。 
「元々の就業継続意識」と現在の昇進意欲にも関連性が観察されており、21 世紀職業財
団（2013、第 3章）は学校卒業時に就業継続意識がある女性は昇進意欲が高いことを明らか
にしている。 
「昇進見込み」も昇進意欲との関連性があり、昇進見込みが高ければ昇進意欲も高まる傾
向が報告されている。山本（2000）は主観的な昇進見込みの規定要因を検討するなかで、男
性であると昇進見込みを高く認知することや、職位が低いほど昇進見込みを低く認知する
などの知見を得ており、このことは先に述べた雇用管理関連要因の「性別」、「現在の職位」
と昇進意欲の関連性の強さを示している。21 世紀職業財団（2013、第 5 章）も昇進意欲は
昇進見込みと深くかかわっており、昇進見込みとモチベーションの関係を見ると、「今より
も昇進する見込みがある」、「自分の努力次第で昇進できる」と認識されている場合には統計
的に有意に現在のモチベーションは高まると述べている。 
また、「職務遂行上の意識」では、男女均等処遇を希望している女性は昇進意欲が高く、
WLBを希望している女性は昇進意欲が低い傾向があること（安田 2009）や、自身がスペシャ
リストタイプの社員であると認識している女性正社員は管理職希望が弱い（同 2012）など
を明らかにしている。 
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3.2 組織要因に基づく研究 
組織的要因に基づく研究について、さらに制度、性別構成割合に区分してみていく。 
 
3.2.1 制度 
女性の昇進意欲を高めるためには、意欲を持って働き続けられる環境整備がまず挙げら
れる。既存の研究では女性の家庭責任への支援状況、企業の両立支援策および能力開発支援
策に着目し、就業継続意欲や昇進意欲を高める要因の検証が進んでいる。 
組織要因に基づく研究では、主として組織のポジティブ・アクション施策・両立支援策な
ど制度の導入状況と昇進意欲の関連性について検討しているものが多い。 
「ポジティブ・アクション施策」と昇進意欲の関連性について、川口（2012）はポジティ
ブ・アクションに積極的に取り組む企業では、女性のみならず、男性も昇進意欲が高いと述
べているが、武石（2014a）はポジティブ・アクションの施策導入の効果は限定的だとして
いる。 
「両立支援施策」と昇進意欲の関係性については、川口（2012）は利用実績のある両立支
援施策数は女性の昇進意欲とは有意な関係性がないことを明らかにしており、同様に武石
（2014a）も両立支援の施策導入の効果は限定的だと述べている。一方、21 世紀職業財団
（2013、第 5章）では、育児をしながら働く女性を対象にした調査で育児復帰支援制度は昇
進意欲を高めるのに有効であることを確認している。 
組織のポジティブ・アクション施策・両立支援策など制度の導入が昇進意欲に与える効果
について結論は得られていないが、武石（2014a）は制度導入によりプラスの効果を得るに
は各制度を実施するだけでは不十分で、女性従業員の認識を伴って初めて効果があること
を指摘している。また 21世紀職業財団（2013、第 5章）は女性のライフステージのなかで
産前産後休業・育児休業からの復職時に、もともと就業継続意欲を持っていた総合職女性に
は家庭との両立支援が効果的であり、各制度が昇進意欲にプラスの効果を与えるには制度
利用におけるタイミングが重要であることを示唆している。同様に、西村・呼（2017）も「企
業による両立支援の利用はそれ自体では効果を持たないが、女性活躍支援と併用すると女
性の意欲創出につながる」（同：46）こと、また「それらの内容が従業員のニーズと合致し
ていることが条件である」（同）と主張している。 
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3.2.2 性別多様性（女性比率） 
組織単位・職場単位の性別多様性（女性比率）に基づく研究の 2つに区分して概観する。 
組織レベルにおける、女性社員比率や女性管理職比率と昇進意欲との関連性に関する研
究には、川口（2010）、同（2012）、武石（2014a）、西村・呼（2017）などがある。しかし、
その結論は一致していない。 
「女性社員比率」と昇進意欲の関連性について、川口（2010）は女性社員比率と女性の昇
進意欲には有意な関係がないとしているが、川口（2012）や武石（2014a）では女性社員が
多い企業では女性の昇進意欲は高くないことを明らかにしている。これについて武石
（2014a）は女性が多いことがマミートラックを創り出し、女性の意欲低下をもたらす可能
性を示唆している。 
「女性管理職比率」と昇進意欲の関連性について、川口（2010）および同（2012）は女性
管理職が多い企業では 20代女性の昇進意欲が高いことを確認している。一方で、西村・呼
（2017）は「管理職に占める女性比率は最も低い 5%未満の業種に比べて 5%以上 15%未満、
15%以上で意欲が創出される確率が低くなっている」（同：44）ことを確認し「女性比率が高
い方が目標となるロールモデルが見つけやすく昇進意欲につながるかと考えたが反対の結
果となった」（同）と述べ、女性比率よりも業種の特性が反映された可能性を示唆している。 
職場レベルの研究では、昇進意欲を直接観察するのではなく、職場の多様化の心理的影響
について議論する研究がある。たとえば村尾（2010）は職場の女性化・非正規化が、正社員
の現在の職位以上に昇進できるかどうかという「昇進見込み」に及ぼす影響を検討した。村
尾（同）は、職場の「性別構成」や「主要業務の女性比率」などの職場構成変数が、主観的
な昇進見込みへ与える影響に着目している。職場の女性化が昇進見込みに与える影響は、単
に職場の女性比率が高い場合には昇進見込みを高く評価する人が多く、一方で自分の主要
業務の女性比率が高い場合には昇進見込みは低いと答える人が多いという結果を得ている。 
 
3.3 職場・仕事要因に基づく研究 
職場・仕事要因に基づく研究について、職場要因、仕事要因に区分してみていく。 
 
3.3.1 職場要因 
「ロールモデル」の重要性について、21世紀職業財団（2015）は男女ともに、手本とした
い同性の存在があると昇進意欲が高くなることを確認している。同（2013）では第一子出産
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前も現在も「自分が目標するような女性がいる」という回答群の昇進意欲がとくに高いこと
を明らかにしている。 
「職場の平均退社時間、残業の状況」と昇進意欲の関連性について、同（2015）では、「男
性の平均退社時間がせめて 20 時台までであること」、さらに入社時に昇進意欲がなかった
女性が昇進意欲を持つには「男性の平均退社時間は 19時台までであること」などを明らか
にしている。 
「管理職の労働時間」について、川口（2010）は女性の昇進意欲とは有意な関係がないこ
とを確認している。 
「上司の部下マネジメント」について、面倒見の良い上司との出会いが昇進意欲を高める
効果が報告されている（安田 2012、21世紀職業財団 2013、高村 2017）。とくに出会う時期
によって効果が異なり、21 世紀職業財団（2013）は育児休業からの職場復帰時に「いい上
司」と出会った効果はもともと就業継続意識が低かったグループにおいて、より大きいこと
を確認している。高村（2017）も上司の WLBに配慮した部下管理は、昇進意欲が高い人の初
期キャリアにおける昇進意欲を維持することに有効であるが、徐々に昇進意欲を上昇させ
てきた人に対して、WLB に配慮しすぎる管理は昇進意欲の向上につながらないことを示唆し
ている。さらに 21世紀職業財団（2013）は「上司が少し困難な仕事を任せる」ことが昇進
意欲を高めること、総合職では家庭との両立支援が重要、一般職では上司の育成意欲が重要
であることも指摘している。 
「職場風土・職場の雰囲気」が昇進意欲へ与える影響について、21世紀職業財団（2013、
第 7章）では、出産後復帰時の職場が、「職場の同僚間のコミュニケーションは良好である」
と、昇進意欲が高い人の割合が高いことを明らかにしている。同様に西村・呼（2017）も「職
場の人間関係に満足していることは満足していない場合に比べて昇進意欲を失う確率が約
半分になる」（同：43）ことを確認し、職場の雰囲気の重要性を示唆している。 
「性別職務分離」について、高村（2017）は男女の仕事経験を比較し、とくに「プロジェ
クトのサブ・リーダー担当」、「プロジェクトのリーダー担当」、「社員の育成に責任を持つこ
と」、「海外駐在・研修、長期出張」に関しては男女の経験の差が大きいことを観察している。
このように同じ職位、職場においても性別職務分離がある。高見（2017）は男性の残業が少
ない企業では女性も基幹的職務に就きやすいことを観察し、常に残業ありきの企業では、残
業の多い部署に男性、残業の少ない部署に女性を割り当てるという性別職務分離につなが
り、その結果、女性の昇進意欲が阻害されている可能性を示唆している。村尾（2017）は直
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接昇進意欲を観察してはいないが、係長への昇進確率にジェンダーや職場構成が与える影
響について検討を行っている。その結果、職場の男女均等度が高いことは係長以上への昇進
確率を著しく引き下げる効果があることを導き出している。このことから、「男女の別なく
活躍できる職場が、昇進確率の低い、職業的キャリアの行き止まりのような場所に多く存在
している一方で、昇進確率の高い職場では男女均等度が低い」（同：16）との見解を示して
いる。 
組織行動論では、組織と個人の関りに焦点を当て、仕事の内容そのもの（職務特性）が個
人の職務満足感を高め、そのことが職務遂行への動機づけにつながるとされている。また、
入社時から管理職を目指していたわけではなかった女性管理職の多くの行動特性および心
理特性には職場環境が大きく関わっている。管理職の地位を獲得するまでに職務遂行上で
男性同等の処遇を受けたことや、引き上げてくれる上司の存在などが職務満足につながり
キャリア展望を高めたこと、社内ネットワークへのアクセスから得られるメリットなどが
示唆されている。 
 
3.3.2 仕事要因 
仕事要因に基づく研究には、仕事経験が就業継続意欲や昇進意欲を高める要因を検証す
るものや、女性のキャリアパス（配置・移動・仕事経験）を分析し、就業継続意欲や昇進意
欲の変化、および昇進可能性を検証した研究も蓄積されている。 
「仕事を面白いと感じた経験」と昇進意欲には関連性について、21世紀職業財団（2015）
は入社時に昇進意欲があった女性の昇進意欲を維持するには「仕事を面白いと感じた経験
が大事である」と述べている。 
また「仕事の満足度」と昇進意欲との関連性については一致した結論が示されていない。
21 世紀職業財団（同）は男性には関連性が見られるが女性には関連性が見られないことを
示している。一方、西村・呼（2017）は「仕事内容に満足している場合は、そうでない場合
に比べて約 2倍の確率で昇進意欲が創出される」（同：44）ことを確認し、「女性の昇進意欲
と仕事内容は密接な関係にある」（同）と主張している。このように 2つの異なる主張が述
べられている。 
「基幹的、あるいは挑戦的な仕事経験」は昇進意欲を高める（21世紀職業財団 2013、高
見 2017、高村 2017、西村・呼 2017）。西村・呼（2017）は「リーダーの経験がある場合はそ
うでない場合に比べて、昇進意欲が創出される確率が 1.8～1.9倍高い」（同：44）ことを確
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認している。高見（2017）は基幹的職務の経験が多い総合職女性は基幹的職務経験の少ない
総合職女性よりも昇進意欲が相対的に高いという結果を得ている。ただし、高村（2017）は
意欲のない人に挑戦的な仕事をさせると、昇進意欲を低下させる可能性が高いが、意欲のあ
る人に挑戦的な仕事経験がなければ意欲が低下してしまうとも指摘したうえで、昇進意欲
を高めるためには長期的なキャリア展望を示すことが有効となる可能性が高く、キャリア
展望を示しながら挑戦的な職務を与えることの有効性を示唆している。21 世紀職業財団
（2015）は「上司が少し困難な仕事を任せる」ことで昇進意欲が高くなることを観察してい
る。「基幹的やあるいは挑戦的な仕事経験」の効果について、高見（2017）は基幹的職務の
経験は「自分の職業能力に対する自信」につながり、「総合職の女性において、企業におけ
る基幹的職務の経験を多く積むほど、自分の能力への自信が高まり、それが管理職を目指す
意欲も育むという関係がうかがえた。」（同：106）と論じている。同様に西村・呼（2017）
も「実際にリーダーの役割を担うことが仕事の面白さや自信につながる」（同：43）可能性
を示唆している。 
「仕事特性（仕事の負荷、裁量性など）」と昇進意欲にも関連性があることが報告されて
おり、21世紀職業財団（2015）は現在の仕事が難しい・責任が重い・量が多いなど困難を感
じている場合、女性は昇進意欲を低下させることを確認している。安田（2012）は仕事特性
が昇進意欲へ与える影響が男女で異なることを観察しており、「男性は企業の仕事や職場特
性が昇進希望に大きな影響を与えており、チーム作業で仕事を行う職場では昇進意欲が低
く、反対に裁量性が高い職場で働く男性は昇進意欲が高い傾向」（同：149）が観察された一
方、「勤務する企業の仕事や職場特性は女性の昇進希望に大きな影響」（同）が見られないこ
とを確認している。 
 
４．小括：女性の昇進意欲に関わる要因 
女性の昇進意欲に関わる要因（表 4-2）として、第 1に、女性の昇進意欲は男性と比較し
て大幅に低いことが明らかにされている。 
第 2に、昇進希望を規定する要因は男女で大きく異なる。仕事特性（仕事の負荷、裁量性
など）や、管理職なることの便益・費用と昇進意欲は、男女で異なる傾向が見られる。 
第 3 に、企業の女性活躍推進や両立支援の施策導入が女性の昇進意欲に与える影響は限
定的である。 
第 4に、上司の部下マネジメントは女性の昇進意欲に大きな影響を与える。 
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第 5に、基幹的業務や挑戦的な仕事の経験は女性の昇進意欲を高める。 
第 6に、もともとの昇進意欲が高い人は現在の昇進意欲も高い傾向にある。 
第 7に、すでに係長・主任に昇進している人、あるいは女性管理職比率が高い企業では昇
進見込みも高まることから昇進意欲が高くなる。 
第 8に、職場の女性比率や女性管理職比率と女性の昇進意欲には一部関連が見られる。 
第 9に、先行研究で昇進意欲との関係性の議論が一致していないのは、家族要因と性別多
様性（女性比率）の影響、仕事の満足度である。これらの要因について異なる知見が示され
ている。 
 
表 4-2 女性の昇進意欲と関連のある要因 
 
出所：筆者作成 
  
視 昇進意欲との関係
性別 －
学歴、職位 ＋
年齢 ＋または関連なし
家族要因 既婚、子、家事・育児負担 ＋または－
もともとの昇進意欲、昇進見込み ＋
男女均等処遇の希望 ＋
ポジティブ・アクション施策数 ＋または限定的
両立支援施策数 ＋または限定的
正社員に占める女性比 関連なしまたは－
管理職に占める女性比 ＋または－
ロールモデル ＋
職場の平均退社時間、残業の状況 ＋
上司の部下マネジメント ＋
職場風土・職場の雰囲気 ＋
仕事が面白いと感じた経験 ＋
仕事経験（基幹業務、挑戦的な仕事） ＋
仕事特性（仕事の負荷、裁量性など） ＋
職場・仕事要因
職場要因
仕事要因
昇進意欲に影響を及ぼす要因
個人的要因
雇用管理関連要因
意識要因
組織要因
制度
性別多様性
(女性比 ）
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第５章 職場要因が女性の昇進意欲へ及ぼす影響 
１．本章の目的 
本章では、本論の研究課題 第 5の「職場の多様化と女性の昇進意欲の関係性を明らか
にする」うえで必要な理論的根拠を説明する。 
はじめに、職場レベルに焦点を当てた研究の必要性を述べる。次に職場レベルで女性の昇
進意欲を検証するために「職場の多様化」に着目することを述べる。そして女性の昇進意欲
に関連がある「性別多様性」と「多様化に関する職場風土」に関連する先行研究を概観し、
それらを職場の多様化の検証に用いる根拠を説明する。 
 
２．先行研究の課題 
2.1 性別多様性が女性の昇進意欲に与える影響 
女性の昇進意欲に関わる先行研究の課題に挙げた、性別多様性に関する結論が一致して
いない理由は、第１に分析レベルの違い、第 2に多様性の複数の次元を考慮していないこと
が考えられる。 
第 1の分析レベルは、組織レベルと職場レベルに区分できる。組織レベルで見た場合、女
性の昇進意欲は組織全体の女性社員比率や女性管理職比率との関連性が観察されている。
昇進意欲と女性正社員比率の関係性は、川口（2010）と同（2012）で一致していないが、こ
れは分析対象となる年齢層が異なることによるものと推測される。また、女性管理職比率と
の関係性は、川口（2010）と同（2012）で女性管理職の多い企業では 20代女性の昇進意欲
がほかの年代より高い傾向にあることが確認されている。その逆に、西村・呼（2017）では
女性管理職比率が高まると、女性の昇進意欲が創出されにくいという結果が得られている。 
このように、組織レベルでの女性社員および女性管理職の割合など性別多様性だけでは、
女性の昇進意欲の低さを十分に説明できない。したがって実際の働く現場である職場レベ
ルで、性別多様性が女性の昇進意欲に影響を与える要因を検討する必要があると考える。 
そこで、職場レベルで観察する場合、第 2として挙げた多様性の次元が関わってくる。職
場の性別や性別以外の属性の割合がメンバーの心理状況に与える影響について、例えば
Kanter（1977）は「構成人員の 30％を少数派が占めると、意思決定に影響力を持つ」と主張
し、逆に少数派が 30％に満たない場合、その構成員はネガティブな心理状況を持ちやすい
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ことを明らかにしている。また、アメリカにおける職場の社会的資源23の配分に及ぼす影響
力に関する先行研究では、Tomaskovic-Deveyにより内的報酬24の配分に職場の性別構成や人
種構成が関連していることを明らかにされている（Tomaskovic-Devey 1993、村尾 2010）。
日本の職場においても合場（1998a、1998b）が性別構成が内的報酬に影響力を持つことを示
している（村尾 2010:71）。このように職場レベルでの性別や性別以外の多様性が個人の心
理状況に影響を及ぼす要因であることが明らかにされている。 
したがって職場の多様性と心理状況の関係性を検討するのであれば、単一の属性のみに
焦点を当てた分析では不十分であると考える。 
 
2.2 先行研究の着目点 
職場レベルに焦点を当てた研究の必要性として、第１に「組織レベルでの女性社員および
女性管理職の割合など性別多様性だけでは、女性の昇進意欲の低さを十分に説明できない」
（再掲）、第 2に女性の昇進意欲の規定要因について職場レベルでの影響を明らかにした研
究が少ない、の 2点を挙げる。 
まず、第 1 の組織レベルの性別多様性だけでは女性の昇進意欲の説明に不十分であるこ
とについては、前節で述べたとおりである。職場における特定の属性の構成割合（特に少数
派とみなされる属性の割合）と、社会的資源の配分や内的報酬など個人の心理状況には関連
性が見られることから、女性の昇進意欲を規定する要因についても、性別多様性以外の多様
性を考慮した検討が必要である。 
次に、第 2の女性の昇進意欲に関して職場レベルでの研究が少ないことは、先行研究の分
析視点からも明らかである。女性の管理職登用を含む活躍推進に関する先行研究の多くは、
労働需要側からは「組織の人事施策－女性の定着・管理職登用」の関連性を、労働供給側か
らは「処遇や育児・両立サポート－女性の就業意欲・昇進意欲」の関連性を分析している。
いずれも「組織－個人」の相互関係に焦点が当てられてきた。 
 
23 「社会的資源とは，「個人にとっては欲求充足の源泉となり，社会体系にとって機能的用件
充足の源泉となる，物的対象（物財），関係的対象（関係財），文化的対象（文化財）を総称す
る」［富永 1979:3］。労働市場で被雇用者に配分されている社会的資源の例を挙げると，賃金
のほか，仕事に対する統制力，長期安定雇用，幹部候補生のポスト，より上の職位に就く可能
性を与えるような教育や訓練，それによって獲得される技能，内的報酬などがある［村尾 
2003:23］。」（村尾 2010：69-70）。 
24 「内的報酬とは，労働過程から労働者が得る報酬のことである。仕事の複雑さや自立性の程
度，監督権限の度合いなどから測定される。」（村尾 2010：71）。 
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また、女性の昇進意欲に関する既存研究では、「組織-女性の昇進意欲」や「職場要因－女
性の昇進意欲」、「仕事要因-女性の昇進意欲」の関連性に着目されてきた（表 5-1）。 
 
表 5-1 女性の昇進意欲と関連のある要因分析の視点 
 
出所：表 4-2 女性の昇進意欲と関連のある要因を一部改変（個人的要因と昇進意欲との
関係を除き、視点を加筆）、筆者作成 
 
2.3 小括：「職場」レベルに焦点を当てた研究の必要性 
組織における女性の管理職登用を含む活躍推進するための制度・仕組みが実際に運用さ
れるのは職場である。しかし、職場レベルに視点を当てた研究は十分に行われてはおらず、
武石（2014a）も「女性の昇進意欲を決定する要因に関して、コーポレートレベルの人事施
策・制度のみならず職場・仕事レベルでの経験の影響を明らかにした研究は少ない」（同：
36）と指摘している。加えて、近年の人材・働き方が多様化した職場に関連する要因が女性
の昇進意欲へ及ぼす影響に踏み込んだ研究は女性比率など性別多様性に留まり、性別多様
性外の影響の検証は十分に行われていない（図 5-1）。 
そこで次章以降、「職場」レベルに焦点を当て、「職場要因－女性の昇進意欲」の関連性を
検討する。特に職場要因に、組織レベルで研究されてきた性別多様性の影響を取り上げてい
く。なぜなら、職場要因（表 5-1）の「ロールモデル」は性別多様性と関連が強いとされる
ためである。例えば、女性管理職をロールモデルと捉えて分析した川口（2012）は、女性管
理職が多い企業で女性の昇進意欲が高い理由として、身近にロールモデルがいると女性の
視 分析
ポジティブ・アクション施策数
両立支援施策数
正社員に占める女性比 
管理職に占める女性比 
ロールモデル
上司の部下マネジメント
職場の平均退社時間、残業の状況
職場風土・職場の雰囲気
仕事が面白いと感じた経験
仕事経験（基幹業務、挑戦的な仕事）
仕事特性（仕事の負荷、裁量性など）
仕事の満足度
組織要因
職場要因 職場要因－個人
組織－個人
組織－個人
職場・仕事要因
仕事要因 仕事要因－個人
昇進意欲に影響を及ぼす要因
制度
性別多様性
（女性比 ）
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昇進意欲が高まる可能性について示唆している。つまりロールモデルは性別多様性と関連
が見られる。 
また「職場風土・職場の雰囲気」は職場構成員の態度・行動から形成されることを鑑みれ
ば、職場構成員の属性の多様性は職場風土・職場の雰囲気の重要な要素となる。 
これまで女性の昇進意欲を規定する要因に関する研究の多くが、組織レベルでの女性社
員や女性管理職という性別多様性に着目していた。これに対し、対象範囲を性別多様性から
性別多様性以外にも拡大し「職場の多様化」として職場レベルで捉える点と、「多様化に関
する職場風土」にも焦点を当て、多様化に関する職場風土への影響要因、および多様化に関
する職場風土が女性の昇進意欲に及ぼす影響を検証することが、本研究の特徴である。 
 
個人職場組織
施策
•均等推進施策
•両立支援策
• WLB支援策
昇進意欲上司
施策が昇進意欲へ与える効果は限定的
上司の部下
マネジメント
は効果あり
先行研究
の不 
部下の育成
スタイル
人材・働き方
の多様化
職場構成員
（先輩,同僚,後輩など）
職場の多様化
•人材の多様化
•働き方の多様化
•多様化に関する職場風土
 
出所：筆者作成 
図 5-1 本研究の位置づけ 
 
３．職場の多様化に関する先行研究 
3.1 職場の多様化が仕事の評価と女性の心理状況へ及ぼす影響 
職場の多様化が職場における社会的資源や内的報酬の配分に及ぼす影響について、合場
（1998a、1998b）や村尾（2003、2010）などの先行研究がある。 
合場（1998a）は性別職域分離の構造から生じる金銭的報酬（賃金）格差について、仕事
区分における女性比率を用いて分析した。合場は職場の性別職域分離構造について
Tomaskovic-Devey（1993）が唱えた社会排除説に基づいた説明を展開している。社会排除説
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には「特定のジェンダーや人種の集団が、特定の性質の仕事から排除される」（合場 1998b：
129）社会的地位による排除過程と、「特定のジェンダーや人種の集団が、仕事の価値を決定
する」（同）社会的地位による構成過程の 2つの側面があるとされる。合場は主要業務や主
要業務に占める女性比率などの変数をもとに、「仕事の質が高ければ高いほど、女性はその
仕事から排除される傾向にある」（1998a：342）こと、および「女性労働者がある仕事にお
いて増加すると、その仕事の賃金は、女性労働者の増加に伴って低下する傾向にある」（同：
345）ことを発見している。 
さらに合場（1998b）は仕事の内的報酬の男女格差を検討している。Tomaskovic-Devey
（1993）が唱えた社会排除説をもとに、「労働者が仕事から得る賃金以外の報酬で、仕事へ
の意欲に影響を与えると予想されるものを、内定報酬として概念化」（合場 1998b：145）し、
分析に当たりその内的報酬を「仕事の複雑さ」、「自立性の程度」、「監督権限の度合い」とい
う 3つの変数を用いて計量化した。その結果「仕事の複雑さ」は女性が男性よりも単調な仕
事に従事しているという排除過程メカニズムで説明できること、また「自立性の程度」につ
いては、排除過程メカニズム、および女性比率が増加するに伴い仕事の自立性が減少すると
いう構成過程メカニズムで説明できることを発見した。それにより、「一旦男女間の人的資
本の差異が縮小または消滅してしまうと、今度は排除過程や構成過程が動き出す」（同）可
能性を示唆している。このことは、女性活躍推進を促進し採用や教育・研修の平等が実現し
た場合、女性比率が増加することによってその仕事の質の評価が低下していくことを予測
させる。 
村尾（2003）は職場の女性比率ではなく、職業女性比率が男性正社員の昇進に与える影響
を検討した。それによれば、同じ職業に女性が存在することは男性正社員に対しプラス・マ
イナス 2通りの影響があるという。第１には「女性比率が高い職業は序列の低い仕事」（同
2010：70）とみなされ、そのような仕事についている正社員の処遇が低まるというマイナス
効果を指摘する。第 2には「女性の役職獲得機会が女性であるというだけで非常に限定され
ているため、女性が多い職業に就いている男性は底上げされるような形で役職獲得しやす
くなる」（同）というプラス効果を指摘している。 
村尾（2010）は個人の主観的な昇進見込みを「職を通じて労働市場で配分されている重要
な社会的資源」（同：69）であるとし、職場の性別構成および雇用形態構成など職場構成変
数が昇進見込みへ与える影響を分析している。職場構成変数には職場の非正社員比率、職場
の女性比率、主要業務が同じ人の非正社員比率、主要職務が同じ人の女性比率を用いている。
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昇進見込みを従属変数、職場構成変数を目的変数とした分析を行い、「単に職場に女性が多
いと昇進見込みを高く評価する人が多いのに対し、自分と主要業務が同じ人のなかに女性
が多いと、昇進見込みは低いと答える人が多い」（同：78）と論じている。 
 
3.2 職場の多様化が職場構成員へ及ぼす心理的影響 
職場構成と職場（集団）の心理状況との関係については、ダイバーシティ、およびダイバ
ーシティ・マネジメントの分野で研究が蓄積されている。 
 
3.2.1 ダイバーシティ研究の概要 
近年、日本企業では女性活躍推進とダイバーシティを同一視するような取り組みが見ら
れる。ダイバーシティとは多様性を意味し、「多様な人材を生かす戦略」であり、「従来の企
業内や社会におけるスタンダードにとらわれず、多様な属性（性別、年齢、国籍など）や価
値・発想をとり入れることで、ビジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、企業の成長と
個人のしあわせにつなげようとする戦略」と定義されている（日経連ダイバーシティ・ワー
ク・ルール研究会 2002）。政府も日本で「もっとも生かしきれていない人材は女性」25と発
言し、性別ダイバーシティ26は「ダイバーシティのイントロダクション」（谷口（2005）や、
「ダイバーシティ推進の試金石」（経済産業省編 2012:14）とも表現されている。このよう
に日本におけるダイバーシティの取り組みは女性活躍推進と相まって、とりわけ性別ダイ
バーシティの向上に重点が置かれている。 
ダイバーシティの次元は、表層的なもの（性別、人種、民族、年齢、身体的特徴など）と
深層的なもの（教育歴、職歴、勤続年数、スキルレベルなど）に分類できる（Harrison et 
al., 1998、髙松 2015）。 
また、ダイバーシティ研究の分析対象となるパフォーマンスには、売上高、業績、最終利
益など財務的基準と、モチベーション、職務満足度、勤続年数、離職率、コミットメントな
ど非財務的基準の 2つに区分される（谷口 2005:49、正木 2019:21）。 
 
 
25 2013 年 4 月、安倍首相が成長戦略スピーチで「現在、もっとも生かしきれていない人材とは
何か。それは女性です」と発言し、女性活躍を成長戦略の中核に位置づけた。 
26 性別の多様性。組織構造のなかでマイノリティとされてきた女性を、より多く組織に取り込
み、男性とは異なる価値観や個性を尊重することでパフォーマンス向上を図る。 
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3.2.2 多様性とパフォーマンスの関係を説明する理論 
多様化が従業員の心理状況に及ぼす影響に関する先行研究では、集団の多様性はより長
期の就業継続意欲、離職意図の低下、コンフリクト減少、ワークモチベーション向上など
ポジティブな影響を及ぼす（谷口 2005、正木・村本 2017、デロイトトーマツ 2018）こと
を報告する調査がある。 
これに対し、集団の多様性が個人の不満足、コンフリクト、コミットメントの低下、ミ
スコミュニケーションなど、ネガティブな影響をもたらすことも報告されている（Kunze, 
Bőhm & Bruch2011、Nishii2012、Tekloeab & Quigley2014、堀田 2015）。 
このような、多様性とパフォーマンスの関係を説明する理論には「情報・意思決定理論」
「ソーシャル・カテゴリー理論」「類似性・アトラクション理論」の 3つがあり（谷口 2005:53）、
それらの理論をもとに、ダイバーシティ研究では多様性がパフォーマンスに好影響だとい
う主張と、悪影響だと主張する 2つの立場がある。 
好影響だという主張は情報・意思決定理論（同:52）に基づくもので、「教育、職務内容（職
種）、勤続年数などの仕事の内容に関係の深い特性の分散」（正木 2019：18）は、「情報資源
の多様化に伴うポジティブな影響と関連づけられることが多い」（同：19）とされる。 
一方、悪影響だという主張はソーシャル・カテゴリー理論および類似・アトラクション理
論（谷口 2005:52）に基づくものである。「年齢や性別、人種・民族など、仕事の内容と関係
の薄い、目に見える特性の分散」（正木 2019：18）から生じる「集団のコンフリクトやネガ
ティブな態度」（同）が組織のパフォーマンスにマイナスの効果をもたらすことが指摘され
ている。 
 
3.2.3 多様性の次元とパフォーマンスの関係を説明する理論 
「ダイバーシティが期待された成果をもたらす場合と、もたらさない場合を分ける要因」
（八木 2016：75）を探る理論にフォールトライン理論がある。この理論は多様性の「次元」
が同じ者同士が集団内で固まることで集団内に境界線（フォールトライン）が生じ、集団の
コミュニケーションに弊害をもたらし(Lau & Murnighan 1998)、結果として組織全体のパ
フォーマンスに悪影響を及ぼしかねないというものである。逆に、集団の多様性に複数の
「次元」を織り交ぜ境界線を減らすことで、多様性がプラスの効果を発揮するとされる。 
八木（同）は、多くの日本企業が「女性活用」の名目で女性中心の部署の設置することは、
女性・職能・所属部署の 3つの共通属性を持つ部署とその他の部署の間にフォールトライン
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を生じさせ、グループ間の軋轢を起こす可能性が増大すると指摘している。入山（2015）も
同様に「これまで＜男性・日本人＞が主流だった日本企業が女性を増やす際は、年齢や人種・
国籍、バックグラウンドの多様性にまで配慮」が必要であると注意を促しており、女性や外
国人など特定の属性の多様性を進めるなら、属性を多次元に渡って多様にして集団内のフ
ォールトランを減らすことで、多様性の成果が得られる可能性を論じている。 
 
3.3 小括：職場の多様化と女性の昇進意欲の関連性 
本節では職場の多様化が女性の心理状況へ及ぼす影響に関する先行研究を概観した。 
はじめに、女性正社員比率や女性管理職比率の高さは昇進意欲（昇進見込み）を高める、
または有意な関係がないなど、組織や職場の女性比率と女性の昇進意欲との関連性を説明
する議論は一致しておらず、「性別多様性だけでは、女性の昇進意欲の低さを説明できない」
（本文再掲 p.67）と指摘した。 
次に、単純な性別構成に着目した調査の結論が一致しない理由を検討するため、ダイバー
シティ研究も概観した。ダイバーシティ研究は、多様性が就業継続意欲、離職意図、ワーク
モチベーションなどに対し心理的影響を及ぼすことを明らかにしてきたが、多様性と昇進
意欲との関連性にまで踏み込んだ研究は管見の限り見当たらなかった。 
女性の昇進意欲に関する既存の研究は、日本国内では性別多様性といった単一の属性に
着目した議論が進められてきたが、対象範囲を性別多様性から性別多様性以外にも拡大し
「複数の次元」の多様性が昇進意欲に及ぼす影響については、これまで検討されてこなかっ
たことが明らかになった。 
 
４．多様化に関する職場風土 
4.1 多様化に関する職場風土への着目 
「職場の多様化」に着目し、職場の人材・働き方の多様化が女性の昇進意欲に及ぼす影響
を検討するにあたり、職場構成員の多様化に関する態度・行動へ及ぼす影響も無視できない。
なぜなら、女性のキャリア形成継続のために職場が改善しなければならない点として「子育
てにより生じる仕事上の制約に対する職場の理解不足」（67.1％）が最も高い比率で回答さ
れた調査結果（子育てに関する意識調査 2000）もあるとおり、働き方および女性のキャリ
ア形成に対する職場の理解の重要性は高い（櫻木編著 2006）。同様に短時間勤務制度利用を
お互いさまと理解しようとする職場風土の重要性、ならびに女性の昇進意欲の向上・維持は、
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職場や上司の取り組みに依存して変化する可能性がある（佐藤・武石 2017）ことなどが報
告されている。 
以上のように、先行研究でも女性の昇進意欲との関連性が明らかにされている職場風土・
職場の雰囲気のうち、職場構成員の多様化に関する態度・行動を「多様化に関する職場風土」
として取り上げ、女性の昇進意欲との関連性を検討する。 
 
4.2 多様化に関する職場風土に関連する先行研究 
本研究における「多様化に関する職場風土」とは「個人に知覚された人材・働き方の多様
化に関する職場の組織風土」である。 
組織風土は「仕事環境で生活し、活動している人が、直接的にあるいは間接的に認知し、
メンバーのモチベーションや行動に影響を及ぼすと考えられる一連の仕事環境の測定可能
な特性」（Litwin & Stringer1974）と定義されており、組織構成員の態度・行動を方向づけ
る心理的環境要因である（図 5-2）。職場の組織風土と個人のモチベーションとの関連性が
強いことから、多様な人材・働き方に対する職場構成員の肯定的な態度により女性の昇進意
欲の向上や低下を防止できるのではないかと考えられる。そのため「多様化に関する職場風
土」を職場要因に用い、女性の昇進意欲との関連性を検討する。 
 
モチベーション 行動
行動の
結果
知覚された
組織特性
組織風土
組織特性
＝
 
出所：田尾（1991）『組織の心理学[新版]』,p.187（原典：Litwin & Stringer 1968） 
図 5-2 組織風土モデル 
 
4.3 多様化に関する職場風土の主観的評価 
本研究で着目する「多様化に関する職場風土」は、本来であれば職場レベル、つまり集団
単位で測定しなければならないが、本研究では、個人に知覚された「多様化に関する職場風
土の主観的評価」を用いる。なぜなら後述するが、本研究では企業を限定せずに Web調査で
データを収集するという方法論上の限界から、職場単位で「多様化に関する職場風土」を把
握することができないためである。 
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個人の知覚である「多様化に関する職場風土の主観的評価」は個人レベルの度数であり、
厳密には職場の「多様化に関する職場風土」と同じではない。 
組織風土の考え方には、主に組織風土を「組織を記述する特徴」と考える立場と、「仕事
環境について個人がいだく知覚」と考える立場の 2つがある（日本労働研究機構 1999：23）。
後者は「成員全体の知覚の総体でなく、個々人の認知スキーマの中に風土が存在すると考え
るため、心理的風土とも呼ばれる」（同：23）。このように「組織風土を組織属性でなく『個
人属性』と考えるアプローチ」（同：23）がある。 
田尾（1991）も組織風土は組織特性に対する個人の認知の累積（同：186）であるとした
うえで、Rousseau（1988）が「個人のそれぞれの知覚を平均して集合概念としても、方法的
に妥当とされている」（田尾 1991:188）と述べていることを挙げ、「個人の認知、つまり心
理的風土の単純平均が組織風土とする」ことについて「便宜的な方法であるが、それなりの
根拠もなくはない」（同）と論じている。したがって、個人の「多様化に関する職場風土の
主観的評価」と、職場の「多様化に関する職場風土」は乖離するものではなく、職場の「多
様化に関する職場風土」に、個人の知覚である「多様化に関する職場風土の主観的評価」を
用いることには妥当性がある。 
 
4.4 職場の女性活躍推進に関する態度と女性の昇進意欲との関連性 
職場の女性活躍推進に対する肯定的な態度には、女性の昇進意欲を高める効果がある（21
世紀職業財団 2013、武石 2014b、正木・村本 2017）。 
21 世紀職業財団（2013）は、育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに、
職場環境、上司・同僚との関係、企業の育児支援制度などの要因がどのように影響するかを
明らかにするための調査を行っている。そのうち職場特徴の指標は、「職場メンバーの意欲」
や「労働環境に対する考え方」や、「職場の同僚間のコミュニケーション・助け合いの風土
や雰囲気」など 9 項目である。女性の昇進意欲やモチベーションを高めていくためには、
「企業においては、女性にも昇進の道があるということを示し、上司は、男性と同様に育成
し、職場復帰しやすい制度や支援」（同：15-16）だけでなく、「職場のコミュニケーション
を良好にし、メンバー間で仕事の調整ができたりするようにすること、やりがいや達成感を
味わえるような仕事やロールモデルとなる人がいるような職場であることが必要」（同：16）
と指摘している。 
また、武石（2014b）は女性の昇進意欲および仕事のやりがいを高める職場要因を検討す
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る目的で、企業の女性活躍推進策および職場における女性活躍推進策の認識度と、女性の昇
進意欲との関連について分析を行っている。職場要因の分析指標には企業の女性活躍推進
策・両立支援策の導入数と、それに対する従業員の感じ方（企業の女性活躍推進および両立
支援などの取り組みに対し、積極的、消極的、わからないなどを含む 5段階評価）を用いて
いる。結論として、女性の昇進意欲や仕事のやりがいを高めるためには「企業が女性活躍の
施策を実施する際に、その取り組みの意義や内容が職場レベルにおいて理解されているか
を確認しながら進めることが不可欠」（同：138）と述べている。 
正木・村本（2017）は職場の「働き方の多様性に関する風土」が高い場合には性別多様性
がワークモチベーションを高め、また、離職意図を低めていることを分析結果から導き出し
ている。一方で、正木（2019）はダイバーシティ風土に関し「『この風土を醸成すればよい』
という万能の薬は存在せず」（同:156）、「調査対象となった企業の特徴によって、心理的影
響を好転させるダイバーシティ風土の種類が異なっている」（同）ことを明らかにしている。
そして「どのようなコンテクストが調整効果を持つかは、企業における男女の機会平等・意
識の平等さに対応していた」（同:146）と論じている。 
同様に Nishii（2012）も性別多様性に取り組んでいる職場は、取り組んでいない職場よ
りも「人間関係のコンフリクトが生じやすい」と指摘する一方、多様性と包摂性を持つ職場
では多様性によるコンフリクトが緩和されると論じており、職場風土が心理的影響の調整
効果を持つことも示唆している。 
 
4.5 小括：多様化に関する職場風土が女性の昇進意欲へ及ぼす影響 
前項のとおり、Nishii（2012）、21世紀職業財団（2013）、武石（2014b）、正木・村本（2017）
らの研究から、職場の女性活躍推進に関する積極的かつ肯定的な態度と女性の心理状況に
は関連性があると言える。とくに 21世紀職業財団（2013）は上司の職場管理の重要性を強
調しており、上司の育成意欲や配慮的な仕事配分、公正な評価、良好なコミュニケーション
により女性の昇進意欲が高まるとともに、女性の昇進意欲が高いから上司の育成意欲もコ
ミュニケーションも高まるといった職場管理になるという相互作用について言及している。
このような職場管理は職場構成員の女性活躍推進に対する肯定的な意識醸成につながり、
それが職場の多様化に関する風土に影響を及ぼすことが推測される。 
以上を踏まえ、職場構成員の多様化に関する態度・行動として「多様化に関する職場風土」
を次章以降の分析に用いる。 
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５．女性の昇進意欲に関する研究方法 
5.1 先行研究の整理 
先行研究により確認された女性の昇進意欲に関連する要因および要因間の関係について
整理すると、以下のとおり表すことができる（図 5-3）。 
 
昇進見込み 行動 結果 昇進意欲
上司の職場マネジメント
上司の部下マネジメント
多様化に関する職場風土
ロールモデル
家族要因（家事・育児負担）
男女均等処遇の希望
元々の昇進意欲
管理職志向
仕事が面白いと感じた経験
多様な働き方に関する評価 性別役割分業に関する評価 性別職場構成に関する評価
【
個
人
的
要
因
】
【
職
場
・仕
事
要
因
】
非管理職志向
【
組
織
的
要
因
】
女性活躍の状況
女性向け商品生産・サービスを提供する事業
•女性活躍推進施策
•両立支援策
•WLB支援策
女性向け商品生産・
サービスを提供する
部署
職場の多様化
 
出所：筆者作成 
図 5-3 女性の昇進意欲に関わる要因（先行研究） 
 
5.2 研究方法 
モチベーションが高ければ、あるいは職務満足度が高ければ、昇進意欲を持つとは限ら
ない27。管理職志向のある者のうち、昇進意欲が高まるようなプロセスを経た者が昇進意
欲を持つようなると考えられる。図 5-3は、元々昇進意欲を持つ者を管理職志向のある者
と位置づけ、管理職志向のある者が昇進可能性を認知し、多様化が進む職場であるからこ
そ意欲と能力を発揮して成果を出し、内的報酬を得ることで昇進意欲を持ち、管理職志向
を継続することを説明している。 
 
27 本研究で実施した「働きやすい職場環境に関するアンケート調査」でも、仕事や職務内容に
満足している者のうち昇進意欲を持つ者は約 3 割に留まる。 
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図 5-3は櫻木編著（2008）が論じた認知過程に基づく学習メカニズム・モデルと仕事に
対する動機づけの認知理論をもとに、先行研究から確認された女性の昇進意欲に関連する
要因をモデル化したものである。 
櫻木編著（同）は女性のモチベーションを高める、あるいは職務満足を高めるメカニズム
について、認知過程に基づく学習メカニズム・モデルを用いて論じている。仕事に対する動
機づけの認知理論は「外界（報酬）や内界（欲求）は客観的に同じであっても、人がそれを
いかに認知するかによって意欲の強さや行動の仕方は変化する」（宗方・渡辺 2002：92）こ
とを説明できる。モデルでは、①初めに情報、制度、風土などが「刺激」として発生し、②
個人はそれら情報、制度、風土などに対してある「認知」を形成し、③その認知に基づいて
何らかの意思決定を行い、何らかの「行動」を起こし、④その行動が何らかの「結果」を生
み、⑤その行動結果が組織にとって望ましいものであれば「プラスの評価」「プラスの報酬」
が、逆に望ましいものでなければ「マイナスの評価」「マイナスの報酬」を受け、⑥いずれ
の場合も評価や報酬を自己評価しフィードバック・ループを通じて認知に影響を及ぼす、と
いうプロセスを説明している。 
さらに櫻木編著（同）はこれを女性に当てはめた場合、「①最初に得られる組織からの情
報や制度が自分たちには不利であること、成果を志向する仕事に就くことに支持が低いこ
とを認知する、②そのためにモティベーションが低いレベルのまま仕事をする、③モティベ
ーションが低いために高い評価を得ることがない、④高い成果がないために組織からプラ
スの評価と報酬が与えられない、⑤このように学習することでマイナス方向への認知を強
化する」（同：45）と説明できると論じている。 
図 5-3 のモデルでは、多くの先行研究から現在の昇進意欲と元々の昇進意欲との関連性
が明らかにされていることを踏まえ、元々昇進意欲を持つ者を管理職志向の者と位置づけ、
「管理職志向」を開始地点に設定している。管理職志向を持つ者が昇進見込みを認知するこ
とにより、生産性を高め、挑戦的な仕事で成果を出し、その結果が評価され内的報酬を得れ
ば、昇進意欲を維持し、フィードバック・ループを通じて管理職志向に影響を及ぼすことを
説明している。また、昇進意欲は可変的なものであり、たとえ管理職志向でない者であって
も昇進見込みを認知し、行動した結果得られた評価や内的報酬により昇進意欲が芽生えた
場合、フィードバック・ループを通じて管理職志向へ転換することを示している。 
多様化が進む職場で、女性のみならず多様な人材が能力を発揮するには、上司の部下・職
場マネジメントが一層重要となってくる。先行研究でも「面倒見の良い」上司や「少し困難
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な仕事を任せる」上司、「育成意欲を持つ」上司が昇進意欲を高めると明らかにされている
が、職務設計や仕事の割り当てですらこれまで以上の配慮が必要となる。なぜなら、対象者
ごとの事情を考慮したマネジメントが求められるからである。多様化が女性のほか外国人
材や障害者、高齢者など複数の次元に渡る場合、上司は労働時間や体力の制約、仕事以外の
個人的な事情、価値観の違いなどに配慮しながら、部下の業務遂行を彼らのモチベーション
が高まるように支援しなければならない。しかし過度な配慮は逆に意欲を削ぐことにつな
がるので、配慮の程度も見極めが必要である。 
さらに、日本では概して労働者個人の仕事内容・範囲が不明瞭であり、他人の仕事領域と
の区切りが明確でないため職場に割り振られた仕事を職場全体でこなすような形となって
いる。仕事量・労働時間が異なる部下を抱える職場で、上司が業務量や重要な業務が特定の
部下に偏らないように配慮しつつ、公平な評価をするには相当の苦労が伴う。業務量や評価
に対しメンバー間で不満・不公平感などから感情的な軋轢が生じないように、上司は職場全
体を調整していかなければならない。このような上司の職場全体への配慮が、多様化に関す
る職場風土を高める一助になると考えられる。 
このように「多様化が進む職場」の上司には多様性のマネジメント能力の必要性も加わり、
これまで以上に職場のマネジメント能力が求められるようになっている。 
次章では図 5-3に示したモデルに基づき、職場の多様化と女性の昇進意欲、上司の部下・
職場マネジメント能力と女性の昇進意欲、および多様化に関する職場風土と女性の昇進意
欲との関係性について分析を行う。 
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第６章 職場の多様化と女性の昇進意欲 
１．背景 
本章は研究課題 第 5 の「職場の多様化が女性の昇進意欲へ及ぼす影響」を明らかにし、
さらに、「多様化に関する職場風土」にも焦点を当て、多様化に関する職場風土への影響要
因、および多様化に関する職場風土が女性の昇進意欲に及ぼす影響を検証することを目的
とした。 
 
２．仮説の構築 
2.1 職場の多様化が女性の昇進意欲へ及ぼす影響 
女性の昇進意欲に関する多くの研究では、前章のとおり、第 1に女性社員や女性管理職な
どの性別多様性が女性の昇進意欲に及ぼす影響に関し、異なる結論が導き出されている。 
第 2に職場・仕事要因のうち、仕事の量的・質的負荷、職場風土・職場の雰囲気、上司の職
場マネジメント、基幹的業務の経験が女性の昇進意欲に影響を及ぼすと報告されているが、
それらの要因分析に職場の多様化の影響が考慮されていないことを指摘した。このように
女性の昇進意欲に関する先行研究においては、性別多様性との関連性では議論が一致して
おらず、職場要因に関する研究では多様化が考慮されていない。一方で、多様化に関する研
究では、多様化の状況が昇進見込みや組織コミットメント、モチベーションや離職意思など
に影響を及ぼすことは観察されているものの、実際の昇進意欲まで踏み込んだ研究は管見
の限り見当たらない。 
このように、近年の人材・働き方が多様化した職場に関連する要因が女性の昇進意欲へ及
ぼす影響に関する研究が十分に行われていないことを踏まえると、職場の多様化が昇進意
欲へ及ぼす影響について検証することが課題と考えられた。 
これまで概観した先行研究から、多様性の「次元」が職場の多様化の効果を左右すると考
えられる。例えば、先で述べた谷口（2005）やデロイトトーマツ（2018）の報告は、多様性
の次元（年齢、性別、国籍など）が多様であることがポジティブな影響と関連していると推
察される。入山（2015）や八木（2016）らも女性や外国人など特定の属性の多様化を進める
なら、属性を多次元に渡って多様にすることで、多様化の成果が得られる可能性を論じてい
る。日本 IBM も女性社員数と管理職層の女性比率の向上に注力していた時期にそれだけで
は女性比率が伸び悩んだが、「障がい者」「LGBT」「ワーク・ライフ（働き方の多様性）」など
様々な委員会を作り複数の次元で多様化を進めた結果、女性比率が伸びたことを報告して
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いる（PRESIDENT WOMAN28 2016）。 
このように、職場の多様化の状況が「多様性次元（年齢、性別、国籍など）で多様化」さ
れることにより、特定の属性や少数派が「トークン」（token；象徴）にならずに済む。それ
により管理職志向を持つ女性は kanter（1977）で懸念されたトークニズム（Tokenism）の
プレッシャーから解放され、自らの力量を発揮できるようになる。その結果が評価され内的
報酬を得れば、昇進意欲や管理職志向に影響が及ぶ可能性を踏まえ、以下の仮説を設定した。 
仮説 1：職場構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす 
 
2.2 多様化に関する職場風土に対する影響要因 
「多様化に関する職場風土」とは「個人に知覚された人材・働き方の多様化に関する職場
の組織風土」（再掲 第 5章 4.2）である。組織風土に関する代表的な見解を整理した Field 
& Abelson（1982）は、組織風土の規定要因を①外部要因（物質的環境、社会-文化的環境）、
②組織要因（集中化、標準化、サイズ、テクノロジー）、③個人要因の 3つに分類した。彼
らのモデルは、外部要因、組織要因、個人要因などの特性が複合的に合わさって心理風土が
つくり出されることを説明しており（田尾 1991）、風土形成の各要因の影響力を検証できる
点で本研究に適用できると考えた。 
組織風土を規定する外部要因、組織要因、個人要因のうち、職場の多様化は組織要因と個
人要因に該当し、組織風土に影響を及ぼすことが推測される。また、組織風土は組織構成員
の態度・行動を方向づける心理的環境要因であり、職場の組織風土と個人のモチベーション
との関連性は強い（Litwin & Stringer1974）。したがって職場の組織風土は女性の昇進意欲
と関連性があると推測される。 
先行研究でも女性の昇進意欲の向上・維持は、職場や上司の取り組みに依存して変化する
可能性（佐藤・武石 2017）が示唆されており、女性の昇進意欲との関連性が明らかにされ
ている職場風土のうち、「多様化に関する職場風土」形成の影響因子を明らかにすることが
課題であると考えられた。以上を踏まえ以下の仮説を設定した。 
仮説 2：「多様化に関する職場風土」に対する影響要因は何か 
 
 
28 PRESIDENT WOMAN（https://president.jp/articles/-/19585?page=3）の長山清子氏の記事
「IBM の経営転換を支えた「タスク型ダイバーシティ」とは？」（2016.04.07）を参照。 
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そこで、組織風土を構成する 3つの規定要因が相互に関連しながら組織風土に影響を及
ぼすことを示す図 6-1 組織風土と行動モデルに基づき、仮説 2の「多様化に関する職場風
土」に影響を及ぼす要因を検討することにした。 
 
外部要因
物理的
社会ー文化的
組織要因
集中化
標準化
サイズ
テクノロジー
など
個人要因
職場風土
心理風土
組織風土
認知マップ
期待と道具性の
評価
行動
 
出所：田尾（1991）『組織の心理学[新版]』,p.193 （原典：Field & Abelson 1982） 
図 6-1 組織風土と行動 
 
2.3 多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲 
女性の心理状況へ影響を及ぼすと推測される「多様化に関する職場風土」を測定する指標
には、「多様な働き方に関する評価」、「性別役割分業に関する評価」、「性別職場構成の評価」
の 3つを用いる。 
第 1の「多様な働き方に関する評価」は、個人の事情に合わせた多様な働き方の実現に関
する評価、短時間勤務利用者や時間外労働免除者に対する態度のことである。正木・村本
（2017）では「働き方の多様性に関する風土」が高い場合には性別多様性がプラスの心理的
影響をもたらすことを導き出していることから、「多様な働き方に関する評価」が高い場合、
女性の昇進意欲を高めると予測できる。 
第 2 の「性別役割分業に関する評価」は、性別に依らない職務配分の実現に対する評価
や、男性優位の職務配分に関する評価などのことである。「性別役割分業に関する評価」が
高い場合、女性であるが故に上位職へ挑む準備（教育訓練）が受けられない、あるいは機会
が制限されていると予想できる。 
第 3の「性別職場構成の評価」は、職場の男女構成比が同等になることに対する、肯定あ
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るいは否定的な評価のことである。女性管理職比率と女性の昇進意欲には関連が見られる
（川口 2010、川口 2012、西村・呼 2017）ことや、職場の多様性と昇進見込みや離職意図に
は関連が見られる（村尾 2010、正木・村本 2017）ことから、性別職場構成の評価が女性の
昇進意欲を左右する可能性が考えられる。 
多様化に関する職場風土が低いことは女性の昇進意欲に負の影響を及ぼす暗黙的な圧力
となりかねないが、逆に多様化に関する職場風土が高ければ、女性の昇進意欲を高める可能
性があることが予想される。以上を踏まえ以下の仮説を設定した。 
仮説 3：「多様化に関する職場風土」が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす 
 
３．方法 
3.1 調査方法 
分析に用いたデータは 2019 年 11 月に筆者が独自に実施した Web 調査である。株式会社
クロス・マーケティングを通じ、同社登録会員を対象としたウェブ調査「働きやすい職場環
境に関するアンケート調査」を実施した。この調査方法によって、①職場属性の多様化の傾
向の把握、②職場特性が個人の心理状況に及ぼす影響を把握した。 
調査対象者（回答者）は「従業員数 101名以上の企業または公共団体に勤務」する「25歳
～39歳の女性正規従業員」という条件で集めた29。本研究は女性の昇進意欲に着目している
ため、管理職登用の対象となる可能性が高い正社員から回答を得た。サンプルサイズは 450
である。 
 
3.2 調査内容 
具体的なアンケート内容は、個人属性（年齢、子の有無、職種、職位など）、企業属性（規
模、業種など）、女性活躍推進に関する施策・制度、職場構成員の多様性割合、仕事の量的
負荷、仕事の質的負荷、上司の部下マネジメント、上司の職場マネジメント、昇進意欲、昇
進の見込みなどの 10項目のほか、WLBの状況やキャリアコミットメントなどであった。 
 
 
29 年齢を25歳～39歳に区切る理由について、武石（2014a）は「企業調査」をもとに平均的に
40歳前後で課長相当職への登用が始まる企業が多いことを根拠に40歳以下を今後課長以上に昇
進していく層」とみなしている。本調査も同様に40歳未満で年齢を区切った。 
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（１）多様性割合指数 
職場構成員の多様性割合については、多様性の状況を 1 つの指標で表すことができるよ
うに小寺・上島（2019）に依拠して「多様性割合指数」を作成した。「多様性割合指数」は、
①正社員女性が正社員に占める割合、②管理職女性が管理職に占める割合、③正社員の中途
採用者が正社員に占める割合、④制約社員が正社員に占める割合、⑤外国人材が職場構成員
に占める割合、⑥60歳以上従業員が職場構成員に占める割合をもとに算出した。 
それぞれの人材の割合については、小寺・上島（2019）を参考に低・中・高に 3分割して
質問をした（表 6-1）。 
回答をもとに、小寺・上島（同）に依拠して「多様性割合指数」を作成した。具体的には、
割合：高＝3点、割合：中＝2点、割合：低＝1点、該当者なし・わからない＝0点として点
数を付与した後に、6 分類を単純に合計し30、理論上の最大値である 18で割った値を「多様
性割合指数」とした。 
 
表 6-1 多様性割合指数を算出する基準 
 割合 
① 正社員女性 「低：15％未満」 「中：15-30％未満」 「高：30％以上」 
② 管理職女性 「低：5％未満」 「中：5-15％未満」 「高：15％以上」 
③ 社員の中途採用者 「低：15％未満」 「中：15-30％未満」 「高：30％以上」 
④ 制約社員は 「低：5％未満」 「中：5-15％未満」 「高：15％以上」 
⑤ 外国人材 「低：5％未満」 「中：5-10％未満」 「高：10％以上」 
⑥ 60 歳以上従業員 「低：5％未満」 「中：5-10％未満」 「高：10％以上」 
 
（２）障害者在籍ダミー 
障害者在籍ダミーは、「今の職場には、（正社員、非正社員に関わらず）障害や病気を有す
る従業員が 1名以上配置されている」かどうか質問し、回答は「はい」「いいえ」「わからな
い」の 3つの中から求めた。 
 
（３）昇進意欲 
昇進意欲については、「あなたは現在の会社でどこまで昇進したい、あるいは昇進を引き
 
30 ただし、「わからない」の回答が 2 つ以上ある回答は欠損処理とした。 
85 
 
受けると思っていますか」と質問し、回答は「係長・主任相当」「課長相当」「部長相当以上」
「役付きでなくともよい」「昇進のない仕事である」の 5つの中から求めた。 
昇進の有無の判定は、「課長相当職」「部長相当職」と回答した場合に「昇進意欲あり」と
し、「係長・主任相当」および「役付きでなくともよい」と回答した場合に「昇進意欲なし」
とした。 
 
（４）昇進見込み 
昇進見込みについては、「今の会社で将来あなたが今より上の地位・役職に昇進する見通
しはどの程度ありますか」と質問し、回答は「ない」「あまりない」「どちらとも言えない」
「ある程度ある」「かなりある」の 5つの中から求めた。 
 
（５）多様化に関する職場風土を測定する指標 
「多様化に関する職場風土」の測定には、前説で述べたとおり、「多様な働き方に関する
評価」、「性別役割分業に関する評価」、「性別職場構成の評価」の 3つの指標を用いた。 
1 つ目の「多様な働き方に関する評価」の質問項目31は 5 項目、2 つ目の「性別役割分業
に関する評価」の質問項目32は 4 項目、3 つ目の「性別職場構成の評価」の質問項目も 4 項
目で、質問項目に対して「非常に当てはまる」を 4、「まあ当てはまる」を 3、「あまり当て
はまらない」を 2、「全く当てはまらない」を 1として、4段階評定で回答を求めた。 
 
（６）多様化に関する職場風土に関連する組織要因因子 
多様化に関する職場風土については、Field & Abelson（1982）の組織風土と行動モデル
に基づき、組織要因と個人要因を因子として検討した。 
組織要因は組織構造、システム変化を指す（松尾 1996）。組織の規模、部門数、階層をは
じめ、評価・昇進における公平性やインセンティブ制度など人的資源管理システムも組織風
土に変化を引き起こすとされている（同）。これを踏まえ、本研究では組織要因因子に①企
業規模、②女性向け商品生産・サービス提供する事業・部署の有無、③女性活躍推進に関す
 
31 質問項目のうち前三者は、正木（2019）のダイバーシティ風土尺度 23 項目より、「多様性」
因子の 3 項目を引用し、後 2 者は先行研究をもとに筆者が作成した。 
32 質問項目は、正木（2019）のダイバーシティ風土尺度 23 項目より、「男性優位」因子の 4 項
目を引用した。 
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る施策・制度、④仕事の量的負荷、⑤仕事の質的負荷、⑥上司の部下マネジメント、⑦上司
の職場マネジメントを用いた。 
①企業規模は「101～300人以下」「301～500人以下」「501～1,000人以下」「1,001～2,000
人以下」「2,001～5,000人以下」「5,001人以上」から回答を求めた。 
②女性向け商品生産・サービス提供する事業・部署の有無は、「今の会社には、女性をタ
ーゲットにした商品・サービスを提供する事業・部署がある」かどうか質問し、回答は「は
い」「いいえ」「わからない」の 3つの中から求めた。 
③女性活躍推進に関する施策・制度の質問項目には 10 項目を設定し、「現在実施してい
る」を 4、「現在は実施していないが過去に実施していた」を 3、「これまで実施したことが
ない」を 2、「わからない」を 1として、4段階評定で回答を求めた。 
④仕事の量的負荷については 4項目の質問項目に対して、また⑤仕事の質的負荷につい
ては 3項目の質問項目に対して、「非常に当てはまる」を 5、「まあ当てはまる」を 4、「ど
ちらともいえない」を 3、「あまり当てはまらない」を 2、「全く当てはまらない」を 1と
して、5段階評定で回答を求めた。 
⑥上司の部下マネジメントと⑦上司の職場マネジメントについては、それぞれ 5 項目の
質問項目に対して、「非常に当てはまる」を 5、「まあ当てはまる」を 4、「どちらともいえな
い」を 3、「あまり当てはまらない」を 2、「全く当てはまらない」を 1 として、5 段階評定
で回答を求めた。 
 
（７）多様化に関する職場風土に関連する個人要因因子 
個人要因は、メンバーの加入・脱退を指し、新しいメンバーが組織に投入されることによ
り組織風土が変化するとされている（松尾 1996）。本調査では職場の多様化に焦点を当てる
ため、個人要因に「職場の多様化」を設定することとし、（１）で提示した多様性割合指数
を用いた。 
 
3.3 分析方法 
まず回答者の属性と昇進意欲に関する設問と、回答者の昇進意欲と昇進見込みに関する
設問について記述統計を実施した。 
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3.3.1 女性の昇進意欲に対する「職場構成員の多様性」の影響の検討 
仮説 1「職場構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」について
検証するため、はじめに多様性割合指数を説明変数、女性の昇進意欲の有無の 2群を目的変
数として対応のないｔ検定を実施した。 
次に、個別の多様性「次元」の影響の強さを確認するために、女性管理職比率、制約社員
比率、正社員女性比率、中途採用者比率、外国人材比率、60歳以上従業員比率、障害者在籍
ダミーを説明変数、女性の昇進意欲を目的変数とするロジスティック回帰分析を行った。 
 
3.3.2 「多様化に関する職場風土」に対する影響要因の検証 
仮説 2「多様化に関する職場風土」に対する影響要因は何かを検証するために、目的変数
を「多様化に関する職場風土」に、企業規模、女性向けの商品生産・サービス提供事業・部
署の有無、女性活躍推進に関する施策・制度、上司の部下マネジメント、上司の職場マネジ
メント、職務の質的負荷、職務の量的負荷、多様性割合指数を説明変数とした重回帰分析（ス
テップワイズ法）を行った。なお、「多様化に関する職場風土」の測定には「多様な働き方
に関する評価」、「性別役割分業に関する評価」、「性別職場構成の評価」の 3 つの指標を用い
ており、それぞれを目的変数として設定した。 
はじめに、目的変数に用いた尺度について述べる。 
「多様な働き方に関する評価」に用いた設問については、因子分析の結果から、5項目は
それぞれ 1 因子にまとめられることを確認した。尺度の信頼性検討については、Cronbach
の α 係数を算出したところ、α=.862 と高い信頼性係数を示していることから、単純加算
後平均して「多様な働き方に関する評価」の指標とした（表 6-2）。 
 
表 6-2 目的変数：多様化に関する職場風土：多様な働き方に関する評価 
 
 
平均値（SD) 信頼性係数
1) 私の職場では、働き方に関して多様な選択肢を用意していると思う
2) 私の職場では、自分に合った働き方を自分で選ぶことが出来ると思う
3) 私の職場では、個々人の事情に配慮した働き方が出来ると思う
4) 私の職場では、働き方（フルタイム/短時間勤務）が異なるメンバーの間に、
   不公平感はないと思う（不公平感は生じないと思う）
5 )私の職場では、仕事と家庭の両立支援制度の利用者とそうでない人との間に、
   「お互い様」意識がある（「お互い様意識」ができると思う）
0.862
12.204
（3.3059）
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続いて、「多様化に関する職場風土」の測定指標の 2つ目である「性別役割分業に関する
評価」に用いた設問についても、因子分析の結果から 4 項目はそれぞれ 1 因子にまとめら
れることを確認し、尺度の信頼性の検討を行った。Cronbachのα係数はα=.877と高い信
頼性係数を示していることから、単純加算後平均して「性別役割分業に関する評価」の指標
とした（表 6-3）。 
 
表 6-3 目的変数：多様化に関する職場風土：性別役割分業に関する評価 
 
 
続いて、「多様化に関する職場風土」の測定指標の 3 つ目である「性別職場構成の評価」
に用いた設問についても、因子分析の結果から 4 項目はそれぞれ 1 因子にまとめられるこ
とを確認し、尺度の信頼性の検討を行った。Cronbach のα係数がα=.880と高い信頼性係数
を示していることから、単純加算後平均して「性別職場構成の評価」の指標とした（表 6-
4）。 
 
表 6-4 目的変数：多様化に関する職場風土：性別職場構成の評価 
 
 
次に説明変数に用いた尺度について述べる。 
組織要因として設定した「女性活躍推進に関する施策・制度」についての 10項目は、
「現在実施している」と回答した数をカウントし、その数を女性活躍推進に関する施策・
制度の指標とした（表 6-5）。 
平均値（SD) 信頼性係数
1) 私の職場では、重要な仕事には最終的に女性より男性が選ばれることが
   多いと思う
2) 私の職場では、男性は女性以上に幅広い仕事を経験できると思う」
3) 私の職場では、男性の方が女性よりも社内での昇進昇格への道が
   より けていると思う
4) 同じことを提案しても、私の職場では男性の言うことのほうが、女性の言う
   ことよりも重視されやすいと思う
0.877
10.176
（3.0669）
平均値（SD) 信頼性係数
1) 私の職場では、性別が異なるメンバー同士も良い人間関係があり、コミュニ
   ケーションは円滑であると思う
2) 私の職場では、 職年数が異なるメンバー同士も良い人間関係があり、
   コミュニケーションは円滑であると思う
3) 私の職場では、働き方（フルタイム/短時間勤務）が異なるメンバー同士も
   良い人間関係があり、コミュニケーションは円滑であると思う
4) 私の職場では、リーダーが女性でも、仕事がうまくいくと思う
10.887
（2.7173）
0.880
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表 6-5 説明変数：女性活躍推進に関する施策・制度 
 
 
「上司の職場マネジメント」には「上司の部下マネジメント」と「上司の職場マネジメ
ント」の 2つの測定指標を用いた。 
「上司の部下マネジメント」の質問項目33は以下の 5項目である。 
 
表 6-6 説明変数：上司の部下マネジメント 
 
 
 
 
 
 
 
33 質問項目 1)から 5)は、武石（2014a）の「従業員の認知：上司マネジメント」7 項目のうち
5 項目を一部修正して引用した。 
平均値（SD) 信頼性係数
1) 今の会社では、女性採用比 向上のための措置を実施している
2) 今の会社では、女性の役職者への登用を促進するための措置を実施している
3) 今の会社では、従来女性の配属が少なかった部署への女性の配置比 向上の
ための措置を実施している
4) 今の会社では、管理職の男性や同僚男性に対し、女性活躍推進に対する
啓発を実施している
5) 今の会社では、性別に依らない公正な評価のために、人事考課における
職務要件および昇進基準を明確化している
6) 今の会社では、育児・介護のための休業制度を導入している
7) 今の会社では、育児・介護のための短時間勤務制度を導入している
8) 今の会社では、所定外労働（残業）を免除する制度を導入している
9) 今の会社では、遅番・土日勤務を免除する制度を導入している
10) 今の会社では、柔軟な勤務制度（ 業・終業時間の繰上げ・繰下げ、フ
レックスタイム制、 宅勤務制度などいずれかの制度）を導入している
0.899
2.4187
（8.7972）
平均値（SD) 信頼性係数
1) 職場の上司は、私の仕事の仕方や内容について関心をはらってくれる
2) 職場の上司は、私が困ったときに相談に乗ってくれる
3) 職場の上司は、私を信頼して仕事を任せてくれる
4) 職場の上司は、私の意見に耳を傾けてくれる
5) 職場の上司は、私の成長・活躍を後押ししてくれる
0.943
17.453
（4.7258）
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次に、「上司の職場マネジメント」の質問項目34は以下の 5項目である。 
 
表 6-7 説明変数：上司の職場マネジメント 
 
 
「上司の部下マネジメント」（表 6-6）および「上司の職場マネジメント」（表 6-7）に用
いた設問については、因子分析の結果から各 5 項目はそれぞれ 1 因子にまとめられること
を確認した。尺度の信頼性検討については、Cronbach のα係数を算出したところ、前者が
α=.943、後者がα=.921と高い信頼性係数を示していることから、単純加算後平均して「上
司の部下マネジメント」および「上司の職場マネジメント」の指標とした。 
 
「職務の質的・量的負荷」には「職務の量的負荷」「職務の質的負荷」の 2つの測定指標
を用いた。 
「職務の量的負荷」の質問項目35は以下の 4項目である。 
 
表 6-8 説明変数：職務の量的負荷 
 
 
 
 
34 質問項目 6)から 10)は高村（2018）の「管理職の行動特性」7 項目からから 5 項目を一部修
正して引用した。 
35 質問項目 1)から 2)は、高村（2018）の「仕事の特徴」から一部修正して引用した。質問項
目 3)から 4)は先行研究をもとに筆者が作成した。 
平均値（SD) 信頼性係数
1) 職場の上司は、部下の仕事以外の個人的な事情に配慮している
2) 職場の上司は、業務遂行がうまくいくよう部下を支援している
3) 職場の上司は、メンバー間で必要な情報を共有できるようにしている
4) 職場の上司は、業務量や重要な業務が特定の部下に偏らないように配慮
   している
5) 職場の上司は、所定時間内で仕事を終えることを奨励している
16.684
（4.667）
0.921
平均値（SD) 信頼性係数
1) 現 の職場では、仕事量が多い
2) 現 の職場では、締め切りや納期にゆとりがない
3) 現 の職場では、職場の人員が不足している
4) 現 の職場では、職場のメンバーが両立支援制度を利用すると、同じ職場の
   ほかのメンバーの業務負担が増す
9.353
（2.5662）
0.756
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次に、「職務の質的負荷」の質問項目36は以下の 3項目である。 
 
表 6-9 説明変数：職務の質的負荷 
 
 
質問項目に対して、「非常に当てはまる」を 5、「まあ当てはまる」を 4、「どちらともいえ
ない」を 3、「あまり当てはまらない」を 2、「全く当てはまらない」を 1 として、5 段階評
定で回答を求めた。「職務の量的負荷」（表 6-8）および「職務の質的負荷」（表 6-9）に用い
た設問については、因子分析の結果からそれぞれ 1因子にまとめられることを確認した。尺
度の信頼性検討については、Cronbach の α 係数を算出したところ、前者がα=.756、後者
がα=.831と高い信頼性係数を示していることから、単純加算後平均して「職務の質的負荷」
および「職務の量的負荷」の指標とした。 
最後に、「多様性割合指数」は仮説 1で算出した多様性割合指数を用いた。 
なお統計解析に使用したソフトは IBM SPSSstatistics ver.26 で、有意確率を 5％とし
た。 
 
3.3.3 「多様化に関する職場風土」と女性の昇進意欲の関係性検証 
仮説 3「多様化に関する職場風土が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」につ
いて検証するため、「多様化に関する職場風土」の 3つの指標（①多様な働き方に関する評
価、②性別役割分業に関する評価、③性別職場構成に関する評価）を説明変数とし、各指標
ごとに女性の昇進意欲の有無の 2群を目的変数とする対応のないｔ検定を実施した。 
「女性の昇進意欲」に関する質問項目と回答は、仮説 1と同様である。また、「多様化に
関する職場風土」の質問項目および回答方法は、前節の目的変数「多様化に関する職場風土」
の「多様な働き方に関する評価」、「性別役割分業に関する評価」、「性別職場構成の評価」の
3 つの測定指標と同様である。 
 
36 質問項目 5)から 7)は尾形（2016）の「職務特性」から一部修正して引用した。 
平均値（SD) 信頼性係数
1) 私の仕事がうまくいかないと、職場のメンバーの仕事もうまくいかなくなる
2) 現 の仕事は、私が仕事をやらなければ他の人の仕事が完了しない
3) 現 の仕事を進めていく上では、職場のメンバーに絶えず相談しなければ
   ならない
0.831
14.071
（3.5384）
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3.4 倫理的配慮 
本調査は、東北大学大学院経済学研究科研究倫理審査委員会の承認（平成 31 年 3 月 20
日）を得たのち実施した。 
 
４．結果 
仮説 1、仮説 3 の有効回答数は 367 名（81.5％）37であった。仮説 2 の有効回答数は 104
名（23.1％）38であった。 
 
4.1 回答者の属性 
4.1.1 回答者の属性と昇進意欲 
「働きやすい職場環境に関するアンケート調査」の対象者（回答者）は「従業員数 101名
以上の企業または公共団体に勤務」する「25歳～39歳の女性正規従業員」という条件で収
集した。回答者は女性のみ 450名、平均年齢は 32.18 歳であった。 
 
図 6-2 回答者の業種別割合 
 
 
勤務先業種別の回答者は医療・福祉 111名（24.7％）が最も多く、次いで製造業が 85名
（18.9％）、金融・保険業が 44名（9.8％）、卸売り・小売業が 30名（6.7％）、教育・学習
支援業が 25名（5.6％）、情報通信業が 18名（4.0％）、建設業が 16名（3.6％）、不動産・
 
37 昇進意欲に関する質問で「昇進のない仕事である」と回答した 83 名を除外。 
38 多様性割合指数を算出するための 6 項目のうち、「わからない」の回答が 2 つ以上ある回答
は欠損処理としたため。 
建設業, 16 , 3%
製造業, 
85 , 19%
電気・ガス・熱供給・水道業, 2 , 0%
情報通信業, 18 , 4%
運輸業、郵便業, 11 , 2%
卸売業、小売業, 30 , 7%
金融・保険業, 44 , 10%
不動産・物品賃貸業, 15 , 3%宿泊・飲食サービス業, 9 , 2%
医療・福祉, 
111 , 25%
教育、学習支援業, 25 , 6%
その他, 
84 , 19%
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物品賃貸業が 15名（3.3％）、運輸業・郵便業が 11名（2.4％）、宿泊・飲食サービス業が 9
名（2.0％）、電気・ガス・熱供給・水道業が 2名（0.4％）、その他が 84名（18.7％）であ
った（図 6-2）。 
勤務先の従業員規模別の回答者は 101～300 人以下が 112 名（24.9％）、301～500 人以下
が 52 名（11.6％）、501～1,000 人以下が 65 名（14.4％）、1,001～2,000 人以下が 63 名
（14.0％）、2,001～5,000人以下が 46名（10.2％）、5,001人以上が 112名（24.9％）であ
った（図 6-3）。 
職種別の回答者は事務職 238名（52.9％）が最も多く、次いで専門職が 94名（20.9％）、
営業・販売職が 54名（12.0％）、技術職が 39名（8.7％）、現業職が 25名（5.6％）であっ
た（図 6-4）。 
 
図 6-3 回答者の従業員規模別割合 図 6-4 回答者の職種別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
職種コース別の回答者は一般職 216 名（48.0％）が最も多く、次いで総合職が 104 名
（23.1％）、専門職（職種限定コース）が 102名（22.7％）、準総合職が 28名（6.2％）であ
った（図 6-5）。 
職位別で最も多かったのが一般職員・従業員 421名（93.6％）であり、次いで係長・主任
相当が 17名（3.8％）、課長相当が 7名（1.6％）、部長・次長相当が 2名（0.4％）、その他
管理職が 3名（0.7％）であった（図 6-6）。 
 
 
 
 
101～300人以
下, 112 , 25%
301人～500人
以下, 52 , 12%
501人～1,000人以下, 
65 , 14%
1.001人～2,000人以下, 
63 , 14%
2,001人～
5,000人以下, 
46 , 10%
5,001人以上, 
112 , 25%
事務職, 238 , 
53%
技術職, 39 , 9%
専門職, 94 , 
21%
営業・販売職, 
54 , 12%
現業職, 25 , 5%
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図 6-5 回答者の職種コース別割合 図 6-6 回答者の職位別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.1.2 回答者の昇進意欲と昇進見込み 
昇進意欲に関する設問文に対する回答は「係長・主任相当」が 84名（18.7％）、「課長相
当職」が 55名（12.2％）、「部長相当職」が 27名（6.0％）、「役付きでなくともよい」が 20
1 名（44.7％）、「昇進のない仕事である」が 83 名（18.4％）であった。昇進の有無の判定
に関しては、昇進意欲ありは 82 名（18.2％）、昇進意欲なしは 285 名（63.4％）であった
（表 6-10）。 
 
表 6-10 今の会社でどこまで昇進したい、あるいは昇進を引き受けると思っているか 
 
 
主観的な昇進見込みについては、「今の会社で将来あなたが今より上の地位・役職に昇進
する見通しはどの程度ありますか」と質問し、回答は「ない」「あまりない」「どちらとも言
えない」「ある程度ある」「かなりある」の 5つの中から求めた。その結果（表 6-11）、昇進
の見込みが「ある程度ある」および「かなりある」は 162名（36.0％）であった。 
昇進の見込み別に昇進意欲の有無を確認した結果（表 6-12）、昇進の見込みが「ある程度
ある」および「かなりある」（162名、36.0％）のうち、昇進意欲あり（61名）は 37.7％に
であった。また、昇進のない仕事についている者（83名）は 18.4％であった。 
回答数 ％ 昇進意欲
課長相当 55 12.2 
部長相当以上 27 6.0 
係長・主任相当 84 18.7 
役付きでなくともよい 201 44.7 
昇進のない仕事である 83 18.4 －
あり
なし
総合職, 104 , 
23%
準総合職, 28 , 
6%
一般職, 216 , 
48%
専門職, 102 , 
23%
一般社員・従業員, 
421 , 94%
係長・主任相当, 
17 , 4%
課長相当, 7 , 1%
部長・次長相当, 2 , 0%
その他管理職, 3 , 1%
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表 6-11 今の会社で将来今より上の地位・役職に昇進する見通し 
 
 
表 6-12 昇進見込み別の昇進意欲 
 
 
4.2 昇進意欲の有無別の多様性割合指数の比較 
はじめに、職場構成員の多様性と女性の昇進意欲の関係性について、昇進意欲あり群とな
し群の多様性割合指数の平均値を比較したところ、昇進意欲あり群のほうがなし群よりも
有意に高かった（p<.05）(表 6-13)。 
 
表 6-13 昇進意欲の有無による多様性割合指数の比較 
 
対応のない t検定 *p<.05，（ ）内は標準偏差 
 
次に、個別の多様性「次元」の影響の強さを確認するために、女性管理職比率、制約社員
比率、正社員女性比率、中途採用者比率、外国人材比率、60歳以上従業員比率、障害者在籍
ダミーを説明変数、女性の昇進意欲を目的変数とするロジスティック回帰分析を行った。 
回答数 ％ 昇進見込み
ない 66 14.7 
あまりない 94 20.9 
どちらとも言えない 128 28.4 
ある程度ある 126 28.0 
かなりある 36 8.0 
あり
－
昇進の見込み 課長相当 部長相当以上 係長・主任相当 役付きでなくともよい
ない 1 1 7 20 37 66
(0.2%) (0.2%) (1.6%) (4.4%) (8.2%) (14.7%)
あまりない 3 4 18 53 16 94
(0.7%) (0.9%) (4.0%) (11.8%) (3.6%) (20.9%)
どちらとも言えない 8 4 23 74 19 128
(1.8%) (0.9%) (5.1%) (16.4%) (4.2%) (28.4%)
ある程度ある 34 12 27 43 10 126
(7.6%) (2.7%) (6.0%) (9.6%) (2.2%) (28.0%)
かなりある 9 6 9 11 1 36
(2.0%) (1.3%) (2.0%) (2.4%) (0.2%) (8.0%)
合計 55 27 84 201 83 450
(12.2%) (6.0%) (18.7%) (44.7%) (18.4%) (100.0%)
昇進意欲あり 昇進意欲なし
回答数
昇進のない
仕事である
多様性割合指数 0.62 (0.17) 0.54 (0.15) 2.31
昇進意欲なし群となし群の平均値（標準偏差）
ｔ値
昇進意欲あり群 昇進意欲なし群
*
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その結果、説明変数 7項目のうち、女性管理職比率、外国人材比率、障害者在籍ダミーの
3 項目と有意な関係が見られた（表 6-14）。女性管理職比率のオッズ比は 2.08（95％ CI：
1.01-4.30）、外国人材比率のオッズ比は 5.09（95％ CI：1.76-14.70）、障害者在籍ダミー
のオッズ比は 3.57（95％ CI：1.28-9.99）と統計的に有意であった。 
 
表 6-14 昇進意欲に対する個別の属性の影響のロジスティック回帰分析の結果 
 
ロジスティック回帰分析，βは標準化回帰変数を記載。*p<.05, **p<.01 
 
4.3 多様化に関する職場風土に対する影響要因の検証 
多様化に関する職場風土に対する影響要因について、目的変数「多様化に関する職場風
土」の 3つの指標（①多様な働き方に関する評価、②性別役割分業に関する評価、③性別
職場構成に関する評価）ごとの分析結果を述べる（表 6-15）。 
まず、①多様な働き方に関する評価に対する分析結果である。説明変数 8項目のうち、
上司の職場マネジメント（β=0.575, p<.01）、多様性割合指数（β=0.184, p<.01）、女性
活躍推進に関する施策・制度（β=0.190, p<.01）の 3項目と有意な関係が見られた。 
②性別役割分業に関する評価に対する分析結果は、説明変数 8項目のうち、上司の職場
マネジメントとのみ有意（β=0.248, p<.01）な関係が見られた。 
③性別職場構成に関する評価に対する分析結果は、説明変数 8項目のうち、上司の部下
マネジメントとのみ有意（β=0.586, p<.01）な関係が見られた。 
企業規模、女性向け商品生産・サービス提供する事業・部署の有無、職務の量的負荷、
職務の質的負荷の影響はいずれの指標における分析においても、統計的に有意ではなかっ
た。 
 
下限値 上限値
女性管理職比 0.59 2.08 1.01 4.30 0.05 *
制約社員比 0.06 1.08 0.48 2.45 0.85
正社員女性比 -0.40 0.60 0.28 1.27 0.18
中途採用者比 -0.29 0.69 0.33 1.46 0.33
外国人材比 1.06 5.09 1.76 14.70 0.00 **
60歳以上従業員比 -0.22 0.72 0.27 1.93 0.52
障害者 籍ダミー 0.64 3.57 1.28 9.99 0.02 *
定数項 0.04 0.01 0.30 0.00 **
オッズ比の95%信頼区間
p値オッズ比β説明変数
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表 6-15 ①多様な働き方に関する評価、②性別役割分業に関する評価、③性別職場構成
に関する評価に対する影響因子の重回帰分析を用いた分析結果 
 
重回帰分析：ステップワイズ法，係数は標準化回帰変数βを記載。 
*p<.05, **p<.01, ***p<.001 
 
4.4 多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲の関係性検証 
多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲の関係性について、説明変数「多様化に関する
職場風土」の 3つの指標（①多様な働き方に関する評価、②性別役割分業に関する評価、③
性別職場構成に関する評価）ごとの分析結果を述べる。 
はじめに、昇進意欲あり群となし群の「多様な働き方に関する評価」の差が統計的に有
意かを確かめるために、有意水準 5％で両側検定の t検定を行ったところ有意差が見られ
た（t=2.56, p<.01）。ｔ検定の結果が表 6-16である。 
 
表 6-16 昇進意欲の有無による多様化に関する職場風土の比較 
 
企業規模 -0.05 -0.09 -0.04
女性顧客向けサービス・商品 -0.01 0.07 -0.01
多様性割合指数 0.18 ** -0.07 0.08
女性活躍推進に関する施策・制度 0.19 ** -0.07 0.16
上司の職場マネジメント 0.57 *** 0.25 ** 0.03
上司の部下マネジメント 0.21 0.01 0.59 ***
職務の質的負荷 0.03 -0.02 0.03
職務の量的負荷 0.08 0.12 0.12
決定係数 0.44 0.06 0.34
調整済み決定係数 0.42 0.05 0.34
N 104 104 104
多様な働き方に関する評価 性別役割分業に関する評価 性別職場構成に関する評価
多様な働き方に関する評価 2.66 (0.62) 2.47 (0.61) 2.56
性別役割分業に関する評価 2.66 (0.68) 2.55 (0.76) 1.21
性別職場構成の評価 2.85 (0.60) 2.78 (0.65) 1.02
昇進意欲なし群となし群の平均値（標準偏差）
ｔ値
昇進意欲あり群 昇進意欲なし群
*
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対応のない t検定 *p<.05，（ ）内は標準偏差 
次に、昇進意欲あり群となし群の「性別役割分業に関する評価」の差が統計的に有意かを
確かめるために t検定を行ったところ有意差が見られなかった（t=1.21, n.s.）。 
同様に、昇進意欲あり群となし群の「性別職場構成の評価」の差が統計的に有意かを確
かめるために t検定を行ったところ有意差が見られなかった（t=1.02, n.s.）。 
 
５．考察 
本章では職場の多様化が女性の昇進意欲へ及ぼす影響について検討するために、仮説 1
「職場構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」、仮説 2「多様化
に関する職場風土に対する影響要因は何か」、仮説 3「多様化に関する職場風土が高いほど、
女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」に対する分析を実施し、結果の検討を行った。 
考察では、第 1 に昇進意欲と昇進見込みの関係性、第 2 に職場の多様化と女性の昇進意
欲の関係性、第 3 に多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲の関係性の結果について論
じる。 
 
5.1 職場構成員の多様性と女性の昇進意欲の考察 
5.1.1 女性の昇進意欲と昇進見込みの関係性について 
女性の昇進意欲は低いことが示された。昇進意欲ありは回答者全体の 2割にも満たず、既
存研究（川口 2012、安田 2012、武石 2014aら）同様、女性の昇進意欲は低いことが示され
た。また、昇進の見込みありは回答者全体の 4割弱で、半数以上が昇進の見込みは薄いと認
識しており、村尾（2010）と同様の傾向が見られた。 
昇進の見込みがある回答者のうち、昇進意欲ありは 4割弱であり、女性は昇進の可能性が
あると認識していても昇進を望まない傾向が高いことが明らかとなった。 
また、昇進のない仕事についている者が 2割程度おり、正社員であっても活躍が限定され
ている女性正社員が一定数いることが確認された。 
 
5.1.2 職場の多様化と女性の昇進意欲の関係性について 
職場の多様化が女性の昇進意欲へどのような影響を及ぼしているのか検証することを目
的として調査を行い、検討した。その結果、次の 2点が推察できた。第 1に、仮説 1「職場
構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」は支持された。つまり、
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多様性割合指数が高いほど女性の昇進意欲が有意に高いことが示された。 
仮説が支持された理由の 1 つ目に、多様性割合指数は職場全体の多様性の測定結果であ
ることが考えられる。多様性割合指数の構成要素は、小寺・上島（2019）に依拠して①女性
正社員比率、②女性管理職比率、③中途採用者比率、④制約社員比率、⑤外国人材比率、⑥60
歳以上比率から成り、ある特定の属性の影響度を測定するものではない。多様性割合指数が
高いということは、属性が複数の次元に分散していることを意味する。職場の多様化の状況
が「多様性次元（年齢、性別、国籍など）で多様化」されることにより、多様化による負の
効果が抑制されると推察される。理由の 2つ目として、Nishii（2012）が論じているように
多様性と包摂性を持つ職場では多様性によりコンフリクトが緩和されることが示されてい
るのかもしれない。これについては調査対象者の企業規模が関連している可能性がある。本
調査の対象者の約 75％が従業員規模 301 人以上の企業に所属する女性正社員であり、当該
企業規模は次世代育成支援対策推進法に対応するため 2005年から仕事と子育ての両立を図
るための環境整備とともに、子育てをしていない社員も含めた労働条件の整備が行われて
いる。例えば麓（2016）が取り上げた 20社のうち 18社では 2007年までにトップダウンで
多様な人材が多様な働き方をできる環境・風土の実現を目指す取り組みをスタートさせて
いる。したがって企業規模が大きいほど、多様性を包摂する風土が醸成されていると推測さ
れる。 
第 2に、女性の昇進意欲と個別の多様性「次元」の影響の強さを検証した結果、女性管理
職比率、外国人材比率、障害者在籍ダミーの 3項目と有意な関係が見られた。まず、女性管
理職比率と昇進意欲の関係性については、女性管理職比率の高さは女性の昇進可能性を示
す指標であり、非管理職女性にとって身近なロールモデルの存在が主観的な昇進見込みを
高め、管理職志向・昇進意欲へつながっていることが考えられる。次に外国人材比率と昇進
意欲との関係性は、企業が外国人材活用・定着に向けた職務の明確化や公平な評価制度の導
入をはじめとする、外国人材にとって魅力ある職場環境整備の波及効果と考えられる。高村
（2016）も女性人材と外国人材の活躍には共通要因があるとし、阻害要因として人事管理に
おける男性従業員の勤続年数の長さと、硬直的な働き方を挙げている。促進要因には社内公
募制度の導入や柔軟な働き方を可能とする制度導入があると論じている。したがって外国
人材が働きやすくなるための環境整備が、女性にも能力発揮しやすい職場環境になること
が考えられる。次に障害者が職場にいることと昇進意欲との関係性も、障害者活用対応の波
及効果と考えられる。高齢・障害・求職者雇用支援機構（2019）は企業トップが語る障害者
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雇用のメリットとして職場環境改善、業務効率化、上長のマネジメント能力向上、社員が気
配りの心を持つようになったことなどを挙げている。障害者が働きやすくなるための環境
整備が、障害のない社員にもプラスの効果をもたらすことが示されている。 
女性管理職比率、外国人材比率、障害者在籍有りと昇進意欲との関連の強さについても仮
説１の考察と同様に、調査対象者の企業規模との関連性が考えられる。本調査の対象者の多
くが比較的規模が大きい企業に所属しているため、そこでは既に多様な人材の活用を経営
戦略に位置づけていると考えられることや、そもそも多様性割合指数が高いほど昇進意欲
が高いという結果が示されていることから、労働時間や体力に制約がある者や異質な価値
観を持つ者の比率自体がマイナス要因となりにくいと考えられる。後述するが本調査では
多様性割合指数と多様な働き方に関する評価に有意な関係性が見られており、制約のある
働き方に対する受容度が高い。したがって制約社員や外国人材、障害を持つ者がいる職場で
は、その比率自体が負の影響を招くというよりも、上司の職場マネジメントの方が重要であ
る可能性が考えられる。 
以上を踏まえ、仮説 1「職場構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及
ぼす」が支持されたことにより、「多様性次元（年齢、性別、国籍など）の多様化」は職場
にプラスの影響をもたらし得る可能性が示唆された。 
 
5.2 多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲の考察 
5.2.1 多様化に関する職場風土に対する影響要因について 
仮説 2「多様化に関する職場風土に対する影響要因は何か」を検証した結果、多様化に関
する職場風土と関連がみられた要因は、女性活躍推進に関する施策・制度、上司の職場マネ
ジメント、上司の部下マネジメント、多様性割合指数の 4つであった。 
これにより、①多様な働き方に関する評価、②性別役割分業に関する評価、③性別職場構
成に関する評価の 3つの評価が意味する「多様化に関する職場風土」に、この 4つの因子が
関わっている可能性が示唆された。 
女性活躍推進に関する施策・制度が有意な関連要因にあがってきたことは、施策・制度が
充実し、かつ利用しやすい環境であれば、従業員の多様な働き方に関する評価が高まるため、
関連が示唆されたことは当然の結果と受け止められる。 
上司の職場マネジメントと部下マネジメントも関連因子に示されたことから、職場風土
の形成に、上司のマネジメント能力がより強く関連していることが明らかとなった。これに
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より、第 5章の研究方法で述べた、上司の職場全体への配慮が多様化に関する職場風土を高
める一助になるという推測が裏づけられた。職場における人材・働き方の多様化により、職
場における仕事の量的負荷、および質的負荷が高くなったとしても、上司のマネジメントが
適切であれば多様化に関する職場風土に負の影響が及びにくいと考えられる。 
多様性割合指数も有意な関連因子に示されたことについては、仮説１「職場構成員の多様
性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」の検証で、「多様性次元（年齢、性別、
国籍など）の多様化」は職場にプラスの影響をもたらし得る可能性が示唆されていることか
ら、属性が複数の次元に分散していることで、多様性による負の効果を抑制する環境にある
とも考えられる。そのため、多様性割合指数が高いほど多様な働き方に関する評価が高いと
いう結果が示された可能性がある。 
仕事の量的・質的負荷は職場風土にマイナスの影響を及ぼす可能性を推測していたが、そ
のような関連性は示されなかった。 
また、女性向け商品生産・サービス提供の有無も関連性が見られなかった。女性向け商品
生産・サービスを展開している企業では女性の視点・感性が求められることが多く、そうで
ない企業よりも女性の活用や能力発揮が進んでおり、多様化に関する職場風土が高いので
はないかと推測していたが、関連性は見られなかった。 
 
5.2.2 多様化に関する職場風土と女性の昇進意欲の関係性について 
仮説 3「多様化に関する職場風土が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」を検
証した結果、「多様化に関する職場風土」の 3つの指標（多様な働き方に関する評価、性別
役割分業に関する評価、性別職場構成に関する評価）のうち、女性の昇進意欲と関連がみら
れた要因は「多様な働き方に関する評価」であった。「多様な働き方に関する評価」が高い
ほど昇進意欲が高いと解釈できることから、仮説 3は一部支持された。 
「性別役割分業に関する評価」は、男性優位で女性の活躍が制限される職場であるか否か
を表す項目であるため、当該項目が正に有意であるならば女性が活躍しにくい職場である
ことを示す。昇進意欲あり群の「性別役割分業に関する評価」の平均値に有意差は見られな
いが、3 項目の中では最も低い値を示していることから、「性別役割分業に関する評価」は
高くないと解釈できる。上述のとおり「多様な働き方に関する評価」が高いほど昇進意欲が
高いと解釈できる結果が示されていることから、「多様な働き方に関する評価」と相反する
「性別役割分業に関する評価」に正の有意差が見られなかったことは当然の結果と言える。 
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「多様な働き方に関する評価」には、企業における両立支援と女性活躍のための制度導入
と、制度利用のしやすさが大きく関連している。本調査の回答者は従業員規模 101人以上企
業の正社員である。101 人以上企業は次世代育成支援対策推進法および女性活躍推進法にお
ける行動計画の策定・届出39が義務付けられており、両立支援と女性活躍のための制度導入・
整備が進められている。そこで、「女性活躍推進に関する施策・制度」と「多様な働き方に
関する評価」の関連性を調べるために重回帰分析40を行ったところ有意差が見られた（β
=.319, p<.05）。この結果から、施策・制度が進んでいるほど、多様な働き方に関する評価
が高いと解釈できる。武石（2014b）の「女性の昇進意欲を高めるためには、女性活躍推進
の取り組み、両立支援の取り組みの両方を女性従業員がきちんと認識できる形で推進する
ことが重要」（同：137）という主張を裏づける結果が示された。また「性別職場構成の評価」
と「多様な働き方に関する評価」には相関が見られる41（r=.628, p<.01）。 
よって、仮説 3「多様化に関する職場風土」が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及
ぼす」は概ね支持されたと言える。 
  
 
39 従業員数 101 人以上規模の企業に一般事業主行動計画の策定・届出が義務づけられたのは、
次世代育成支援対策推進法は 2011 年改正から、女性活躍推進法は 2019 年改正からである。 
40 本研究では女性活躍推進に関する施策・制度は、職場風土形成因子として想定していたた
め、この検証を目的としていなかった。仮説 4 の考察を行うために、重回帰分析を実施したと
ころ、女性活躍推進に関する施策・制度と多様な働き方に関する評価には有意な関係性が見ら
れた。この点は今後の研究課題としたい。 
41 40 に同じ。 
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終章 本研究の総括と今後の課題 
１．本研究の結論 
女性管理職を増やすためには、雇用側が雇用管理制度や仕事と家庭の両立支援制度を整
備しながら積極的な女性登用を進めることはもちろんのこと、女性が昇進意欲を持つ必要
がある。女性の昇進意欲を規定する要因の 1つに職場要因があるが、その職場では女性の活
躍推進のため長時間労働の是正および柔軟な勤務形態の導入など「働き方改革」が進み、そ
れに伴い人材の多様化や働き方の多様化が生じている。人材・働き方の多様化が進んだ職場
では、仕事との関わり方や多様化に関する職場風土に変化が生じ、女性の昇進意欲に影響を
及ぼす可能性が考えられる。このような問題意識のもと、本研究では女性の活躍推進がもた
らす職場の多様化が女性の昇進意欲にどのような影響を及ぼすのか検討してきた。はじめ
に各章で明らかにされた事柄について振り返る。 
 
1.1 女性労働に関わる法制度の効果と女性労働の拡大 
女性労働に関する法制度は女性の就業拡大、就業継続、管理職登用にプラスの効果をもた
らしている。研究課題 第 1の「女性労働に関わる法律のうち、主要な規制内容について整
理する」に基づき、第 1章・第 3章で女性労働の実態や、女性労働に関わる法律および法律
遵守に係る企業の取り組み状況について、主に先行研究や統計資料、企業の公表データをも
とに考察した。 
女性就業者は量的には拡大傾向にあるが、質的には女性就業者の半数以上が非正規雇用
者であり、不安定な雇用、乏しい能力開発機会など、職業能力の向上が困難な状況に置かれ
ている。本研究で実施した女性正社員を対象とした調査からも、昇進のない仕事に留め置か
れている者が一定数おり、正社員であっても能力発揮が制限されている現状が確認できた。
そうした状況が女性管理職比率の低迷につながっていることを説明できた。 
そして研究課題 第 3の「女性労働に関わる法律に対する企業の取り組みの結果を踏まえ、
職場における人材の多様化および働き方の多様化の状況を明らかにする」ため、第 3章で企
業における両立支援および女性活躍推進の取り組みの結果が職場にもたらした、人材の多
様化および働き方の多様化の状況を示した。人材の多様化として、女性正社員の増加、女性
の職務拡大、女性管理職の増加など、職場の女性化が進んでいることに加え、育児社員、非
正規社員も増加傾向にある。また、労働時間に制約のある者の就業継続を支援するための施
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策を導入する企業および制度利用者の増加により、働き方・労働時間に制約のある者が職場
に混在するようになり、職場構成に変化が生じていることが確認された。 
 
1.2 厚生労働省による優良企業認定制度の効果 
厚生労働省の優良企業認定制度も、企業に対し両立支援と女性活躍推進への取り組みを
促し、一定の効果をもたらしている。研究課題 第 2の「女性労働に関わる法律遵守に係る
企業の取り組み状況を明らかにする」ため、第 2 章で次世代育成支援対策推進法、女性活躍
推進法に基づく取り組みが優良な認定企業の動向について、統計資料、企業の公表データを
もとに考察した。くるみん認定、プラチナくるみん認定、えるぼし認定などの認定企業数は
着実に増加しており、法の規定内容が浸透している様子が伺える。しかし、法対応が義務づ
けられている企業に占める認定企業の割合は 10％にも程遠く、多くの企業で行動計画策定
に留まる状況が確認された。 
 
1.3 女性管理職登用および昇進における促進要因と阻害要因 
管理職登用における男女差について明らかにするため、研究課題 第 4の「女性の管理職
登用および管理職昇進に関する既存の研究を概観し、女性の活躍推進に関する促進要因・阻
害要因を整理する」に基づき、第 4章では管理職登用における男女差について、労働需要側
要因と労働供給側要因の 2つに区分して先行研究を調査した。 
女性管理職登用の阻害要因は日本的雇用慣行にあり、それに起因して女性のキャリア形
成に不利が生じていることが明らかとなった。第 1に女性の勤続年数が短いため、雇用側は
採用・訓練コストを抑えるために男女別の雇用管理を行い、男性社員を基幹的業務に配置し、
一方で女性社員は男性同等の処遇が得られず、能力形成や昇進可能性において男女の不平
等が生じてきたのである。第 2に、その処遇の男女差が女性の就業継続意欲・昇進意欲の低
下につながっている。そして第 3に、たとえ女性社員が男性同等の能力形成機会が得られた
としても、長時間労働や両立支援不足が仕事と家庭の両立困難な状況を生み出し、就業継続
や昇進を断念する女性が少なくない。結果として、第 4に、管理職に就くための経験や在職
年数等を満たす女性社員の不在という状況を招き、女性の管理職登用が進んでいないので
ある。 
さらに女性の昇進意欲に関する先行研究では、昇進意欲を規定する要因を個人的要因、組
織要因、職場・仕事要因の 3つに区分して整理した。その結果、第 1に昇進意欲および昇進
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希望の規定要因は男女で異なること、第 2 に企業の女性活躍推進や両立支援の施策導入が
女性の昇進意欲に与える影響は限定的であること、第 3 に適切な上司のマネジメントや基
幹的業務・挑戦的な仕事の経験、もともとの昇進意欲が現在の昇進意欲を高める傾向にある
こと、第 4に家族要因、性別多様性、仕事満足が昇進意欲に与える影響について、異なる知
見が示されていることを指摘することができた。 
 
1.4 職場の多様化と女性の昇進意欲の関係性を検証 
第 5章では、女性の昇進意欲に関わる先行研究の課題として、組織レベルの性別多様性だ
けを説明変数にして女性の昇進意欲を説明するのは困難であり、職場レベルで多様化に着
目して女性の昇進意欲を検証する必要性を述べた。そのうえで、「働きやすい職場環境に関
するアンケート調査」をもとに、研究課題 第 5の「職場の多様化が女性の昇進意欲へ及ぼ
す影響」を検証した。 
その結果、第 6章では第 1に既存の研究同様、女性の昇進意欲は低いことが示された。 
第 2に仮説 1「職場構成員の多様性が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響を及ぼす」は
支持され、職場の多様化が進んでいる場合は女性の昇進意欲が高いという結果が示された。
これにより「多様性次元（年齢、性別、国籍など）の多様化」が職場にプラスの効果をもた
らす可能性が示唆された。合わせて個別の多様性「次元」の影響の強さを検証した結果、女
性管理職比率、外国人材比率、障害者在籍有りに昇進意欲との関連性が見られた。労働時間
や体力に制約がある者、価値観の違いがある者の比率自体がマイナス要因となりうるので
はなく、「多様性次元」が多様化した職場のマネジメントの方が重要である可能性が示唆さ
れた。 
そして、第 3に仮説 2「多様化に関する職場風土に対する影響要因は何か」を検証した結
果、「多様化に関する職場風土」には上司の職場マネジメント、上司の部下マネジメント、
多様性割合指数、女性活躍推進に関する施策・制度の 4つの因子が関わっている可能性が示
唆された。第 4 に仮説 3「多様化に関する職場風土が高いほど、女性の昇進意欲に正の影響
を及ぼす」については、多様化に関する職場風土の構成要素である「多様な働き方に関する
評価」が高いほど昇進意欲が高いと解釈できる結果が得られたことから、仮説 3は概ね支持
された。 
以上に基づき、「働きやすい職場環境に関するアンケート調査」の分析から、第 1に職場
構成員の多様性が高いほど、また多様な働き方に関する評価が高いほど女性の昇進意欲が
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高い傾向が見られること、第 2に多様化に関する職場風土には①上司の職場マネジメント、
②上司の部下マネジメント、③多様性割合指数、④女性活躍推進に関する施策・制度が関連
している可能性が示唆された。 
 
２．本研究のインプリケーション 
本研究の学術的・実務的インプリケーションについて整理する。 
まず学術的インプリケーションとしては、次の 3点が挙げられる。第１に、職場の多様化
を女性の昇進意欲の分析枠組みに加えたことである。女性正社員や女性管理職など性別多
様性に着目した研究はこれまでにも見られたが、制約社員や中途採用者、外国人、60 歳以
上従業員などを含めた複数の多様性次元と女性の昇進意欲を検討した研究はなかった。多
様性についてはダイバーシティ研究で職場構成と職場（集団）の心理状況との関係のなかで
モチベーションやコミットメントに関する研究が蓄積されているが、やはり昇進意欲との
関連性の検証までは及んでいない。 
第 2に、職場の多様化に着目して女性の昇進意欲を分析したことである。これまでにも、
雇用管理制度や家事・育児負担と女性の昇進意欲との関連性について分析・比較を行った研
究は見られたが、職場の多様化と昇進意欲の関係を検証したものはなかった。今後も女性活
躍推進の潮流が追い風となり、ダイバーシティ推進と女性の活躍推進を結びつけた企業で
は人材・働き方の多様化が進むと考えられ、職場構成が大きく変化することが想定される。
本研究では総合的な多様性の高さが昇進意欲という心理状況に影響を及ぼし得ることを示
した点で意義あるものと考えられる。 
第 3に、多様化に関する職場風土の形成要因について検証したことである。組織風土モデ
ルを援用し、多様化に関する職場風土に影響を及ぼす検討要因に多様性の状況を 1 つの指
標で表すことができる「多様性割合指数」を含め、この変数が分析において有効に機能する
ことが確認できた。 
次に、実務的インプリケーションとしては、次の 2点が挙げられる。第 1に、多様化に関
する職場風土と女性の昇進意欲の関連性を検証した結果、女性の昇進意欲を高める職場風
土には、①上司の職場マネジメント、②上司の部下マネジメント、③多様性割合指数、④女
性活躍推進に関する施策・制度の 4つの因子が関わっている可能性を示したことである。 
女性の昇進意欲を高める要因として企業における女性活躍推進に関する施策・制度の整
備が指摘されているが、施策・制度を導入するだけでなく、それらを取得しやすい環境にあ
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ると職場構成員が認識していることが重要なのである。そして、その背景には従業員の個人
的事情に配慮することができる上司の部下マネジメントや、不公平感が生じない業務配分
や円滑なコミュニケーションを図る上司の職場マネジメントが必要である。したがって、管
理職層を対象とする職場マネジメント上の意識啓発を目的とする研修の重要性を指摘した
い。 
第 2 に、職場の多様化は女性の昇進意欲にプラスの影響をもたらすことを示したことで
ある。近年、日本企業では女性活躍推進とダイバーシティを同一視するような取り組みが見
られ、女性正社員比率や女性管理職比率の向上に重点が置かれている。しかし、特定の属性
の構成比率向上の取り組みは、女性の昇進意欲の向上に影響を及ぼす可能性が低いことが
示唆された。本研究では①女性正社員比率、②女性管理職比率、③中途採用者比率、④制約
社員比率、⑤外国人材比率、⑥60歳以上比率を多様性の構成要素に組み込んで測定したが、
6 要素全体の多様性が高いからこそ、多様性による負の効果を抑制していると推測できる。
このような多様性の高い職場をマネジメントする上司の行動と態度の重要性が増している
と言える。 
本研究では女性の活躍推進がもたらす職場の多様化が女性の昇進意欲にどのような影響
を及ぼすのか検討した結果、職場の多様化は女性の昇進意欲を高めるとともに、多様化に関
する職場風土のうち「多様な働き方に関する評価」が昇進意欲と関連していることが導き出
された。つまり、職場の多様化が進むだけでは不十分で、その多様化が進んだ職場の状況を
職場構成員に受容されている、つまり多様性を受け入れ、認め合う雰囲気が醸成されること
が必要なのである。特定の属性のみに偏りのない、複数の次元で多様性を高めていくことと、
そのような多様性の高い職場を適切にマネジメントできる職場の上司のリーダーシップが
女性の昇進意欲を高める鍵となるだろう。 
女性が活躍できる職場とは、意欲と能力を十分に発揮できる職場である。その実現には、
とにかく女性を増やす、など特定の属性のみに注力するのではなく、複数の次元の多様性を
受け入れ、特定の属性や少数派が「トークン」（象徴）化されにくい職場構成にすることだ
ろう。そのような条件下では女性たちはトークニズムのプレッシャーから解放され、自らの
力量を発揮しやすくなる。そして公平な評価のもと内的報酬を得れば、昇進意欲や管理職志
向を維持できるだろう。 
また、本研究から職場の多様化は女性の昇進意欲を高めることが導き出されたが、多様性
の高さだけが期待した効果を生むわけではなく、多様性が期待したとおりの効果をもたら
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すかどうかは、制度と風土に依存している。まず、制度とは多様な人材・働き方を受け入れ
る雇用管理制度であり、この重要性は本調査で女性活躍推進に関する施策・制度が「多様化
に関する職場風土」の影響要因に示されたことで裏づけられた。同時に施策・制度を導入す
るからには制度の利用対象を特定の属性に限定せず、すべての従業員が利用可能にするこ
とが望ましい。なぜなら特定の属性に制度利用を制限したことで、利用者が「区別」される
対象となった場合、利用者には心理的負荷がかかり、非利用者は不公平感を抱きがちである
ためである。次に、風土とは多様性を受け入れる風土である。多様性の高さが昇進意欲を高
める理由は、多様性が高い環境下では女性は「紅一点」や「トークン」（象徴）として区別
されにくくなるからではないだろうか。女性が少数派のままだと、女性は目立ち、区別され
ることを恐れるが、多様性の次元が複数ある状況下では能力を発揮しやすいと感じること
ができるのかもしれない。多様な人材の存在や価値観が受け入れられているという安心感、
所属感がキャリア形成意欲を促進するのではないだろうか。また、本調査では外国人材や障
害者が職場にいることと昇進意欲には統計的に有意な関係も見られており、この点におい
ても「多様性次元（年齢、性別、国籍など）の多様化」が昇進意欲を高めることが示唆され
た。 
本研究により明らかにされた以上 2 つの知見も含め、女性の昇進意欲を高める職場要因
と考えられる事項を整理すると、その全体像としては以下のとおりとなる（図 7-1）。 
 
昇進見込み
女性の昇進意欲
上司の部下マネジメント
上司の職場マネジメント
多様化に関する職場風土
多様な働き方に関する評価
性別役割分業に関する評価
【個人的要因】
•女性活躍推進施策
•両立支援策
•WLB支援策
職 場 の 多 様 化
女性管理職比 
制約社員比 
中途採用者比 
外国人材比 
60歳以上従業員比 
障害者の 籍
【組織的要因】
性別職場構成に関する評価
【職場要因】
実線は各検定5%水準で有意、 線は相関関係1%水準で有意。  
出所：筆者作成 
図 7-1 女性の昇進意欲に関わる要因（検証後） 
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３．今後の課題 
最後に本研究における限界と、これを踏まえた今後の課題について述べる。 
本研究では女性の昇進意欲と職場の多様化との関係性を検証した結果、多様性の高さは
女性の昇進意欲や職場風土へプラスの効果をもたらすことが示された。この結果から見え
てきたことは、女性人材など単独の属性のみの増加を図るのではなく、複数の次元で多様化
を図る「多様性次元（年齢、性別、国籍など）の多様化」の方が、正の効果が生まれやすい
可能性があるということである。 
今後の課題として、第 1に「多様性次元（年齢、性別、国籍など）の多様化」が女性の昇
進意欲にプラスの効果をもたらす可能性は示唆されたが、「特定の次元内での多様化」が及
ぼす影響は分析に用いた変数間に関連が見られなかったこともあり十分な検討ができなか
ったことが挙げられる。 
職場の多様化におけるマイナスの効果として、例えば中野（2014）は、もともと女性比率
が低い職場に配属された女性は「腫れ物にさわるような扱い」（同 2014：82）を受け、男性
同等の仕事経験が不足することや、子育てをしながら働く女性社員がいる職場では男性並
みに働けない女性に対する周囲の不満・批判が当事者のみならず、別の女性の就業継続に対
する展望までも打ち砕く（同：84）ことを明らかにしている。さらに、育児社員の短時間勤
務が助け合いの気持ちでカバーできないほどの職場の不公平感を生じさせていることや
（石塚 2016）、やりがいを持ってキャリア形成をしてきた女性が、育児休業復帰後の働き方
に対する企業の処遇・評価や、同僚の理解のない言動により、自ら昇進ルートから外れる、
あるいは離職する実態（萩原 2006）が報告されている。これらの影響は、総合職、あるいは
女性従業員など同一職域で起きていることを鑑みると、一般的に女性活躍推進の過程で発
生する職場の軋轢はこの「特定の次元内での多様化」に起因すると思われるため、更なる研
究が求められるところである。そのため、今後の調査ではサンプル数を増やし、集団と個人
をマッチングできる形式でデータを収集し、多様性に関する正確な数値を把握することで、
要因の解明を図りたいと考えている。 
第 2に、本研究で取り上げた多様な人材の対象に障害者と LGBT42を含めていないことであ
 
42 「レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、ト
ランスジェンダー（心と身体の性の不一致を感じている人々）の頭文字をとったものであり、
性的指向や性自認等に関して社会的にマイノリティと位置づけられている人々を指す。」（日本
経済団体連合会 2017「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」p.1） 
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る。近年関心が高まっている「多様な人材の活躍推進」とは、活躍の主体をこれまでの「日
本人・男性・基幹職中心」から拡大することで、女性、外国人材、障害者、高齢者、LGBTま
で多岐にわたるが、本研究では障害者は職場に 1 名以上在籍の有無のみを限定的に取り上
げるにとどまっており、LGBT は対象にも含まれていない。したがって今後は対象とする属
性の範囲を拡大して調査し、職場の多様化の現状と多様化がもたらす影響を詳細に捉える
ことを課題としたい。 
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